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◆ 別添資料 

 
（参考 質問項目数） 

入札説明書                         ２１０項目 

業務要求水準書                        ７５項目 

施設設計要求書                        ５６項目 

図書館運営方針                        ２７項目 

落札者決定基準                        ２６項目 

契約書（案）                        １２３項目 

様式集                            ９６項目 

その他                             ５項目 

                     総項目数     ６１８項目 

○ 本質問回答集は、平成 13 年 11 月 26 日（月）～ 11 月 27 日（火）に受け付け
た桑名市図書館等複合公共施設特定事業入札説明書に関する質問への回答を

下記の項目順に整理し、記載したものです。 
   Ⅰ 入札説明書 （付属資料①～③含む） 
   Ⅱ 業務要求水準書 （附属資料１～３含む） 
   Ⅲ 施設設計要求書 （関連資料含む） 
   Ⅳ 図書館運営方針 （図書館関連資料含む） 
   Ⅴ 落札者決定基準 
   Ⅵ 契約書（案） 
   Ⅶ 様式集 
   Ⅷ その他  
   
○ 入札説明書等に関する修正箇所正誤表及び別添資料並びに別冊として修正版

様式集を、同時に公表致します。また、併せて修正版様式ファイル提出用をＨ

Ｐにて公表しています。 



Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
1 2 2 （3） 　本プロジェクトでリースを使用する場

合、例えば図書館運営システムの場
合、様式5-4-1の記載の仕方は大幅に
変わると思われますが、あくまでもこの
様式ベース、すなわちSPCが購入する
前提で換算しなおすのでしょうか。又
は、他の設備･備品についてもいかが
ですか。
　それとも他の備品も含め、全てリース
は不可というお考えでしょうか。

  様式5-4-1は、システム整備・保守・管理
業務にかかる費用の内訳を把握するため
のものであり、リースを想定している場合
は、実態に合わせた形の項目により記載
して頂いて結構です（但し、①内訳は可能
な範囲で具体的に記載すること、②5年毎
（5年間）の想定支出を記載することを前提
として下さい）。
  また、他の設備・備品についても同様で
す。

2 2 2 （3） 1） ②
③
④

　施設整備業務の中で、一部（水道加
入等）には記載がありますが、個別の
『その関連業務』とは具体的に何を示
すのか、ご指示願います。

  適用法令の確認作業や市との内容調整
等の事務的業務を想定しております。

3 3 2 （3） 5) 　「図書館等施設維持管理業務および
図書館運営業務にかかる光熱水費お
よび電話料金、インターネット使用に対
する費用は市が実績額を支払う。」とあ
りますが。インターネット使用に対する
費用とは、図書館からのホームベージ
公開での情報発信、利用者・職員によ
るインターネット使用、督促・レファレン
スなどの業務等で使用する通信接続費
用すべてを含むと理解しますがよろし
いでしょうか。
　接続のためのインターネットサービス
プロバイダの選定や回線品質の選定
は事業者の提案範囲と考えますが、選
定したインターネット接続回線の初期設
定関連費用及び回線接続料金（ＮＴＴ
回線料金を含む）は市が負担すること
で理解してよろしいでしょうか？

　ご質問の通りです。

4 3 2 （3） ※ 　インターネット使用に対する費用は市
が実績額を支払うとなっているが、これ
は（業務要求水準書）P23で示されてい
る「WAN側2.5メガ以上」を満たすISPを
ＳＰＣで選定し、当該費用が市負担にな
ると理解してよろしいですか

　ご質問の通りです。

5 3 2 （5） 1） ① 　設計・建設期間  平成14年（2002
年）。。。とありますが、設計・建設期間
は基本設計（今回提出設計図書）の見
直しを含めた期間と考えてよろしいで
しょうか。

　入札時に提出していただく設計図書の見
直しは、6月下旬の本契約から7月にかけ
て行っていただきます。

6 3 2 （5） 1） ① 　設計追加条件は何時提示される予定
ですか。ご教示願います。

　本件の事業者の選定は、総合評価一般
競争入札方式となりますので、制度上、原
則として設計に関する追加条件等は想定
しておりません。

7 4 2 （6） 　「事業方式等」によれば、事業期間終
了後に市へ図書館等施設を無償譲渡
することになっていますが、期間終了時
（又は直前）に更新した建物以外の備
品や什器も無償譲渡の対象となるので
しょうか？それとも、残存簿価などによ
る有償譲渡となるのでしょうか？

　事業期間中（平成16年10月～平成46年
10月）に更新したものは全て無償譲渡の
対象となります。

1 



Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
8 4 2 （7） 　債務負担行為は議会承認済みと思わ

れますので、債務負担行為設定額を開
示していただけないでしょうか？

　債務負担行為設定額は16,696百万円で
す。

9 4 3 （1） 　3-(1)：「入札参加者..」とありますが、
入札参加者＝応募者と解してよろしい
ですか。

　ご質問の通りです。

10 4 3 （1） 1） ① 　3-(1)-1）-①：地方自治法施行令第
167条の4の規定に該当するとは、どう
いう場合を言うのでしょうか。

   「一般競争入札の参加者の資格」を規定
するものであり、この規定に基づき参加資
格の制限を行います。詳しくは地方自治法
施行令をご覧下さい。

11 5 3 （1） 3） 　協力企業の基本的要件がありました
らご提示願います。

  協力企業に対し、特に参加資格に関する
基本的要件は設定しておりません。

12 5 3 （1） 3) ① 　様式2－1）「入札グループ参加表明
書」を拝見させて頂きましたが、代表者
印を押印するには、あまりにも行間、列
幅が狭いように思われますが、こちらで
行間、列幅を変更しても宜しいのでしょ
うか。それが不可能であるならば、どの
ように記入すれば良いのか具体的にご
教示下さい。

　行間、列幅については、適宜変更して下
さい。なお、修正版様式集の様式1-1に追
加しました注意書きをご参照下さい。

13 5 3 （1） 3） ① 　「グループで応募する場合は、グルー
プ構成員全者の代表者印を押印・・」と
ありますが、支店長・部長など通常の
商取引で使用して名前を代表者とする
捺印でよいのでしょうか？それとも法務
局登記の印が必要なのでしょうか？
（応募者によっては、登記印の捺印に
相当な時間を要することもあります。）
或いは、市の入札名簿登録上の代理
人を代表者とする印で構わないので
しょうか？

　代表者職名は、桑名市入札参加資格者
名簿に記載の代表者職名を記し、氏名欄
の印については、桑名市入札参加資格者
名簿に登録の印を押印して下さい。なお、
修正版様式集の様式1-1に追加しました
注意書きをご参照下さい。

14 5 3 （1） 3） ⑦ 　図書館運営業務を担う者は、構成員
／関心表明書を提示する協力企業／
協力企業に分類されますが、維持管理
業務を担う者は、構成員／協力企業に
のみ分類されます。図書館運営業務を
担う者のみ関心表明書を提示させる理
由をお示し下さい。また、図書館運営業
務を担う者は、複数のグループに関心
表明書を添えることは可能でしょうか？
お示し下さい。

  本件事業は、直接市民に対しサービスを
行う図書館運営業務について特に重視し
ていること、図書館運営業務を担える事業
者の数が限られていることから、入札説明
書に記載した条件を提示させて頂きまし
た。
  また、協力企業として複数のグループに
関心表明書を添えることは構いません。但
し、関心表明書を添えた場合は、事業者の
変更を認めません。

15 5 3 （1） 3） ⑦ 　図書館運営企業が協力企業となる場
合において、「関心表明書の提出を行
なった場合には、以降、応募者による
協力企業の追加・変更は認めない」と
ありますが、これは、例えば事業開始よ
り30年間事業者からの変更の申入れ
はできない、ということも含んでいるの
でしょうか。

  関心表明書の提出を行った場合、市が
合理的と認める理由がない限り、事業者
の変更・追加は認めません。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
16 5 3 （2） 1） 　「入札参加者は入札書類の提出を

もって、入札説明書・・・の記載内容を
承諾したものとする」とありますが、一
方で提案前の質疑や落札者との事業
契約前の協議によって、規定内容が変
更される可能性は排除されていないと
認識しています。公共側と民間側との
パートナーシップを基本とするＰＦＩの精
神に反すると思われますが、このような
規定を設ける理由はなんでしょうか？

  入札説明書及び別添資料は、実施方針
等に対する質問回答や意見招請の結果を
勘案し定めたものであり、総合評価一般競
争入札方式の制度上、市は入札後に提示
した入札条件を変更することはできませ
ん。従って、入札に際しては、提示した入
札条件を承諾したものとして参加して頂く
必要があります。ただし、契約書（案）につ
いては、仮契約までの間に文言の明確化
を行うことを想定しています。なお、入札説
明書及び別添資料に対する質問回答を
行った結果、提示した条件が変更された場
合は、変更後の条件を優先するものとしま
す。

17 6 3 （2） 3） 　「提出書類の扱い・著作権」によれば
「応募図書の・・公表・展示その他市が
必要と認めるときには、市はこれを使
用できるものとする」とあります。提案
者のノウハウ保護の観点から、市の使
用は提案者の承諾を得た上での公表・
展示に限定されるべきだと考えます
が、なぜ、このような規定を設けたので
しょうか？

  市はＰＦＩ法第8条に基づき審査結果の公
表を行う必要があり、応募図書の内容の
一部につき公表することが想定されるため
記載しております。なお、事業者のノウハ
ウに関する事柄については、提案者の承
諾を得た上で、公表・展示を行います。

18 6 3 （2） 9) ① 　①入札参加資格の確認基準日以降
入札日までに不渡手形または不渡り小
切手を出した入札参加者が行った入札
は「無効」とあるが、ここでいう入札参加
者とは代表企業を指すのか、あるいは
構成員のうち1社でも該当すれば無効
となるのか、御回答お願い致します。

  構成員のうち１社でも該当した場合は、
無効となります。

19 6 3 （2） 9） ① 　入札無効に関する事項」①によれば、
「不渡りを出した入札参加者が行った
入札は無効」とのことですが、ここでい
う入札参加者はグループの代表者を指
すのでしょうか、それとも構成員を指す
のでしょうか？

  ここでいう入札参加者は、グループの代
表者を含めた構成員全員を指します。

20 6 3 （2） 9） ① 　「入札参加資格の確認基準日以降入
札日までに不渡手形」とあるのは、手
形交換所取引停止処分の状態のこと
でしょうか。それとも第一回の不渡でも
失格でしょうか。
　形式不備等の処分対象とならない不
渡についてはいかがでしょうか。

　原則として、入札参加資格の確認基準日
以降に不渡りを出したり、「1号不渡り」に
相当することを想定しており、第1回の不渡
りで失格と致します。ただし、形式不備等
の処分対象とならない不渡りについては
対象としません。

21 7 3 （2） 10） 　「サービスの対価の総額の事前公表」
にある総額「14,313百万円」の市の算
定根拠を示さない理由はなんでしょう
か？また、この数字は30年間の総額で
しょうか、それともその総額の現在価値
でしょうか？現在価値の場合はその割
引率といつの時点まで割り引いた数字
でしょうか？

  サービス対価の総額は30年間総額（名
目値）であり、付属資料②「サービスの対
価の算定方法」の（１）-１）サービス対価の
構成に計上されている項目を含みます。な
お、物価変動、市への税収、消費税は見
込んでおりません。
  また、市の算定根拠は、入札参加者の自
由な発想を阻害するためお示しできませ
ん。

22 7 3 （2） 10） 　14,313百万円とされるサービス対価
の総額は、現在価値に換算された数値
ではないと理解してよろしいでしょう
か？

  サービス対価の総額は30年間総額（名
目値）であり、付属資料②「サービスの対
価の算定方法」の（１）-１）サービス対価の
構成に計上されている項目を含みます。な
お、物価変動、市への税収、消費税は見
込んでおりません。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
23 7 3 （2） 10） 　サービスの対価の総額14,313百万円

は、
・市の支払額の単純合計ですか、ある
いは税収等調整後の数字ですか。

・この数字の算定に当たっての前提条
件は、特定事業の選定で示された条件
と、基本的には変わっていないと考えて
よいでしょうか。

・14,313百万円が税収調整前の数字と
し、特定事業の評価においては、PFI事
業にLCCに税収等が考慮されているの
で　あれば、特定事業の選定での公表
数値である、市が自ら実施する　場合
の財政負担額（単純合計）16,600百万
円及び（割引後の）　財政削減率2.5%～
9.5%と今回の提示額は整合しないよう
に思えますがいかがでしょうか。

  サービス対価の総額は30年間総額（名
目値）であり、付属資料②「サービスの対
価の算定方法」の（１）-１）サービス対価の
構成に計上されている項目を含みます。な
お、物価変動、市への税収、消費税は見
込んでおりません。
  また、市の算定根拠は、入札参加者の自
由な発想を阻害するためお示しできませ
ん。

24 7 3 （2） 10） 　サービス対価の総額の参考値として
14,313百万円とありますが、これはシス
テム更新費、図書購入費、修理費を含
むものでしょうか。

  サービス対価の総額は30年間総額（名
目値）であり、付属資料②「サービスの対
価の算定方法」の（１）-１）サービス対価の
構成に計上されている項目を含みます。な
お、物価変動、市への税収、消費税は見
込んでおりません。

25 7 3 （2） 10) 　入札予定価格の目安となる価格
14,313百万円はPSCとしての試算です
か、それとも既にVFMを見込んだ価格
でしょうか？

  市の算定根拠は、入札参加者の自由な
発想を阻害するためお示しできません。

26 7 3 （2） 10） 　本入札説明書で示された「サービス
の対価の総額」14,313百万円と、「特定
事業の選定」（8/28公開P3）に示された
「市が自ら実施する場合の財政負担額
（単純合計額）」約16,600百万円の金額
の多寡についてご教示願います。
　両数値の間に約23億円の開きがあり
ますが、これは物価変動（毎年1％）と
市が事業者に支払う消費税負担額の
合計額が「特定事業の選定」時に加算
されているものと理解して宜しいでしょ
うか？
　もしくは実施方針で公表した「業務要
求水準書（案）」から本入札で公表した
「業務要求水準書」の間で要求水準の
変更があったのでしょうか？

  サービス対価の総額は30年間総額（名
目値）であり、付属資料②「サービスの対
価の算定方法」の（１）-１）サービス対価の
構成に計上されている項目を含みます。な
お、物価上昇、市への税収、消費税は見
込んでおりません。
  また、市の算定根拠は、入札参加者の自
由な発想を阻害するためお示しできませ
ん。

27 7 3 （2） 10） 　サービスの対価の総額　14,313百万
円は、ＰＳＣに対して何％のＶＦＭを達
成している金額でしょうか。
　また、このＰＳＣは、特定事業の選定
時に公表されたＰＳＣの金額と同額と考
えてよいのでしょうか。相違があればど
のような条件に変更があったのか教え
て下さい。

  サービス対価の総額は30年間総額（名
目値）であり、付属資料②「サービスの対
価の算定方法」の（１）-１）サービス対価の
構成に計上されている項目を含みます。な
お、物価上昇、市への税収、消費税は見
込んでおりません。
  なお、市の算定根拠は、入札参加者の自
由な発想を阻害するためお示しできませ
ん。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
28 7 3 （2） 10） 　サービス対価の内訳をご教示下さ

い。
  サービス対価の総額は30年間総額（名
目値）であり、付属資料②「サービスの対
価の算定方法」の（１）-１）サービス対価の
構成に計上されている項目を含みます。な
お、物価上昇、市への税収、消費税は見
込んでおりません。
  なお、市の算定根拠は、入札参加者の自
由な発想を阻害するためお示しできませ
ん。

29 9 3 （4） 3） 　参加表明書（様式1-2）の提出要件
は、グループ構成員の各業者を載せる
ことになっていますが、協力企業として
考えている業者は、基本的に協力会社
名簿（様式2-10-1）に名を連ねるだけ
でよろしいのでしょうか。
　それに関り、P.5の「応募者の構成等」
の⑦アの通りに、応募者の資格確認申
請時に、協力企業の名称を付記するこ
とを妨げないとありますが、この場合は
参加表明書上に代表者職名の捺印を
した上で、参加表明書上のどの入札参
加要件に協力企業と明記すればいい
のでしょうか。またその場合は、入札参
加名簿に登録されていることを証する
書類を添付する必要があるのでしょう
か。

  協力企業として考えている企業は、修正
版様式集の様式2-10-1に記載して下さい
（関心表明書は必要に応じ提出して下さ
い）。
  なお、応募者の資格確認申請時に協力
企業として名称を記載する場合は、修正版
様式集の様式1-2のグループ構成員表の
番号欄に、番号ではなく「協力企業」と記載
して下さい。また、関心表明書の提出を行
う場合は、氏名の欄に押印して下さい（関
心表明書の提出を行わない場合は結構で
す）。なお、協力企業については、桑名市
の入札参加名簿に登録されていることを
証する書類の添付は不要です。

30 10 3 （4） 6） ア 　「市が設定する予定価格の範囲内の
入札価格を提案した入札参加者のみ、
その後の落札者選定の対象となる。」と
ありますが、ここでいう「市が設定する
予定価格」とは、7ページ記載の14,313
百万円との理解でよろしいでしょうか。

　予定価格そのものにつきましては桑名市
契約規則に基づきまして公表はいたしま
せん。なお、入札説明書に記載されていま
す14,313百万円は、あくまで入札予定価格
の目安としてサービス対価の総額を公表し
ています。

31 12 4 （3） 　審査の過程においてヒアリング等を実
施する場合があるとされますが、どのよ
うな形態、内容を想定しておられます
か？ヒアリングが行われるとするといつ
頃になるでしょうか？

  ヒアリングの実施の有無については未定
です。

32 12 4 （3） 　ヒアリング等を実施する場合、その持
ち込み資料の制限はございますか。審
査の平等性と応募者への過剰な負担
を避けるために提出資料に限ると考え
てよろしいでしょうか。

  ヒアリングの実施の有無については未定
です。

33 12 4 （6） ② 　審査結果について、各項目における
配点結果は、応募者に公開していただ
けるのでしょうか？

　PFI法第8条に基づき、審査結果を公表し
ますが、具体的な公表内容については未
定です。

34 13 5 （1） 1） ① 　平成16年7月31日までに工事を完成
させ、8月1日に市に図書館等施設及び
外構工事部分を引き渡すこととされて
いますが、この期日以前に施設等を引
き渡し、事業を開始することは可能です
か。また、早期供与を可能とした提案を
行った場合、提案の評価に反映される
でしょうか。

　引渡日は事業期間のスケジュールに従
い、平成16年8月1日と考えており、早期完
成による評価は考えておりません。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
35 13 5 （1） 3） 　ｐ.14　（3）土地の使用等によれば、事

業者は使用借権を有するが、地上権等
の設定・登記はできないとあります。こ
れに対し、ここでは事前に市の承諾を
得て敷地利用権について抵当権、質権
その他の担保権、制限物権を設定する
ことができることとなっております。事業
者が敷地利用権（使用貸借契約）に質
権その他の制限物権を設定することは
可能と考えてよろしいですか。

  ご質問の通りで、事前に市の承諾を得れ
ば、一定の担保件設定については可能で
す。

36 13 5 （1） 4） 　「日本政策投資銀行からの低利融資
の活用については事業者の判断で行う
こと」とあります。提案の前提を揃えな
ければ審査の公正さを担保できないと
考えます。無利子資金と同様に低利融
資についても、提案段階では適用を見
込まないことを前提とすべきだと考えま
すが、この規定を設けた理由はなんで
しょうか？

   日本政策投資銀行は、事業者が選定さ
れる前に特定の事業者に対する融資コミッ
トは行いませんが、事業者が選定された
後に、その事業者から要望があった場合、
融資の検討に取組むとの参加関心表明が
なされているためです。

37 13 5 （1） 4） 　この制度は日本政策投資銀行のコー
ポレートファインナンス向け制度と理解
しております。ということは、日本政策
銀行はプロジェクトファインナンスには
どのような対応をとられるのかご教示く
ださい。またその時のレートはどのよう
に考えたらよろしいでしょうか。

  日本政策投資銀行の「民間資金活用型
社会資本整備融資」は、主にプロジェクト
ファイナンスによる場合を想定しておりま
す。金利についてはプロジェクトリスク等を
個別に勘案した政策優遇金利となります。
詳しくは日本政策投資銀行にお問い合わ
せ下さい。

38 13 5 （1） 4） 　日本政策投資銀行の低利融資に関し
て、各グループが提案前に銀行と交渉
し、コミットメントをいただくことが可能だ
とすれば、銀行の審査判断が資金コス
トの優劣に影響を与えることになりま
す。またもしコミットメントはもらえないと
すると、活用するかどうかの判断には、
大きなリスクを伴います。公的な低利融
資の活用は見込まない前提での提案と
すべきではないでしょうか。

   日本政策投資銀行は、事業者が選定さ
れる前に特定の事業者に対する融資コミッ
トは行いませんが、事業者が選定された
後に、その事業者から要望があった場合、
融資の検討に取組むとの参加関心表明が
なされています。

39 14 5 （2） 3） 　サービス対価の支払いは全額現金と
考えてよろしいでしょうか。

  サービス対価の支払については、この施
設の担当部署から口座振替で支払ます。

40 14 5 （2） 3） 　初回支払日である平成17年4月に
は、準備期間（平成16年8、9月）の費用
と１年目（平成16年10月～平成17年3
月）の費用の合計が支払われるという
理解でよろしいでしょうか。

　準備期間に対するサービスの対価は、
初回支払日である平成17年4月30日に、
平成16年10月～平成17年3月のサービス
の対価と合わせてお支払いたします。

41 14 5 （3） 　事業予定地を、「市が開発公社より購
入する」のは具体的には、平成14年度
中のどの時点ですか。
　万一、購入が遅れることによるSPC側
の金利負担増などのリスクは、用地取
得リスクとして市が負担するものと解釈
して宜しいでしょうか。

　前段については、本契約締結前までに、
市は桑名市土地開発公社より事業予定地
を購入致します。
　後段については、ご質問の通りです。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
42 14 5 （4） 　市の承諾のある場合を除き事業契約

上の地位及び権利義務の譲渡・担保
提供その他処分ができないとあること
から、市の承諾があればこれは可能だ
と理解できますが、何をもって市の承諾
と考えたらよいのでしょうか？（契約書
案には書面による承諾とありますが）

  事前に市に相談していただき、合理的な
理由であれば市は書面にて承諾致しま
す。

43 15 5 （5） 　「グループ構成員全社の出資は要し
ない。」また、「グループ代表者は必ず
特別目的会社（SPC）へ出資を行うもの
とする。」とありますが、特別目的会社
への出資は、グループ構成員全者が出
資する必要は無いと理解してよろしい
ですか。（例えば、グループ構成員の内
グループ代表者1者が100％出資する
特別目的会社を設立する。）

  ご質問の通りです。

44 15 5 （6） 　入札説明書によれば契約保証金の
金額は契約金額の1/10と表示している
が、契約書(案)によれば落札金額（入
札価格にその価格の100分の5に相当
する額を加算した金額）の100分の10と
なっている。入札説明書18ﾍﾟｰｼﾞの入札
価格と契約金額によれば入札価格と契
約金額は、維持管理・運営期間30年全
てを含むか、初年度のみ含むか大きな
違いがある。どちらが正しいのか御回
答をお願い致します。

  契約金額は、本件工事費等及びこれに
かかる支払利息に、30年間の維持管理及
び運営業務、図書等購入業務、システム
整備・保守・管理業務、市への図書館等複
合公共施設移転業務にかかる費用を加え
たものとなります。

45 16 5 （7） ③ 　図書館に係るインターネット使用に対
する費用は、市が負担するとされてい
ます。従って、インターネット使用に対
する費用の多寡は評価の対象とはなら
ないと理解してよろしいでしょうか？

　ご質問の通りです。

46 16 6 （1） 1） ① 　開発許可の申請を行うとありますが、
現計画では必要がないと思われますが
いかがでしょうか。

 　事業者の提案の内容により、開発行為
に該当する土地形状の変更を行なう場合
には開発許可の申請を要するものと考え
ます。（実施方針等に関する質問回答集
No.17を参照下さい）

47 16 6 （1） 1） ② 　「事業者は・・工事監理者を設置」とあ
りますが、建築企業が設計企業を兼ね
る場合、建築企業と工事監理者が同じ
になる可能性がありますが、市はその
ことを認めるのでしょうか？

　設計部門の建築士を監理者とする場合
は認めます。

48 17 6 （1） 2） 　「モニタリングの際、事業者側に発生
する費用を除き、市の負担とする。」と
記載されておりますが、事業者側に発
生する費用とは、どのような内容、金額
を想定されているのでしょうか。

  事業者側の負担内容は、 日常モニタリン
グにおける業務日誌の作成や定期モニタ
リングにおける独立採算部分の業務報告
書の作成に要する費用（人件費、コピー代
等）、日常モニタリングの項目及び方法の
検討に要する事業者側の弁護士費用等で
す。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
49 17 6 （1） 2） 　モニタリング費用は、「事業者側に発

生する費用を除き、市の負担」とありま
すが、業務日誌、独立採算部分の業務
報告書の作成提出以外の、市の要望
による新たに発生した費用について
は、市の負担と考えて宜しいでしょう
か。

  事業者側の負担内容は、 日常モニタリン
グにおける業務日誌の作成や定期モニタ
リングにおける独立採算部分の業務報告
書の作成に要する費用（人件費、コピー代
等）、日常モニタリングの項目及び方法の
検討に要する事業者側の弁護士費用等で
す。
  上記の通り付属資料③に記載したモニタ
リングを実施するために必要な業務は事
業者側の負担としますが、付属資料③に
記載していないモニタリングを市が実施す
る場合は、市の負担と致します。

50 17 6 （2） 　「グループ代表者である構成員と建設
会社である構成員は同一企業でも可能
とする」との規定がありますが、これに
よりますと、構成員のうち建設会社以外
の者（例えば維持管理会社等）は代表
者になれないと解されます。建設会社
以外の構成員がグループ代表者となる
ことを排除するのは何故でしょうか？

  P.17（2）にて「グループ代表者である構成
員と建設会社である構成員は同一企業で
も可能とする」と規定しているのは、P.4に
て入札参加者が備えるべき資格として、
２）建設工事に関する事項の規定があり、
グループ構成員に建設会社を含めること
を条件としているため、建設会社について
記載したものであります（建設会社が単体
で参画する意向がある場合、別途、グルー
プ代表者として他の企業を加える必要が
ない旨を明確にしたものです）。
  建設会社以外の構成員でもグループ代
表者になることは可能です。

51 17 6 （3） ② 　事業期間中の事業者と市の関わりに
ついて、「建設会社等及び図書館運営
会社との間で直接連絡調整を行なう場
合がある」とありますが、具体的にはど
のような場合を想定していらっしゃいま
すか。また、その場合、市よりＳＰＣ側に
も報告されるものと考えて宜しいでしょ
うか。
　これは、維持管理業務を行なう業者
にもあてはまることでしょうか。

  原則として市はSPCに対して連絡等を行
いますが、図書館運営業務については、
市と事業者の業務が密接に関係している
ため、業務計画書の作成に際し、業務内
容の詳細など両者の間で直接連絡調整を
行う場合があります。連絡調整を行った内
容については、SPCに報告します。
  一方、維持管理業務については、事業者
の業務として独立性が強いため、直接連
絡調整を行うことは想定していません。

52 17 6 （3） ② 　事業期間中の事業者と市の関わりの
②項で､｢必要に応じて県と建設会社等
の間で直接連絡調整を行う場合があ
る｡」とありますが､主にどのような場合
を想定されているのでしょうか｡

  原則として市はSPCに対して連絡等を行
いますが、設計図書の解釈等の専門的事
項や緊急的に対応すべき事項などについ
ては、必要に応じて市と建設会社等の間
で直接連絡調整を行う場合があります。な
お、連絡調整を行った内容については、
SPCに報告します。

53 17 6 （3） ③ 　3）事業期間中の事業者と市の関わり
③の意味は、金融機関と市が直接契約
を締結するものと理解しても宜しいです
か。

  ご質問の通りです。

54 18 7 （1） ① 　「事業契約に基づき契約手続を行な
う」との記載がありますが、これは、「落
札者が桑名市と契約に関する協議を終
えたのちにまとめられる契約書」のこと
であり、配布資料の契約書（案）のこと
ではないものと考えて宜しいでしょう
か。

  総合評価一般競争入札方式の制度上、
市と事業者は、提示した契約書（案）の内
容で契約を締結します。
  但し、条件の変更は行いませんが、仮契
約（5月下旬を予定）までの間に、表現を明
確化するため市と落札者の間で協議を行
い、その結果を反映した形で契約を締結し
ます。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
55 18 7 （2） ② 　仮契約の対象者をSPCとしています

が、スケジュール上仮契約の対象者を
SPCとすることは、その設立のための
手続きを考えると事業者に多大な負担
を掛けることになると考えます。なぜ、
代表企業などとの仮契約を認めないの
でしょうか？

　仮契約から本契約への移行は議会の議
決をもって行うこととし、その他の契約行為
は予定しておりません。また、仮契約を代
表企業と締結しても、SPCとの本契約締結
は担保されません。

56 18 7 （1） ③ 　本契約締結以降、本事業に関して事
業期間中に議会の承認・議決が必要な
事項がありましたらご教示ください。

  事業期間中における議会の承認・議決
が必要な事項は、原則として想定しており
ません。

57 18 7 （3） ② 　契約金額について記載されています
が、その中に以下の項目を含めても良
いと考えて宜しいのでしょうか。建中金
利・融資組成手数料・建設などに関わ
る税金・そのほか、建設に関する初期
投資と認められる費用・SPC設立に関
わる費用

  契約金額に含めて頂いて結構です。

58 18 7 （3） ② 　契約金額には消費税を含むことか
ら、契約金額は入札価格に1.05を乗じ
た金額という理解でよろしいでしょうか。
　その場合、入札価格には非課税項目
も含まれると考えられますが、これらの
非課税項目についても1.05を乗じた金
額を支払って頂けるという理解でよろし
いでしょうか。

　ご質問の通りです。

59 19 7 （3） ② 　（1） この場合の「初年度」とは、① 平
成16年10月～平成17年3月② 平成16
年10月～平成17年9月③ 平成16年4月
～平成17年3月のいずれでしょうか。
　（2） ①、②の場合では、準備期間とさ
れている平成16年8・9月の維持管理
料、運営業務費、図書購入費、システ
ム整備保守管理費はどのように処理す
ればよいのでしょうか。例えば、「0年
度」を設定し、ここに計上する等。また、
③の場合は初年度に計上することでよ
ろしいのでしょうか。

  前段について、①平成16年10月～平成
17年3月です。
  後段について、修正版様式集の様式4-
3-1～4-3-7では「準備期間」と記載してお
りますが、「0年度」と設定して頂いても構
いません。

60 19 8 （1） 　各提案提出書及び設計図書を、白黒
ではなくカラーで作成することは可能で
すか。

　入札説明書において着彩を認めている
設計図書以外に関しては、提案書は原則
白黒にて提出頂きます。但し、設計・建設・
備品等整備業務提案書（様式3-1）におい
て、業務計画説明書（様式3-2）、設計説明
書（様式3-4-1～4）については、着彩及び
図の挿入を認めます。

61 20 8 （1） 3） 　「提案書類」の設計関連提案の内容
を拝見しますと、これだけの設計に関
する提案を求めながら、落札しなかった
場合の提案費用の負担を事業者側と
することは、事業者に多大な負担を強
いるものであると考えます。市は提案
段階での設計に関する提案費用をいく
ら程度と見積もったのでしょうか？ま
た、その金額を事業者が負担できると
認識した根拠はなんでしょうか？

  ご意見として承ります。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
62 19 8 （1） 3） ④ 　提出書類は、種類毎に表紙をつけて1

分冊とするとありますが、④有価証券
報告書等については、予め様式が与え
られていません。表紙は自由に作成し
て構わないでしょうか？

  表紙は自由に作成して頂いて結構です。
但し、提案受付番号は記載して下さい。

63 20 8 （1） 3） ④ 　「代替信用補完措置への対応（必要
な場合のみ提出）」と記載されています
が、落札者決定基準においては、どの
ような信用補完措置が提出された場合
に業務遂行能力に不安なしと評価され
るのかについて記載されておりませ
ん。平等な条件での入札が実施される
ようご説明をお願いします。

  代替信用補完措置については、落札者
決定基準P.4（３）事業遂行能力の確認に
記載の評価基準を満たしている会社が、
同評価基準を満たしていない会社の担う
本件事業における債務を保証する保証書
（様式自由）等の提出をすることで、対応
がなされるものといたします。

64 20
23
8 （1）
（2）
3）
5）

⑥ 　設計図書の提出部数について、p.20
では25部、p.23では30部とありますが、
何部提出すればよいのでしょうか？

  P.23の30部は25部に訂正致します。修正
箇所正誤表（平成13年12月14日修正）
Ⅰ．入札説明書をご参照下さい。

65 20
23
8 （1）
（2）
3）
5）

⑥ 　p.20においては設計図書は25部提
出、p.23では30部提出とありますが、ど
ちらが正しいのでしょうか。

  P.23の30部は25部に訂正致します。修正
箇所正誤表（平成13年12月14日修正）
Ⅰ．入札説明書をご参照下さい。

66 20
23
8 （1）
（2）
3）
5）

⑥ 　設計図書の提出部数に相違がありま
す。P20では25部、Ｐ23では30部、どち
らが正かご教示下さい。

  P.23の30部は25部に訂正致します。修正
箇所正誤表（平成13年12月14日修正）
Ⅰ．入札説明書をご参照下さい。

67 20
23
8 （1）
（2）
3）
5）

⑥ 　提出部数が、P．20には25部、P23  5)
設計図書には30部と記載されています
が、どちらが正でしょうか。

  P.23の30部は25部に訂正致します。修正
箇所正誤表（平成13年12月14日修正）
Ⅰ．入札説明書をご参照下さい。

68 21 8 （2） 　フロッピーディスクに保存して提出す
る資料について質問いたします。

①　様式2-6-3（図書購入費）は、
EXCELファイルが用意されています
が、フロッピーディスクに保存して提出
する必要がないと理解してよろしいで
しょうか？

②　様式2-3（費用等積算表）と様式3-
8（建設工事費積算表）、様式4-3-8（維
持管理費見積書（全体））について、
EXCELのファイルが用意されていませ
んが、様式集に則って作成してよいと
理解してよろしいでしょうか？

③　様式5-4-2（システム業務費用見積
書②更新時の対応）は、EXCELでフロッ
ピーディスクに保存して提出する必要
がないと理解してよろしいでしょうか？

  ①については、EXCELファイルに記入し
たものを、プロッピーディスクによる提出の
指定のある他の様式と一緒に、1つのファ
イルにまとめてフロッピーディスクに保存
し、提出して下さい。
  ②については、本質問回答集と一緒に、
修正版様式集及び修正版様式ファイル提
出用の双方の様式2-3、様式3-8をご参照
下さい。様式4-3-8はフロッピーディスクに
保存・提出する必要はありません。
  ③ご質問の通りです。

69 21 8 （2） 1） ① 　入札提出書類に会社名を付さないと
あるが、様式2-2-1事業スキーム、2-
2-2各構成員の役割、2-4-1資金計画
表にも実名は公表せず、入札参加資格
確認通知書に記載の番号を記載する
のでしょうか。

  修正版様式集の様式2-2-1事業スキー
ム、様式2-2-2各構成員の役割、様式2-
4-1資金計画表は実名をご記入下さい。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
70 21 8 （2） 1） ③ 　フロッピーディスクで提出する書類

は、書類毎に1つのファイルを作成する
のでしょうか？それとも1つのファイルに
シートを分けて保存するのでしょうか？
また、計算式や関数を使ったファイルを
提出してもよいのでしょうか？

  1つのファイルにシートを分けて保存し提
出して下さい。また、計算式や関数を使用
したものでお願い致します。

71 21 8 （2） 2） 　入札書に記載する「サービス対価の
総額」には、システム更新費、図書購入
費も含まれるのでしょうか。

  サービス対価の総額は30年間総額（名
目値）であり、付属資料②「サービスの対
価の算定方法」の（１）-１）サービス対価の
構成に計上されている項目を含みます。な
お、物価上昇、市への税収、消費税は見
込んでおりません。

72 21 8 （2） 2) 　(1) TSR6ヶ月LIBORは6ヶ月Tiborの誤
りでしょうか。
　(2) 基準金利1.405％は6ヶ月Tibor
ベース10年(円－円)金利スワップレート
(期限一括返済ベース)のレートと思わ
れます。一方、実際は桑名市の支払に
より、毎年の建設代金は減少していき
ますから（円－円）金利スワップレート
（期限一括返済ベース）とはベースが合
致しないように思われます。しかし、こ
の基準金利ベース（6ヶ月Tiborベース
10年（円－円）金利スワップレート（期
限一括返済ベース）で算定するという理
解でよろしいでしょうか。

  前段については、TSR（TOKYO SWAP
REFERENCE RATE）6ヶ月LIBORベースで
す。
  後段については、ご指摘の通り、基準金
利は一括償還を前提としたレートですが、
算定にあたっては、これにご提案頂くスプ
レッドを加え、入札説明書記載の通り計算
して下さい。

73 21 8 （2） 2) 　提案したスプレッドは、トータルスプ
レッドのみでよろしいでしょうか。つまり
資金調達の際のコストレートに含まれ
るスプレッドと、自らが上乗せしたスプ
レッドの内訳は記入不要でしょうか。

  修正版様式集の様式2-6-2の算出根拠
の（例）の通り、内訳も記入して下さい。

74 21 8 （2） 3） 　3）事業資金提案書とありますが、事
業計画提案書と理解してよろしいでしょ
うか？

  「事業資金提案書」を「事業計画提案書」
に訂正致します。修正箇所正誤表（平成13
年12月14日修正)　Ⅰ．入札説明書　をご
参照下さい。

75 21 8 （2） 3） 　3.5インチフロッピーディスクで提出す
るデータは、計算式を入れたものか、
数値だけのものでしょうか。

  関数・計算式を入れたものでお願いしま
す。

76 22 8 （2） 3） ⑥ ○ 様式4-5-7の維持管理費見積書（全
体）の売上高及び売上原価…は○様
式4-3-8の維持管理費見積書（全体）
の売上高及び売上原価…の誤植でしょ
うか。

  この箇所は削除致しました。詳しくは、修
正箇所正誤表(平成13年12月14日修正)
Ⅰ．入札説明書　をご参照下さい。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
77

付②

22

33

8

（1）

（2）

3）

3）

○図書等購
入費

⑥
⑦
　p.22には図書等購入費は、初期購入
分350百万円、定常購入分Ⅰ1.5百万円
／年、定常購入分Ⅱ20百万円／年を
前提として積算するとありますが、p.33
には図書購入費は実費が支払われる
とされています。これによると、事業者
が前提額よりも安く購入する努力をして
もそれに対するボーナスはなく、却って
前提額を下回る金額で図書を購入する
と長期収支計画に影響が及ぶと理解し
ますが、いかがでしょうか？

  図書等購入費は入札説明書に記載の額
が上限ではなく、これが市からの支払い額
（定常購入分Ⅰ1.5百万円/年、定常購入
分Ⅱ20百万円/年、但し消費税を含まな
い。）となります。
  実際の図書等の購入に際しては、この金
額に合わせて、納入価格ベース（定価、但
し貸出可能な状態で納入）で図書等（新
聞・雑誌の購入目安は新聞が15紙、雑誌
が約100誌、図書等は年間約1万点を目
標）の費用を積算するため、事業者が納入
可能な状態にすることを含め、定価よりも
安く購入する努力を行った場合は、差額が
事業者の利益となります。

78

付②

22

38

8

（3）

（2）

4）

3）

◆改定方法

⑦ 　p.22に長期収支計画表について、図
書館の運営費用は、利用者数を12.5万
人として計算するとありますが、p.38に
は、実際の利用者数に応じて毎年度
サービス対価が改定されることになって
います。したがって、利用者数が12.5万
人を大きく下回った場合、長期収支計
画に影響が及びSPCの経営が悪化す
ることも起こり得ると考えられますが、こ
のリスクは、市に負担していただけるも
のと、また、このリスクをモニタリング項
目設定において考慮していただけるも
のと理解してよろしいでしょうか？

  利用者数増減リスクはリスク分担表の通
り、市と事業者の双方で分担することとし
ております。具体的には、P.38に記載の通
り市は利用者数10.5万人までの費用を最
低保証する一方で（例えば利用者が8万人
でも10.5万人として計算します）、利用者数
17.5万人以上となった場合の超過分の費
用は事業者に負担して頂くことになりま
す。

79 22 8 （2） 3） ⑦
⑧
⑨

　長期収支計画表、キャッシュフロー計
算書、30年間償還表について、A3横書
きとありますが、A3横長で作成すれば
よいと理解してよろしいでしょうか？　ま
た、枚数は数枚にわたってもよろしいで
しょうか？

  前段については、ご質問の通りです。
  後段については、枚数は数枚にわたって
も結構です。

80 22 8 （2） 3） ⑦ 　p.22に長期収支計画表について、図
書館の運営費用は、利用者数を12.5万
人として計算するとありますが、図書館
関連資料によると平成12年度の利用者
数は68,305人となっています。現状を大
幅に上回る12.5万人と設定された根拠
は何ですか？

  ①平成12年度の利用者数68,305人は、
図書等を貸借した者のみを計上しているこ
と、②蔵書及び施設規模が大幅に増大す
ること、③サービス内容が増えることから、
大幅な利用者数の増加につながるものと
想定したためです。

81 22 8 （2） 3） ⑦ ○ 維持管理料は様式4-3-8で積算した
金額との整合を図る。
○ 運営費用は様式5-3-1で積算した利
用者1人あたり単価を用い、利用者12.5
万人（30年間固定）として計算する。
○ 図書等購入費は様式2-6-3で積算
した金額との整合性を図る。
○ システム運営費は様式5-4-1で積算
した金額との整合を図る。

とありますが、それぞれ市の支払額（事
業者収入）と整合を図るということと解
釈してよろしいですか。
（事業者の各年度の費用は上記様式に
は示されていないため）

  ご質問の通りです。

82 22 8 (2) 3） ⑦ 　運営費用算出の前提条件として、「利
用者数12.5万人（30年固定）とのことで
すが、入札者側の考えにより想定利用
者数を増減させて提案することは可能
ですか。

  入札価格は12.5万人（30年固定）で計算
して下さい。なお、想定利用者数の提案
は、様式5-3-2においてお願い致します。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
83 23 8 （2） 4） 　提案書に着彩を行ってもの構わない

でしょうか。
　設計・建設・備品等整備業務提案書は原
則として白黒にて提出頂きます。但し、設
計・建設・備品等整備業務提案書（様式3-
1）において、業務計画説明書（様式3-2）、
設計説明書（様式3-4-1～4）については、
着彩及び図の挿入を認めます。

84 23 8 （2） 4) 　各様式を用いるにあたり、当該様式
の着色、様式中の説明に図、着彩等の
使用はかまわないでしょうか？

　設計・建設・備品等整備業務提案書は原
則として白黒にて提出頂きます。但し、設
計・建設・備品等整備業務提案書（様式3-
1）において、業務計画説明書（様式3-2）、
設計説明書（様式3-4-1～５）については、
着彩及び図の挿入を認めます。

85 23 8 （2） 4） 　設計説明書等の着彩は可能でしょう
か。

　設計・建設・備品等整備業務提案書は原
則として白黒にて提出頂きます。但し、設
計・建設・備品等整備業務提案書（様式3-
1）において、業務計画説明書（様式3-2）、
設計説明書（様式3-4-1～５）については、
着彩及び図の挿入を認めます。

86 23 8 （2） 5） 　提案設計図書表紙の書式及び記載
内容をご教示下さい。

  表紙は自由に作成して頂いて結構です。
但し、提案受付番号は記載して下さい。ま
た、会社の特定できるマーク等の表示は
付さないで下さい。

87 23 8 （2） 5） 　外観透視図及び内観透視図のA2版
提出枚数の制限はございますか、ご教
示下さい。

　外観透視図をA2版で１枚、内観透視図
（数ヶ所全てをおさめたもの）をA2版１枚と
します。

88 24 8 （2） 5） 　設計図書①、⑧、⑨のほかはすべて
白黒に限定すると考えてよろしいでしょ
うか。

  ご質問の通りです。

89 23 8 （2） 5) 　①、⑧、⑨以外の着彩はかまわない
でしょうか？

　着彩を認めている①、⑧、⑨以外の設計
図書は、全て白黒にて御提出下さい。

90 23 8 （2） 5）  ②配置図、③各階平面図、④立面図、
⑤断面図、⑥設備計画、構造計画、防
災計画、⑦日影図には着彩不可（白黒
提出）なのでしょうか。

　着彩を認めている①、⑧、⑨以外の設計
図書は、全て白黒にて御提出下さい。

91 23 8 （2） 5） ① 　設計主旨」の提出枚数は「デザインコ
ンセプト」にて１枚、「配置・施設設計と、
運営業務及び維持管理業務との連携」
にて１枚、合計２枚と考えてよろしいで
しょうか。

　ご質問の通りです。

92 23 8 （2） 5） ② 　5）設計図書　②配置図はアプローチ
矢印等は表現してよろしいでしょうか。

　結構です。

13 



Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
93 23 8 （2） 5） ② 　5）設計図書　②立面図は窓開口等の

表現はグレーで表現してよろしいでしょ
うか。

　白黒表現の範囲であれば、ディテール表
現は提案者によるものです。但し、着彩は
認めません。

94 24 8 （2） 5） ⑦ 　提出図書の「日影図」とは建築基準法
第56条の2に定められる日影図のうち
の「時刻日影図」及び「等時間日影図」
を指すと考えてよろしいですか。

　ご質問の通りです。

95 24 8 （2） 5） ⑧ 　⑧外観透視図は１ヶ所をＡ2版1枚以
内におさめると考えてよろしいでしょう
か。

　ご質問の通りです。

96 24 8 （2） 5） ⑨ 　⑨内観透視図は数ヶ所をＡ2版1枚以
内におさめると考えてよろしいでしょう
か。

　ご質問の通りです。

97 24 8 （2） 7） ② 　入札説明書には図書館運営業務に
関して、SPC手数料に関する記述があ
りませんが、維持管理料やシステム業
務と同様に、提案書には様式に従って
SPC手数料を含めて記入するという理
解で宜しいでしょうか。

  図書運営業務のSPC手数料は様式5-3-
1にて記載して下さい。様式5-3-1の見積
書（利用者1人あたり単価）をもとに様式5-
3-2の運営費を計算（利用者1人あたり単
価×想定利用者数に対応した計算基礎利
用者数）するので、維持管理業務費用（様
式4-3-1）やシステム業務費用（様式5-4-
1）のように30年見積書に更にSPC手数料
を記載して頂く必要はありません。

98 25 8 （2） 7） ② 　様式5-3-2（30年見積書）には、利用
者数を予測して運営費を計上するとあ
りますが、これは長期収支計画には反
映されません。これを求める理由は何
ですか？

  様式5-3-2の想定利用者数の記載につ
いては、事業者が様式5-2で提案して頂く
内容をもってどの程度の利用者数を見込
むか、業務提案内容を総合的に把握する
ためです。
  

99 25 8 （2） 7） ② ○ 利用者1人あたりの単価は、長期収
支計画表の運営業務費の前提となる
値とする。

とありますが、この場合の運営業務費
とは、利用者1人あたり単価がSPC手数
料を含んでいることから、長期収支計
画表の支出欄に項目のある運営業務
費ではなく、サービスの対価収入の一
部を構成する運営業務収入の前提とな
る値と考えますが、この解釈でよろしい
でしょうか。

　ご質問の通りです。

100 25 8 （2） 7） ③ 　様式5-4の記載項目で、作業内容に
対応し、人件費、外注費、設備費、用度
品費、その他と分けて見積するとのこと
であるが、各々どのような費用としてお
考えでいらっしゃいますか？例えば、
（ソフトパッケージ費はその他、カスタマ
イズ費はその他、データ移行費はSPC
手数料、初期（ハード・ソフト）設定費は
人件費、導入時研修費は人件費、ネッ
トワーク工事費は設備費でよろしいの
でしょうか？）

  各費用に示す基本的な内容は以下の通
りです。なお、提示している費目は例示で
あり、提案内容に応じで項目を調整して頂
いて構いません。
・人件費：一般的には給料、賃金、諸手
当、賞与、退職金の直接現金で支払うもの
の他、通勤費、法定福利費なども含まれま
す。
・外注費：他の事業者へ業務を委託したこ
とにより発生する費用。
・設備費：長期間繰り返し使用するもの（機
械など）
・用度品費：必要な事務用品等の費用。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
101 25 8 （2） 7） ③ 　③ｼｽﾃﾑ業務費用見積書：「30年間に

わたる費用の見積について、5年毎の
更新を踏まえ実態に即した内容を計上
する」とありますが、これは「ｻｰﾋﾞｽ対価
の算定方法（付属資料②）」34ページの
説明にある、「当該業務にかかる提案
価格（初年度購入価格であり、更新ま
での5年間分の価格）」を実態に即して
算定し、6年目以降も同一価格として計
上すると解してよろしいですか。

　ご質問の通りです。

102 25 9 ③ 　日本政策投資銀行の低利融資が可
能（50％以下）とありますが、①融資金
利は年率何％で融資を受けられます
か。②融資を受ける場合の条件は何か
ありますか。

  金利についてはプロジェクトリスク等を個
別に勘案した政策優遇金利となります。詳
しくは日本政策投資銀行にお問い合わせ
下さい。また融資を受ける場合の条件につ
いても同様に、日本政策投資銀行にお問
い合わせ下さい。

103 付① 29 3 　「PFIの契約議決が得られない場合」
の「市及び事業者が本件事業の準備に
関して支出した費用の負担」は、市と事
業者の両方に○が付されていますが、
SPC設立費用（登録免許税等登記費用
等）についても事業者の負担となるの
でしょうか。また、市が負担していたアド
バイザー等の費用を応募者に負担させ
ることもあるのでしょうか？

  ＰＦＩの契約議決までに市及び事業者が
各自負担した費用は、原則各々で負担す
るものと考えます。

104 付① 29 3 　政治・行政リスクで負担者が官民双
方になっていますが、これはPFIの契約
議決が得られなかった場合で、事業が
不成立に終わった場合、それまでに負
担した費用については、官民それぞれ
各自の分は負担すると解釈すればよろ
しいですか。

  ＰＦＩの契約議決までに市及び事業者が
各自負担した費用は、原則各々で負担す
るものと考えます。

105 付① 29 3 　PFIの契約議決が得られない場合に、
事業者が事業の準備に関して支出した
費用の負担をするとの規定は、明らか
に合理性に欠いていると考えます。こ
のリスク分担の根拠はなんでしょうか？

　行政実例では議会の議決が得られな
かった場合でも、市は責任を負わないの
が一般的で、市及び事業者が本件事業の
準備に関して支出した費用については、そ
れぞれが負担するものとしているところか
ら、事業者側もリスク負担することとしまし
た。

106 付① 29 3 　新たに事業者による負担（○印）が付
されましたが、今回の入札説明書公表
以前に示された市の見解「事業者の市
に対する損害賠償請求は妨げない」は
そのままいきていると了解して宜しいで
しょうか。

　事業者が本件事業の準備に関して支出
した費用は、事業者の負担とします。

107 付① 29 3 　ＰＦＩの契約議決が得られない場合の
リスクについて、実施方針段階では
「市」のみに○がありましたが、今回は
「事業者」側にも○が付されている具体
的な理由をお聞かせ下さい。
　事業者側に帰する責がない場合は、
市のリスクであると解釈して宜しいで
しょうか。

　行政実例では議会の議決が得られな
かった場合でも、市は責任を負わないの
が一般的で、市及び事業者が本件事業の
準備に関して支出した費用については、そ
れぞれが負担するものとしているところか
ら、事業者側もリスク負担することとしまし
た。

108 付① 29 4
5

　本件事業にのみ変更を及ぼす制度・
許認可の新設・変更に関するものは市
のリスクで、それ以外全般的なものは
事業者のリスク負担という解釈で宜し
いですか。

　契約書（案）　P．45　別紙8　法令変更に
かかる負担　をご参照下さい。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
109 付① 29 6

7
　市で取得する部分の許認可、事業者
が取得すべき許認可をそれぞれ具体
的に明示していただけませんか。

　契約後にお示しします。

110 付① 29 12 　「新税以外の税率の変更に関するも
の」は事業者の負担とされていますが、
市が一方的に固定資産税の税率を上
げた結果、事業者の負担が増加するこ
とになっても、サービスの対価は増額さ
れないのでしょうか？
　また、その結果、事業者が破綻して
も、市は責任を負わないということで
しょうか？

　原則として、税制度リスクについては市も
民間もコントロールできないリスクと捉えて
います。そこで、既存の税制における一般
的な税率変更については、民間事業者に
負担していただくことを想定しています。仮
に、PFI事業者についてのみ、市が全ての
税率変更リスクを負うことになると、PFI事
業者でない一般の民間事業者との税の公
平性を欠くことになります。

111 付① 29 12 　新税以外の税率の変更に関するリス
クを事業者負担とするのは合理性に欠
いていると考えます。
　特に、固定資産税等は、市の収入で
あり、また税率は市の判断で変更でき
ることからも税率の変更は市のリスクと
すべきだと考えます。事業者側で全くコ
ントロールできない当該リスクについ
て、事業者負担する規定を設けた理由
はなんでしょうか？
　PFI事業は公共サービスの安定的継
続的提供を使命とするとの観点からご
検討ご回答をお願いします。

　原則として、税制度リスクについては市も
民間もコントロールできないリスクと捉えて
います。そこで、既存の税制における一般
的な税率変更については、民間事業者に
負担していただくことを想定しています。仮
に、PFI事業者についてのみ、市が全ての
税率変更リスクを負うことになると、PFI事
業者でない一般の民間事業者との税の公
平性を欠くことになります。

112 付① 29 12 　固定資産税、都市計画税について
は、市税であり、本事業において市の
収入（税収）と市のサービスの対価（当
該税金を含む）としての支出を考えます
と、当該税金を免除とするほうが合理
的と考えますが、免除をしない理由を
教えて下さい。

　原則として、税制度リスクについては市も
民間もコントロールできないリスクと捉えて
います。そこで、既存の税制における一般
的な税率変更については、民間事業者に
負担していただくことを想定しています。仮
に、PFI事業者についてのみ、市が全ての
税率変更リスクを負うことになると、PFI事
業者でない一般の民間事業者との税の公
平性を欠くことになります。

113 付① 29 14 　事業者の施設計画に伴う日照及び圧
迫感等に関する住民の反対運動が起
こった場合は、施設の設置に関するも
のであり、市側のリスク負担と考えて宜
しいでしょうか。

　事業者の施設計画に伴う住民対応リスク
は事業者の負担とします。

114 付① 29 24 　造成リスクについて民間が△となって
いますが、回答書では「本事業の履行
に必要な行為を行うことによって発現し
た土地固有の土壌汚染によるリスクは
原則市が負担する」とあります。した
がって、土壌汚染リスクを事業者は負
担しないと考えますが、民間の負担す
る他のリスクとして何を想定しています
か？

　市において土壌汚染の有無についての
調査を含めた事前調査は行いません。そ
のため、万が一、土壌汚染や地中障害物
等の発現により建設事業着手が遅延する
場合には、その費用及びリスクを「造成リ
スク」として市において負担するものと考え
ています。
　ただし、施設設計要求書の関連資料とし
て公表している図・資料から予測しうる造
成リスクについては、事業者に負担してい
ただきたいと考えております。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
115 付① 29 24 　土地の瑕疵についての市の回答は、

土壌汚染や地中障害物、地下埋設物
等が発現したための建設工事着手の
遅延に因る費用・リスクは市の負担で
あり、入札説明書公表時に土地利用履
歴の資料（建設写真を含む） とそれら
に関する市の判断を公表するとのこと
でしたが、それは契約書（案）第７条３
項（本体工事に伴う各種調査）に反映さ
れているものと考えて宜しいでしょう
か。
　その上で、リスク分担表に民間事業
者が△となっていますが、どのようなリ
スクを事業者が負担するものと想定し
ていますか。

　市において土壌汚染の有無についての
調査を含めた事前調査は行いません。そ
のため、万が一、土壌汚染や地中障害物
等の発現により建設事業着手が遅延する
場合には、その費用及びリスクを「造成リ
スク」として市において負担するものと考え
ています。
　ただし、施設設計要求書の関連資料とし
て公表している図・資料から予測しうる造
成リスクについては、事業者に負担してい
ただきたいと考え、その旨契約書（案）第7
条3項に記載し、リスク分担表には事業者
が従負担するとしております。

116 付① 29 24 　事業者が△従分担となっています
が、事業者がリスクを負担せねばなら
ないケースはどんな場合があるので
しょうか。

　市において土壌汚染の有無についての
調査を含めた事前調査は行いません。そ
のため、万が一、土壌汚染や地中障害物
等の発現により建設事業着手が遅延する
場合には、その費用及びリスクを「造成リ
スク」として市において負担するものと考え
ています。
　ただし、施設設計要求書の関連資料とし
て公表している図・資料から予測しうる造
成リスクについては、事業者に負担してい
ただきたいと考えております。

117 付① 29 24 　実施方針段階では、「市」のみに○が
付されていましたが、今回、「事業者」
側に△が付されている理由を具体的に
ご教示ください。

　市において土壌汚染の有無についての
調査を含めた事前調査は行いません。そ
のため、万が一、土壌汚染や地中障害物
等の発現により建設事業着手が遅延する
場合には、その費用及びリスクを「造成リ
スク」として市において負担するものと考え
ています。
　ただし、施設設計要求書の関連資料とし
て公表している図・資料から予測しうる造
成リスクについては、事業者に負担してい
ただきたいと考えております。

118 付① 29 26 　金融機関等と市の間には、直接契約
が結ばれるものと解釈して、この直接
契約は資金調達に密接な関係がある
ため、資金調達リスクに関して、「市」側
に△が付されているものと考えて宜し
いでしょうか。

　契約書（案）附則第2条に定める通り、市
は金融団と協議を行い必要事項を定めま
すが、資金については、事業者の責任に
おいて確保していただきたいと考えており
ます。

119 付① 29 30 　工事遅延リスク（No.30）：工事遅延リ
スクについては、実施方針に関する質
問回答集No.240の回答及び契約書
（案）第９条では、市側に原因がある
（市の責めに記すべき事由による）遅延
は市の責任負担となっていますが、本
リスク分担表にはその記述がなく、当該
リスクは事業者負担のみとなっていま
す。このリスクについては質問回答集
及び契約書案の記述が優先すると理
解してよろしいですか。

  付属資料①リスク分担表の工事遅延リス
ク（№30）のリスク内容を「工事が契約に定
める工期より遅延する、または完工しない
場合（市の責めによるものを除く）」に訂正
致します。修正箇所正誤表(平成13年12月
14日修正)　Ⅰ．入札説明書　をご参照下
さい。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
120 付① 29 43 　市町村合併にともなう環境変化につ

いては、維持管理リスク・計画変更リス
ク（ＮＯ．43）に該当するとの解釈でよろ
しいですか？　合併に伴う域内図書館
の分館化等への検討については、
「サービスの対価の算定方法・システム
整備保守管理費」にある50％の上限は
適用されないと考えてよろしいですか？

　ご質問の通りです。

121 付① 30 48～
50

　施設損傷リスク（No.48～51）：ここで
言う「施設」には事業者が図書館等施
設整備業務により設置した備品を含む
と理解してよろしいですか。

　ご質問の通りです。

122 付① 30 49 　施設損傷リスク（No.49）の注1：「原則
として」市のみの運営部分における事
故・火災等による施設損傷リスクは市
の負担とありますが、原則にあてはまら
ない場合とは例えばどのような場合で
しょうか。

　まれなケースですが、市が単独で行う運
営部分において、維持管理業務に際し事
業者側の職員が事故や火災を引き起こす
場合などが考えられます。

123 付① 30 53
58

　貸出券の発行は、ICカードの導入に
より発行の有無、発行の範囲が変わる
ものと考えられます。これによる運営費
の増減に関するリスクは、図書館運営
リスクの計画変更リスク（No.53）もしくは
運営コストリスク（No.58）であり、当然市
に負担していただけるものと理解します
が、よろしいでしょうか？

　市が発行するICカードに貸出券が添付さ
れた場合でも、ICカード発行範囲以外の利
用者には事業者の負担で貸出券を発行し
ていただきますので、業務要求水準書P．
30　Ⅲ．運営業務要求水準　（1）図書館運
営業務　2．サービス部門業務　（3）登録業
務　にお示ししたパターンの範囲内は事業
者の負担と考えます。従って、システムに
ついての対応はあらかじめご配慮下さい。

124 付① 30 55
56

　市と事業者が別々に保険に入るより
一体の施設として施設保険に加入し掛
け金を分担したほうが、保険料が安くな
ると思われますが、その可能性はござ
いますか。

  ご意見として承ります。なお、本件事業に
おいて、市は保険の付保は想定しておりま
せん。

125 付① 30 57 　利用者増減リスクは図書館運営リス
クについてのみ市と事業者双方のリス
ク負担となっておりますが、同様に影響
があると思われる維持管理リスクにつ
いては利用者増減リスクについての記
載がありません。
　維持管理における利用者増減リスク
は事業者負担と解釈してよろしいでしょ
うか。

　ご質問の通りです。

126 付① 30 61 　備品リスクが、市：○（主分担）、事業
者：△（従分担）となっていますが、現段
階で、市が想定されている事業者のリ
スクをお示し下さい。併せて、市が負担
する主なリスクを具体的にお示し下さ
い。

　図書館内（開架・閉架書庫を含む）にお
ける図書等やAV機器の盗難・紛失・破損
等の事故・トラブルについては、事業者が
負うリスクですが、図書等の盗難・紛失・破
損にかかる費用については、図書等の簿
価総額の0.3％を超えない額までは市が負
担することから、備品リスクは官民双方の
負担としています。　詳しくは、契約書（案）
第28条2項1号をご参照下さい。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
127 付① 30 61 　「事業者」側に△が付されている具体

的な理由をお聞かせ下さい。
　図書館内（開架・閉架書庫を含む）にお
ける図書等やAV機器の盗難・紛失・破損
等の事故・トラブルについては、事業者が
負うリスクですが、図書等の盗難・紛失・破
損にかかる費用については、図書等の簿
価総額の0.3％を超えない額までは市が負
担することから、備品リスクは官民双方の
負担としています。　詳しくは、契約書（案）
第28条2項1号をご参照下さい。

128 付① 30 62 　生活利便施設に関する運営方針（施
設賃料、サービスの価格、運営費、施
設種類など）は、全て事業者側の裁量
によるものと考えて宜しいでしょうか。

　ご質問の通りですが、運営方針等につい
ては、市への報告等必要と考えています。

129 付② 31 （1） 1） ① 1）‐②
1）‐③
1）‐④

　その関連業務とは具体的に何を示し
ますか。
　可能であれば具体的な内容をご提示
願います。

  適用法令の確認作業や市との内容調整
等の事務的業務を想定しております。

130 付② 31 （1） 1） ① 5） 　本件工事費等及びこれにかかる支払
利息に5）市への図書館等施設所有権
移転業務が含まれておりますが、最終
年度に発生する所有権移転費用も本
件工事費等に元金として加え、基準金
利プラス　スプレッドで元利均等払いの
指定の計算を行った額が当該対価とな
るのでしょうか。

  「市へ図書館等施設所有権移転業務に
かかる費用」も本件工事費等に含まれま
すので、本件工事費等及びこれにかかる
支払利息の算出において、元金に含め計
算して下さい。

131 付② 31 (1) 1) ① 5） 　本件工費費等及びこれにかかる支払
い利息① 図書館等施設建設費部分等
の右、入札説明書に記載の業務におけ
る5）市への図書館等施設所有権移転
業務は本件工費費等及びこれにかか
る支払い利息における業務か。

  「市へ図書館等施設所有権移転業務に
かかる費用」も本件工事費等に含まれま
すので、本件工事費等及びこれにかかる
支払利息の算出において、元金に含め計
算して下さい。

132 付② 31 (1) 1) ① 　本体工事費等及びこれにかかる支払
利息において国などの補助金を受ける
事は可能でしょうか。例えば保健セン
ターの保健衛生施設等施設・設備整備
費国庫負担（補助）金など。

　本件施設のうち、現行の補助事業制度
では、保健センターは保健衛生施設等施
設・設備整備費国庫負担（補助）金、勤労
青少年ホームは勤労者家庭支援施設等
整備費補助金があります。
　市は厚生労働省と補助金交付の協議の
結果、補助金の交付は見込めないとの回
答をいただいておりますが、PFI法の改正
等により補助金の交付が見込める状況に
なった場合は、対応を検討したいと考えて
おります。

133 付② 31 （1） 1） ②
⑦

　②維持管理費　⑦その他業務対価の
初年度（準備期間含）及び毎年の支払
額の算定方法をお示し下さい。

  ②維持管理費は修正版様式集の様式4-
3-8に記載して頂く合計（売上高）が2年目
以降の毎年の支払い額となり、初年度は
上記価格の1/2の価格に準備期間の費用
を加えたものとなります。
  ⑦その他業務は、30年間の合計額を30
で除した価格が2年目以降の毎年の支払
い額となり、初年度は上記価格の1/2の価
格となります。

134 付② 31 （1） 1） ④ 　修理の中には劣化した建築設備機器
等の更新を含むのでしょうか｡更新は備
品･什器のみで宜しいのでしょうか。
　修理､更新の定義を願います。

  修理は建築物、建築設備、外構施設の
修理・更新とします。
  更新は備品等整備業務に対応するもの
とします。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
135 付② 31 (1) 1) ⑤ 1）‐④ 　図書等購入費　⑤図書等購入費の

右、入札説明書に記載の業務は、1）-
④　ではなく、3）-④　ではないのか。

  １）-④備品・什器等保守管理業務を３）-
④図書等購入業務の一部に訂正致しま
す。修正箇所正誤表(平成13年12月14日
修正)　Ⅰ．入札説明書　をご参照下さい。

136 付② 31 （1） 1） ⑥ 　⑥システム整備保守管理費　コン
ピュータシステムの整備費用について、
更新分（期間中５回）に係る整備費用
の資金調達分に関し、金利変動はされ
ないのでしょうか？
　仮にリースとして提案としても、リース
料率の大部分を占める金利分に関し
て、５回の更新時期の金利水準を想定
することは困難であります。　システム
の整備費相当分の調達にかかる金利
を、更新時に変動していただきますよう
御願いいたします。

  条件の変更はいたしません。ご意見とし
て承ります。

137 付② 31 （1） 1） ⑦ 　SPCの運営に関する費用（決算事
務、会計監査、請求事務等）は「⑦その
他業務」に含まれるという理解で宜しい
でしょうか。

  ご質問の通りです。

138 付② 31 （1） 1） ⑦ 　「⑦その他業務」の内容のうち、「公租
公課」にはSPCに課税される法人税等
が含まれるのでしょうか。

  法人税等を含め算定して頂いて結構で
す。

139 付② 31 （1） 1） ⑦ 　「維持管理及び運営業務費⑦その他
業務」には、SPCの運営等に係る費用
も含まれていると考えてよろしいでしょ
うか。

  ご質問の通りです。

140 付② 31 (1) 1) ⑦ 　⑦その他業務　建物保有にかかる固
定資産税、都市計画税は市町村税で
あるが、サービス対価に含むのか。

  サービス対価に含みます。

141 付② 31 （1） 1） ⑦ 　保険料、公租公課など上記に含まれ
ない費用には、SPCの会社経費（一般
管理費）を含むのでしょうか。

  ご質問の通りです。

142 付② 31 （1） 1） ⑦ 　「⑦その他業務」のうち「公租公課」に
ついては民間の創意工夫によるコント
ロールが全くきかない項目であるにも
かかわらず、入札価格に少なくない影
響を及ぼす項目であります。
　つきましては提案時における、不動産
取得税、登録免許税、固定資産税、都
市計画税の課税評価額（不動産の価
格）の計算ルールを定めていただけな
いでしょうか。例えば、〇〇円/㎡、建設
工事費の××%とするといった決め方
が考えられます。

  ご意見として承ります。

143 付② 32 （1） 2） 　「支払請求権は3つに分類されるが、
その処分(譲渡、担保設定)は一体とし
てのみ可能とする」と規定する理由は
なんでしょうか？支払請求権としては分
けながら債権としては一体とする根拠
はなんでしょうか？種類も期間も異なる
債権を一体とすると規定すること自体
が極めて不自然といわざるを得ませ
ん。

　市として、本件は「一体としてのPFI事業」
と考えており、サービスの種類は異なるも
のの、落札した事業者に一体としてのサー
ビス提供をお願いするものです。従って、
個々のサービス対価の請求権を独立させ
て、それぞれ譲渡、担保提供されること
は、予定しておりません。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
144 付② 32 （1） 3） ○本件工事

費等
　維持管理業務のサービスの対価は図
書館利用者数の増減とはリンクしない
と考えてよろしいですか。

  ご質問の通りです。

145 付② 32 （1） 3） ○本件工事
費等

　“算定方法：”以下　につきましては、
提案書の作成要領（21ページ）の主旨
（物価変動を除き、金利水準は30年間
一定）と異なります。ここでの算定方法
とは、事業契約上の見直し方法として
規定された、と理解して宜しいのでしょ
うか。
　提案書を作成する上で、修理費につ
きまして、（物価、金利等の変動要素
は、考慮せず）支払い方法が記されて
いますが、提案書のキャッシュフロー
に、ここで説明された方法（初期10年間
は、5年間据え置き後、1/5の額での支
払い等）で計上するのでしょうか。

  前段、後段ともに、ご質問の通りです。

146 付② 32 （1） 3） ○本件工事
費等

　維持管理及び運営業務費のうち⑦の
その他業務に相当する部分については
サービスの対価の見なおしの対象外と
するのは何故でしょうか？この項目とし
ては保険料・公租公課以外に会社を会
社として運営する費用（決算事務・会計
監査・請求事務など）も含まれると考え
ます。これら例示しました費用を含む当
該費用項目⑦も、指標により見なおす
べき費用と考えます。

  ご意見として承ります。

147 付② 32 （1） 3） ○本件工事
費等

　修繕費について、修繕の発生する段
階での、つまり将来の金利設定につい
て、市はどのようにお考えなのでしょう
か？尚、時期により発生業務とその対
価が異なる当該費用に関する「初年度
価格」の定義をわかりやすくご提示くだ
さい。

  サービス対価の支払時期と修理費の発
生時期が異なることによるコスト負担分
は、サービス対価の構成のうち「本件工事
費等及びこれにかかる支払利息」もしくは
「⑦その他業務」の項目等にて適宜対応し
て下さい。
  また、修理費の初年度価格は、支払いの
設定が様式4-4長期修理計画書を踏まえ
た1～10年目の修理費合計に対し、6～10
年目の各年に1/5の額を支払うものである
ことから、ここで計算される価格を初年度
（平成16年10月～平成17年9月）価格とし、
6年目の支払いの際には初年度を基準に5
年分の物価調整を行います。

148 付② 32 （1） 3） ○本件工事
費等

　④修理費についてですが、提案時の
長期修理計画及び備品・什器等の更
新計画はあくまでも計画であり、日常の
維持管理の状況によっては、修理・更
新時期及び内容が当初の計画から異
なる場合が十分に考えられます。
　例えば11～20年目に行う予定にして
いた修理業務が21～30年目にズレた
場合（その逆の場合も想定されます）、
修理費の支払条件をどの様に調整す
るのでしょうか。

  修理費については、①原則、提案書の価
格を30年間の支払価格とすること、②見直
しに対する協議は双方から申し入れできる
が、支払価格の変更には市の承諾が必要
であること、③増額の申入れを行う場合
は、提案書の価格との乖離に対し、合理
的な理由があると認められること、が前提
となります。
  また、提案書の価格については、基礎審
査の（２）事業シミュレーションの確認で評
価を致します（従って、非現実的な提案の
場合は、内容確認のうえ失格とすることが
あります）。
  なお、協議となりうる具体的な内容及び
それにかかる対応については、関係者協
議会での調整事項と考えます。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
149 付② 32 (1) 3) ○本件工事

費等
　修理費に関して、10年目及び20年目
の時点で見直し協議が可能とした場
合、入札時点で見積もりより低い金額
で入札し、協議で回復するようなことを
想定した提案が無いとも限らないが、こ
のような提案をどのように評価（排除）
するのか。

  修理費については、①原則、提案書の価
格を30年間の支払価格とすること、②見直
しに対する協議は双方から申し入れできる
が、支払価格の変更には市の承諾が必要
であること、③増額の申入れを行う場合
は、提案書の価格との乖離に対し、合理
的な理由があると認められること、が前提
となります。
  また、提案書の価格については、基礎審
査の（２）事業シミュレーションの確認で評
価を致します（従って、非現実的な提案の
場合は、内容確認のうえ失格とすることが
あります）。
  なお、協議となりうる具体的な内容及び
それにかかる対応については、関係者協
議会での調整事項と考えます。

150 付② 32 （1） 3） ○本件工事
費等

　修理費について、「10年目及び20年
目の時点で、修理費の見直しに対し双
方から協議を申し入れることができるも
のとする。」とありますが、合理的な理
由があれば入札提案及び物価変動に
より決定されるサービス対価の変更に
ついて双方協議を申し入れることがで
きる、との理解でよろしいでしょうか。こ
の場合、入札提案時の修理費見積りの
妥当性が非常に重要な要素と思います
が、落札者の選定においてどのように
お考えでしょうか。（落札基準には評価
項目がありません）

  修理費については、①原則、提案書の価
格を30年間の支払価格とすること、②見直
しに対する協議は双方から申し入れできる
が、支払価格の変更には市の承諾が必要
であること、③増額の申入れを行う場合
は、提案書の価格との乖離に対し、合理
的な理由があると認められること、が前提
となります。
  また、提案書の価格については、基礎審
査の（２）事業シミュレーションの確認で評
価を致します（従って、非現実的な提案の
場合は、内容確認のうえ失格とすることが
あります）。
  なお、協議となりうる具体的な内容及び
それにかかる対応については、関係者協
議会での調整事項と考えます。

151 付② 32 （1） 3） ○本件工事
費等

　修理費の見直しは市及び事業者双方
から協議を申し入れることができること
になっていますが、具体的にどのような
場合を想定されているのでしょうか。

  修理費については、①原則、提案書の価
格を30年間の支払価格とすること、②見直
しに対する協議は双方から申し入れできる
が、支払価格の変更には市の承諾が必要
であること、③増額の申入れを行う場合
は、提案書の価格との乖離に対し、合理
的な理由があると認められること、が前提
となります。
  また、提案書の価格については、基礎審
査の（２）事業シミュレーションの確認で評
価を致します（従って、非現実的な提案の
場合は、内容確認のうえ失格とすることが
あります）。
  なお、協議となりうる具体的な内容及び
それにかかる対応については、関係者協
議会での調整事項と考えます。
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152 付② 32 （1） 3) ○本件工事

費等
　修理費について「10年目及び20年目
の時点で、修理費の見直しに対し双方
から協議を申し入れることができるもの
とする。」とのことですが、例えば提案
時に想定していた修理費に対し、施設
の保全状態が良く大規模な修理等を必
要としない場合や、逆に多額の修繕費
用が見込まれる場合などに事業者と市
が協議を行い、サービス対価の見直し
を行うと解釈してよろしいでしょうか。

  修理費については、①原則、提案書の価
格を30年間の支払価格とすること、②見直
しに対する協議は双方から申し入れできる
が、支払価格の変更には市の承諾が必要
であること、③増額の申入れを行う場合
は、提案書の価格との乖離に対し、合理
的な理由があると認められること、が前提
となります。
  また、提案書の価格については、基礎審
査の（２）事業シミュレーションの確認で評
価を致します（従って、非現実的な提案の
場合は、内容確認のうえ失格とすることが
あります）。
  なお、協議となりうる具体的な内容及び
それにかかる対応については、関係者協
議会での調整事項と考えます。

153 付② 32 （1） 3) ○本件工事
費等

　他のサービス対価には「ＳＰＣ手数
料」という項目が含まれていますが、
（本件工事費等及びこれにかかる支払
利息）についてはＳＰＣの収益相当部分
と解される「ＳＰＣ手数料」というものが
見当たりません。この部分については、
支払利息部分の金利スプレッドにより、
金融機関の金利スプレッドのみならず、
ＳＰＣの収益部分に相当するスプレッド
も加味するという理解でよいのでしょう
か。
　それとも（本件工事費及びこれにかか
る支払利息）については、ＳＰＣの適正
収益は考慮しないということでしょうか。

  修正版様式集の様式2-6-2の上乗せす
るスプレッドにＳＰＣ収益部分に相当するス
プレッドも含めご提案下さい。

154 付② 33 （1） 3） ○図書等購
入費

　“算定方法：”に関し
　定常購入分Ｉ及びＩＩ　支出上限額が記
されていますが、提案書に計上すべき
金額は、これ以下であれば、いくらでも
宜しいということでしょうか。（事業契約
上は、この金額に係わらず、実費精算
されると理解いたしますが。）

  図書等購入費は入札説明書に記載の額
が上限ではなく、これが市からの支払い額
（定常購入分Ⅰ1.5百万円/年、定常購入
分Ⅱ20百万円/年、但し消費税を含まな
い。）となりますので、入札説明書の提示
額で積算して下さい。
  なお、実際の図書等の購入に際しては、
この金額に合わせて、納入価格ベースで
の積算をもとに、図書等（新聞・雑誌の購
入目安は新聞が15紙、雑誌が約100誌、
図書等は年間約1万点を目標）を入札説明
書提示額に達するまで購入することになり
ます。

155 付② 33 （1） 3） ○図書等購
入費

　初期購入の図書費350百万円は実費
精算とは書かれてありませんが実費精
算ですか。図書費（実費）+支払利息を
平準化して支払うということですか。

  初期購入分については、350百万円（但
し、消費税を含まない。）に対し実費清算
するのではなく、図書購等入費（納入価
格）＋支払利息（事業者の提案による）を
平準化してお支払致します。

156 付② 33 （1） 3） ○図書等購
入費

　市が事業者に支払う初期購入分は
350百万円を提案する金利で5年間の
元利均等返済計算を行うものとして算
定しますが、事業者が支出する350百
万円は、開業前の6万点と、1年目～3
年目の5万点の購入点数に按分して発
生するものと考えてよろしいですか。

　ご質問の通りです。
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157 付② 33 （1） 3） ○図書等購

入費
　初期購入分の図書購入費350百万円
は、いつ使われると考えればよろしいで
しょうか。

　初期購入分の図書購入費350百万円
は、開業前に6万点、開業後平成16年10
月から平成19年9月までに5万点を購入す
るものと想定しています。

158 付② 33 （1） 3） ○図書等購
入費

　図書購入費の初期購入分について、
「初期購入分は市が設定する図書等購
入費350百万円（消費税を除く）に対し、
事業者より提案のあった金利を用い５
年間の元利金等返済を行うものとす
る。」とありますが、ここでいう「事業者
より提案のあった金利」とは、本件工事
費に関する金利水準に拘わらず、様式
2-6-3において別途提案する金利水準
との理解でよろしいでしょうか。また、落
札した場合においては、提案した金利
水準がそのまま適用されるとの理解で
よろしいでしょうか。

　ご質問の通りです。

159 付② 34 （1） 3） ○図書等購
入費

注2） 　貸出し可能な状態で納入・・・とありま
すがどのような状態ですか。

　 現状は、本は背表紙下部に分類番号を
貼付の上フイルムコーティングした状態
に、バーコードを貼付（原則背面左上に貼
付）するといった一般的な仕様です。バー
コードの位置は装幀の都合上変わることも
あります。なお、ＡＶ資料の場合は、ジッ
パー付透明袋に入れてバーコードを貼付
しています。
　本件業務においては、方法を含め事業
者にお任せいたします。

160 付② 34 （1） 3） ○図書等購
入費

注2） 　図書等は貸し出し可能な状態で納入
することになっていますが、具体的な装
備の状態を教えてください。

　 現状は、本は背表紙下部に分類番号を
貼付の上フイルムコーティングした状態
に、バーコードを貼付（原則背面左上に貼
付）するといった一般的な仕様です。バー
コードの位置は装幀の都合上変わることも
あります。なお、ＡＶ資料の場合は、ジッ
パー付透明袋に入れてバーコードを貼付
しています。
　本件業務においては、方法を含め事業
者にお任せいたします。

161 付② 34 （1） 3） ○図書等購
入費

注2） 　｢納入価格とは定価を示す。（但し貸
出可能な状態で納入することを条件と
する）｣とありますが、貸出可能な状態と
はどのような状態を想定しているのか、
具体的にご提示願います。

　 現状は、本は背表紙下部に分類番号を
貼付の上フイルムコーティングした状態
に、バーコードを貼付（原則背面左上に貼
付）するといった一般的な仕様です。バー
コードの位置は装幀の都合上変わることも
あります。なお、ＡＶ資料の場合は、ジッ
パー付透明袋に入れてバーコードを貼付
しています。
　本件業務においては、方法を含め事業
者にお任せいたします。

162 付② 34 （1） 3） ○図書等購
入費

注2） 注2)　但し、貸出可能な状態で納入す
ることを条件とする、とありますが、現
図書館での図書納入における「図書装
備仕様書」を公開いただけますでしょう
か。（バーコード貼付位置etc）

　 仕様書は閲覧とします。現状は、本は背
表紙下部に分類番号を貼付の上フイルム
コーティングした状態に、バーコードを貼付
（原則背面左上に貼付）するといった一般
的な仕様です。バーコードの位置は装幀
の都合上変わることもあります。なお、ＡＶ
資料の場合は、ジッパー付透明袋に入れ
てバーコードを貼付しています。
　本件業務においては、方法を含め事業
者にお任せいたします。
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163 付② 34 （1） 3） ○システム

整備保守管
理費

　システム整備保守管理費について、
パソコンやAV機器等対象機材の選定
は、事業者にお任せいただけると理解
してよろしいでしょうか？

  ご質問の通りです。

164 付② 34 （1） 3） ○システム
整備保守管
理費

　算定の考え方：
　5年毎の見直しに協議を経て決定した
場合、50％を上限として、と記されてい
ますが、提案書作成上は、どのように
対応すべきでしょうか。この50％は無視
してよろしいのでしょうか。

  提案書の作成においては、提案価格の
み記載することとします（5年毎の協議を経
て決定される追加分（提案価格の50％以
内）は除く）。

165 付② 34 （1） 3） ○システム
整備等保守
管理費

　サービスの対価は5年毎に更新するこ
とになっていますが、毎年必要な保守
管理費用は維持管理費と同様毎年更
新とし、5年毎の更新となるハード及び
それに附帯するソフトウェアの費用につ
いては5年毎に更新にするほうがよい
のではないでしょうか。

　ご意見として承ります。

166 付② 34 （1） 3） ○システム
整備保守管
理費

　高スペック化に対応することを目的
に、提案価格にその50％の額を加えた
額を上限としてサービス対価を見直す
ことになっていますが、高スペック化に
対応する見直し水準は、その上限額の
範囲内で水準を見直すと解釈してよろ
しいですか。

　ご質問の通りです。

167 付② 34 （1） 3） ○システム
整備等保守
管理費

　システム更新時の対価見直しは、最
大で提案価格の50%となっているが、こ
れを上回る業務要求水準が出現し、そ
れが必須となった場合は、その時点で
協議は可能と理解してよろしいですか。

　市は提案価格の50%以内で、高スペック
化に対する業務要求を行います。

168 付② 34 （1） 3） ○システム
整備等保守
管理費

　システム整備保守管理費用の6年目
以降の支払額については、提案価格の
50％増しを入札価格として計算すると
いうことでしょうか。

　様式5-4-1（30年見積書）は、30年間に
わたる整備保守管理業務を踏まえ、1～5
年目に要する費用を実態に即し算定して
いただきます。6年目以降は1～5年目と同
じ価格を計上して下さい（高スペック化に
対応することを目的とした提案価格の50％
以内の追加費用は入札価格に含めませ
ん）。

169 付② 34 （1） 3） ○システム
整備保守監
理費

　6年目以降の各年の支払価格につい
ては、「提案価格」を基準として見直す
とされていますが、「提案価格」を初年
度購入価格とすると、25年目の見直し
も1～5年目の価格を前提とすることと
なります。2回目以降の見直しの基準と
なる価格は直前５年間の価格とするの
ではないでしょうか。

　変更は致しません。ご意見として承りま
す。

170 付② 34 （1） 3） ○システム
整備保守管
理費

　システム整備に関する更新費用の計
算方法については理解できますが、更
新費用の金利についてはどのように考
えればよろしいのでしょうか？更新の発
生する将来の金利設定の問題も含め
てお答え下さい。

  金利部分も含め5年間のシステム整備保
守管理費としてご提案下さい。
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171 付② 34 （1） 3） ○システム

整備保守管
理費

　システム整備保守管理費について、
「技術革新リスクを鑑み将来予想される
高スペック化に対応することを目的に、
提案価格にその50％の額を加えた額を
上限として当該サービス対価の見直し
を行う」とありますが、高スペック化は、
具体的にはどのようなことを想定されて
いるのでしょうか？　例示いただけない
でしょうか？

　文字媒体から配信による書物の販売と
なった場合や、手書きの世界からコン
ピュータになったように、予想できないメ
ディアの変革を想定しております。

172 付② 34 （1） 3） ○システム
整備保守管
理費

　システム整備保守管理業務をメンテ
ナンスリース契約（5年間）でリース会社
に委託するとした場合は、年間リース
料（リース会社の手数料含む）を各年度
のサービス対価の支払価格として宜し
いでしょうか。

　市の当該業務におけるサービスの対価
は5年間平準化して支払います。この条件
を踏まえ、年間リース料を各年度のサービ
ス対価の支払い価格とするのであれば、
結構です。

173 付② 34 （1） 3） ○システム
整備保守管
理費

　入札価格に反映させる金額は、初年
度の支払価格×5とりかいしてよろしい
でしょうか。

  ご質問の通りです。

174 付② 34 （1） 3） ○システム
整備保守監
理費

　算定の考え方において、｢市が現在の
業務要求水準以上のものを要求しない
場合」とありますが、市の要求が業務
要求水準以上であるか否かの判断は
事業者が行うとの理解でよろしいでしょ
うか。

  関係者協議会にて協議いたします。

175 付② 34 （1） 3） ○システム
整備等保守
管理費

　市が現在の業務要求水準以上のも
のを要求しない場合は、サービスの対
価は当初の提案価格のままとされてい
ますが、システム機器の簿価が償却に
より下がっていったとしても、このサー
ビスの対価は変わらないということでよ
ろしいですか。

　ご質問の通りです。

176 付② 34 （2） 　平成16年8月～9月までの準備期間に
行う維持管理及び運営業務費のサー
ビス対価の支払いは、いつ行われるの
ですか？
　平成17年4月30日を第一回の支払い
としていますが、準備期間のサービス
対価はこの時に全額支払われるとの理
解で宜しいですか？

　平成17年4月30日の第１回支払時に、平
成16年10月～平成17年3月のサービス対
価と併せて準備期間のサービスの対価を
全額お支払い致します。

177 付② 35 （3） 2） ◆改定の周
期

③ 　システム整備保守管理費の改定周期
は5年に1回となっており、第1回目の改
定はＨ21年度となりますが、この場合、
①初年度の対価を基準として、Ｈ16か
らの改定率を累積した率を反映させ
る、若しくは②他業務のサービス対価
の物価変動と同様に、Ｈ18（3年前）とＨ
19（2年前）の指標のみを基にした改定
率を反映させる、のどちらになるので
しょうか。

　初年度の当該業務のサービスの対価を
基準とし、平成21年度のサービス対価であ
れば、平成16年度と平成21年度の指数の
変化分を反映させます。
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178 付② 36 （3） 3） ◆対象とな

るサービス
　対象となるサービスの「本件工事費」
の具体的な費用の内訳をご提示下さ
い。
　また、P16の保険における「再調達価
格」及び契約書（案）P16の履行保証保
険金額の計算根拠となる「工事費等相
当額」との違い（具体的な費用項目）を
ご教示下さい。

  P.36の「本件工事費」の具体的な費用の
内訳は、修正版様式集の様式2-3費用等
積算表及び付属資料②「サービスの対価
の算定方法」の（１）１）サービスの対価の
構成の項目「本件工事費等及びこれにか
かる支払い利息」の内容の欄を参照下さ
い。
  また、「再調達価格」及び契約書（案）の
P.16 の履行保証保険の計算根拠となる
「工事費等相当額」と上記の「本件工事
費」は同様のものとします。
　なお、上記「本件工事費」は「本件工事費
等」に訂正致します。詳しくは、修正版正誤
表　Ⅰ．入札説明書　をご参照下さい。

179 付② 37 （3） 3） ◆金利の改
定

② 　基準日の定義がされておりますが、
単日の金利レートが適用されることは、
一時的な変動によって10年間その影響
を引きずることになり、折角の金利変動
リスクの分担主旨に合わないといえま
す。ある程度の期間、例えば1ヶ月程度
の平均金利を基準として採用すること
で如何でしょうか。

  ご意見として承ります。

180 付② 37 （3） 3） ◆金利の改
定

② 　基準金利の設定日が1ヶ月ずれるの
は、なぜでしょうか。金利改定時期と基
準金利設定日は同一日であることがベ
ストです。

  SPCと金融機関との間の金利スワップ契
約の終期を金融機関への約定返済日と想
定し、金融機関への約定返済日はサービ
ス対価支払い日より何日か後になるものと
想定しました。金利基準日の変更基準日
を10月末としたのは、金利基準日と金利ス
ワップの取り組み開始日とのタイムラグを
極力短くし、SPCにとっての金利変動リスク
を小さくするよう配慮したものです。

181 付② 37 （3） 3） ◆金利の改
定

② 　共用開始～10年目については、事業
契約日より180日後の10年スワップレー
トを基準レートとするとの規定ですが、
当該日から実際の共用開始まで2年弱
あり、事業者はその2年弱の金利変動
リスクを回避するため当然フォワードス
ワップを組ことになります。そのため当
該10年間の金利コストはそれ以外の期
間のコストより高くなります。
　従って、30年間を同じスプレッドで提
示することが前提となりますと、当初10
年間の事業者の金融の収支がマイナ
スになる可能性が高くなります。何故、
このような、スプレッド提示（当初10年
の金利基準日を共用開始時としないこ
とと、30年間のスプレッドを一定とする
こと）とするのかを教えて下さい。

　建設段階の金利リスクは事業者の負担
としており、建設段階に入る前に基準金利
を決定する必要があると考えます。加え
て、市はこの部分を含め資金調達におけ
る民間のノウハウに期待するところであり
ます。
　なお、フォワードスワップを組むことで別
途費用が発生する場合は、⑦その他業務
に計上しサービスの対価に反映させて頂
いて結構です。

182 付② 37 （3） 3） ◆金利の改
定

② 　なぜ、供用開始～10年目の基準金利
が事業契約日から180日後なのか。事
業契約とは、Ｈ14年6月下旬に予定され
ている本契約のことか。

　前段については、SPCが金融機関との間
で金利スワップ契約を含む融資関連諸契
約を締結する前に、サービス対価算出の
前提となる基準金利を確定した場合、その
後の金利変動により事業が不安定化する
可能性があります。180日は、SPCと金融
機関との間で適切なファイナンスアレンジ
メントがなされるよう、その必要期間につい
て一定の配慮を行ったものです。
　後段については、ご質問の通りです。
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183 付② 37 （3） 4） ◆サービス

対価の算定
注1） 　図書館の利用者とは、図書等を貸借
した者～市又はNPO等が開催する行
事に参加した者と定義付けられていま
す。例として、同一人物が同日に①図
書の貸借、②AV機器を利用、③研修
室を利用した場合に、利用者数は１名
もしくは３名のどちらでカウントするので
しょうか。
　また、図書館システム基準として、
メールによるレファレンスに対応するこ
とが上がっていますが、このメール（自
宅等から）によるレファレンスは、利用
者数にはカウントしなくていいのでしょう
か。同様に維持管理及び運営に関する
業務要求水準書で上がっているメール
でのリクエスト・予約のカウントもです。
　図書館関連資料での図書館利用状
況は、平成12年度：68,305人と明示さ
れていますが、この数値算出は上記の
各定義付けと同じ尺度で利用者を算出
したものなのでしょうか。

　同一人物が同日に3種類のサービスを利
用した場合、3名とカウントされます。また、
メールや手紙によるレファレンスもカウント
されます。
　しかし、リクエストや予約は、必ずしも希
望が叶うとは限らないのと、希望が叶った
場合に貸出等でカウントされますので、予
約の時点では「利用者」にはカウントしませ
ん。
　現在の利用状況の数値は、サービスが
実施されていないものがありますので、本
の貸借数のみのカウントです。

184 付② 38 （3） 4） ◆サービス
対価の算定

注1） 　利用者の定義がありますが、一人の
利用者がここに例示してある複数の施
設・設備を利用した場合、利用件数分
（複数）がカウントされるのでしょうか？

ご質問の通りです。

185 付② 37 （3） 4） ◆サービス
の対価の算
定

注1） 　（1） 利用者数とは、単純に図書館の
入口を通過した人数とは異なり、利用
目的別の延べ人数をカウントするので
しょうか。
　（2） ＩＴ機器を使用した者、郷土資料
室を利用した者、研修室を利用した者
はどのようにカウントするのでしょうか。
　（3） ＩＴ機器を使用した者として図書館
ホームページのアクセス者は利用者数
にカウントされるのでしょうか。

　「図書館の利用者」については、業務要
求水準書P．5　■用語の定義　11．用語
の定義　（10）図書館の利用者　をご参照
下さい。
　諸統計については、図書館運営方針
P．17　7．図書館システム基準中の「統
計」をご参照下さい。但し、そのシステムや
様式につきましては、事業者の提案により
ます。
　なお、ホームページへのアクセス者は利
用者には含まれません。

186 付② 37 （3） 4） ◆サービス
の対価の算
定

注1） 　注）「利用者とは」のなかに、電話、
FAX、電子メール等を使った問い合わ
せ、予約、レファレンス等を含めると考
えてよろしいでしょうか。

　メールや手紙によるレファレンスもカウン
トされますが、リクエストや予約は、必ずし
も希望が叶うとは限らないのと、希望が
叶った場合に貸出等でカウントされますの
で、予約の時点では「利用者」にはカウント
しません。

187 付② 37 （3） 4） ◆サービス
の対価の算
定

注1） 　利用者数の上下限設定（10万人以上
～18万人未満）の根拠をお示し下さ
い。

  別添資料③桑名市立図書館運営方針・
図書館関連資料にてお示しした、想定利
用者数（最小112,100人、最大151,500人）
を踏まえ、設定しております。

188 付② 37
38
（3） 4） ◆サービス

の対価の算
定

注1） 　図書館利用者数の集計および検証の
具体的方法は、どのようにお考えです
か。

　業務要求水準書に定義した「図書館の
利用者」の統計、及び、図書館運営方針
の図書館システム基準に示した統計の提
示を求めます。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
189 付② 38 （3） 4） ◆サービス

対価の算定
　（サービスの対価の計算例）
サービスの対価＝計算基礎利用者数
×１人あたり単価
　（提案書に記載の価格）
となっており、落札者決定基準　Ｐ２
（３）評価式と配点の考え方で①サービ
スの対価総額が６０点です。
　１人あたりの単価が同額の場合、計
算基礎利用者数１０.５万人ベースの応
募者（グループ）と、より多くの人に本施
設を利用してもらう提案をした応募者
（グループ）では、どちらの配点が高くな
るのでしょうか。市の考えをお聞かせく
ださい。

　入札価格の計算については、利用者数
を12.5万人（30年間固定）で計算して下さ
い。

190 付② 38 （3） 4） ◆改定方法 ② 　「当該事業年度の利用者数をその年
度のサービス対価に反映させる」とのご
指示ですが、この利用者の定義は来館
利用者のみ対象でしょうか。昨今の情
報化への動きから、図書館施設におい
ても利用者の便宜を図るため各家庭に
引き込まれた光ファイバー等を利用し
電子化された書籍の閲覧方式がとられ
るのもそう遠い話ではないと考えられま
す。その場合、利用者の定義にはこの
遠隔利用者も対象に含めると考えてよ
ろしいでしょうか。

　「図書館の利用者」は、業務要求水準書
P．5の用語の定義をご参照下さい。
　なお、ホームページへのアクセス者は利
用者には含まれません。
　また、電子化された書物の閲覧方式が
一般的となった場合は、メディアの変革と
して、その時点で協議させていただきま
す。

191 付② 38 （3） 4） ◆改定方法 ③ 　初年度は平成16年10月～平成17年3
月の半年間、とありますので、運営期
間における「平成16年度」はこの期間を
指し、以降は4月から翌年3月までを一
会計年度として、最終の「平成46年度」
は平成46年4月～同年10月までの半年
間と理解してよろしいのでしょうか？

  ご質問の通りです。

192 付② 38 （3） 4） ◆改定方法 ③ 　初年度の支払いは業務履行日数に
応じサービス対価を支払うとしています
が、基準とする業務履行日数は何日と
想定していますか？
　簡便に、平成16年10月1日からサービ
スを供用し、休館を予定していた以外
の全日数業務を行った場合は、一人あ
たりの運営価格単価に当該年度の計
算基礎利用者数を乗じた金額の2分1
の金額が支払われるものと理解して宜
しいでしょうか？

  入札説明書P．38　付属資料②サービス
の対価の算定方法　（3）サービスの対価
の改定　4）図書館利用者の増減に基づく
改定　③初年度のサービス対価　は訂正
致しました。詳しくは、修正箇所正誤表(平
成13年12月14日修正)　Ⅰ．入札説明書
をご参照下さい。

193 付② 38 （3） 4） ◆改定方法 ③ 　業務履行日数に応じサービスの対価
を支払うとありますが、この場合の業務
履行日数には準備期間である平成16
年8月～9月の期間は含まれますか。

  業務履行日数に準備期間（平成16年8月
～9月）は含みません。

194 付② 38 （3） 4） ◆改定方法 ③ 　利用者数の増減に基づくサービスの
対価の改定に関して記載されています
が、事業者側は利用者数の増減に基
づき業務遂行の運営人員の増減を、
サービス低下を起さない範囲内にて、
適宜、事業者側の判断で行なっても宜
しいですか。

　事業者の判断で計画して下さい。業務要
求水準を満たしていれば、市としては構い
ません。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
195 付③ 39

40
　減額の対象に、「本件工事費等及び
これにかかる支払利息」は含まれない
と考えても宜しいですか。

　本件施設業務活動の全てが24時間以上
行えなくなった場合で、関係者協議会によ
る協議手続を2回経ても改善措置が認めら
れないと市が判断した場合は、本件工事
費等及びこれにかかる支払利息を含む
サービスの対価の支払いを停止し、また事
業者の責めによる契約終了の場合は、本
件工事費等の残額及びこれにかかる支払
利息の100分の90のみを支払うこととしま
す。（本件施設の引渡完了後）
　詳しくは、契約書（案）第39条5項2号をご
参照下さい。

196 付③ 39 　サービス対価金額の支払停止の決定
（B）の場合、対象となるサービス対価
は附属資料②（1）2）で3つに分類される
とする（1）本件工事費等及びこれにか
かる支払利息、維持管理及び運営業
務費、（2）図書購入費、（3）システム整
備管理費のすべてを指すのでしょうか。

　付属資料②サービスの対価の算定方法
（1）サービスの対価の算定　2）サービスの
対価の考え方　の分類は、サービスの対
価の支払いに際しての考え方であり、事業
者の市に対する支払請求権（債権）として
は3つに分類されるとしています。
　サービスの対価金額の支払停止の決定
（B）の場合、対象となるサービスの対価
は、本件工事費等とこれにかかる支払利
息を含む全てのサービスの対価の支払い
を停止します。

197 付③ 40 ※業
務費
の区
分表

　当表では、減額の対象は業務不履行
を起こした業務の費用ごととなっている
一方、サービスの対価の考え方として
は、工事費・支払金利、維持管理及び
運営業務費は、一体不可分となってい
ます。支払の請求時及びその対価の支
払時には当表にある区分に従って支払
われ、またその内訳の明細はご提示い
ただけるのでしょうか？

　当表はサービスの対価の減額時におい
て、減額の対象となる業務費の区分を示し
たもので、支払い時の考え方は、入札説
明書　付属資料②　サービスの対価の算
定方法に記載しております。
  また、内訳の明細はご提示いたします。

198 付③ 40 ※業
務費
の区
分表

①
②
減額の方法 　図書館等施設維持管理業務のサー

ビス対価の減額方法について、対象は
業務不履行を起こした業務毎に、不履
行が認められた月の月額分を減額する
としていますが、該当月の月額分全額
支払いを減額されるのでしょうか？

　ご質問の通りです。

199 付③ 40 ※業
務費
の区
分表

①
②
減額の方法 　①図書館等施設維持管理業務、②図

書館運営業務とも｢減額の対象は、～
費用（左記の業務費）ごととする。」とあ
りますが、①は6つの業務ごと、②は4
つの業務ごとという理解でよろしいで
しょうか

　ご質問の通りです。

200 付③ 40 ※業
務費
の区
分表

① 減額の方法 　図書館等施設維持管理業務の業務
不履行によるサービスの対価の減額が
あった場合においても、本件工事費及
びこれにかかる支払利息は減額される
ことなく支払われるのか。御回答お願
い致します。

　本件施設業務活動の全てが24時間以上
行えなくなった場合で、関係者協議会によ
る協議手続を2回経ても改善措置が認めら
れないと市が判断した場合は、本件工事
費等及びこれにかかる支払利息を含む
サービスの対価の支払いを停止し、また事
業者の責めによる契約終了の場合は、本
件工事費等の残額及びこれにかかる支払
利息の100分の90のみを支払うこととしま
す。
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Ⅰ．入札説明書
Ｎｏ． 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
201 付③ 40 ※業

務費
の区
分表

② 減額の方法 　図書館運営業務のうちの外注費部分
とは何を指すのでしょうか。

  構成員もしくは協力企業以外の事業者
（下請会社等）に委託する場合を想定して
います。

202 付③ 41 1 　モニタリングについて、定期モニタリン
グと随時モニタリングのチェック項目
は、市が独自に設定するとありますが、
設定については、中立的な立場にある
第三者等による監視の下、適正なプロ
セスを経て客観的な判断が行われると
理解してよろしいでしょうか？
　設定方法についての仕組みを開示い
ただきたい。

　日常モニタリングのチェック項目、チェッ
ク方法については、契約締結後、市と事業
者との間で協議し決定します（第三者の参
画は想定していません）。定期モニタリン
グ・随時モニタリングのチェック項目、
チェック方法については日常モニタリング
を踏まえ設定することを想定しています。

203 付③ 41 1 　図書館システムにおいて、5年毎の見
直し・協議に合わせ日常モニタリングの
チェック表（チェック項目）、チェック方法
も見直しされると解釈してよろしいです
か？同様に、モニタリング結果の判断
基準についても同サイクルで見直し提
示されるとの解釈で間違いないです
か？

　そのように想定しています。

204 付③ 44 2 ⑥ イ 　第三者に事業者の全株式を譲渡させ
るとの記載がありますが、有償譲渡・無
償譲渡の規定はありますか。

　規定は特にありません。

205 付③ 45 3 ④ 　生活利便サービス施設にかかる建設
工事費（金利分を含む）とは、様式2-3
に示す建設工事費の（内生活利便サー
ビス施設）の金額でしょうか。

  ご質問の通りです。

206 付③ 45 3 ④ 　生活利便サービス施設部分の業務不
適正のペナルティーとして、生活利便
施設部分の建設工事費の360分の1を
1ヶ月当たり徴収するとしていますが、
当該部分の建設工事費はどのように算
定されるのでしょうか？

　修正版様式集の様式2-3に示す建設工
事費（内生活利便サービス施設）の金額で
す。

207 全体 　ＳＰＣの資金調達にかかる出資金の
割合、配当利回りの内部審査基準を設
定しているでしょうか？

　設定しております。

208 全体 　30年後の引き渡し時に設備更新が発
生した場合、その負担は事業者とする
のでしょうか？

　事業期間中（平成46年10月まで）であれ
ば事業者の負担となりますが、事業期間
終了後は市の負担となります。

209 全体 　ＳＰＣの事業に関してコーポレートファ
イナンス方式の活用は可能でしょう
か？

　資金調達の方法については、事業者の
判断で行って下さい。

210 全体 　落札をした事業者の辞退に関する記
述がありませんが、辞退することは可
能なのでしょうか。可能である場合の損
害賠償責任などの措置はどのようにお
考えでしょうか。

　辞退することは可能です。なお、入札保
証金は免除いたしますが、損害賠償請求
権は放棄しておりません。
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Ⅱ．業務要求水準書
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ項目 質問事項 回答
211 4 Ⅰ 11 （4）   （4）点検に「建築物等の機能及び劣

化の状態を一つ一つ調べること。機能
に異常又は劣化がある場合は､必要
に応じ適切な措置を判断、実施するこ
とを含む。」　とありますが、機能及び
劣化の状態を一つ一つ調べるには隠
れた部分の点検が必要となり、通常
行われている可視点検を越えて特殊
機材を伴う調査（超音波探査等）が必
要ですが、隠れた部分を通常の点検
項目として扱う必要があるでしょう
か？要求の水準により仕様が大幅に
変わるため、希望される水準をご指示
いただきたい。

　日常点検においては可視点検を可能
としますが、一定の期間毎に定期点検を
行う際には、可視点検を越える点検方
法をも含めて行なうことが望ましいと考
えます。ただし、いずれの点検方法につ
いても事業者の提案によるものと考え、
修正版様式集　様式4-2-2、様式4-2-3
への記述を願いたいと考えております。

212 6 Ⅱ （1） 2   2.業務の内容　に「施設本体への保
険を付保する」とあるが、様式4-3-1
維持管理業務費用見積書　（1）建築
物保守管理業務　において見積もり
金額を挿入しなければならないのか。
その場合、諸経費で見るのか、その他
で見るのか。

　業務要求水準にある普通火災保険に
ついては、様式4-3-4　維持管理業務費
用見積書　（1）建築物保守管理業務に
おいて、お見積もり下さい。

213 6 Ⅱ （1） 3 　建築物保守管理業務及び建築設備
保守管理業務を行うにあたって、桑名
市が別途定める仕様書（例：｢国土交
通大臣官房官庁営繕部監修　建築保
全業務共通仕様書｣等）の仕様を満た
す必要があるのでしょうか。また、上
記業務には設備管理記録を作成する
こととなっていますが、その書式等は
市が定めるものと考えてよろしいで
しょうか。その場合、は公開をお願い
します。

　「国土交通省大臣官房官庁営繕部監
修」の各改修工事共通仕様書を適用し
ます。また、設備管理記録は事業者独
自のもので作成して下さい。

214 6 Ⅱ （1） 3 ④ 　「チョーキングがないようにする」と要
求水準にありますが、チョーキングを
なしにするということは不可能です。予
防保全により新築時の性能を維持で
きる水準で、外観上チョーキングが
はっきり識別できない水準を維持す
る、という理解でよろしいですか？

　ご質問の通りです。

215 7 Ⅱ （1） 3 ⑦ 　建築物の修繕及び更新を実施する
にあたり、施設の休館日以外に施設
全体及び一部の機能をストップさせる
ことは可能なのでしょうか。

　各施設の休館日は施設毎に異なり、
全てが合致するのは、12月28日～翌年
1月3日の期間です。この期間以外に機
能をストップさせることは原則できませ
ん。
　ただし、建築物の修繕及び更新の規
模にもよりますが、事前に関係者協議会
で打合せを行い業務上に支障がないと
判断されれば可能と考えます。

216 10 表1   建築設備維持管理項目【表1】の“機
器に応ず”回数の設定は、様式4-2-3
計画説明書（2）建築設備保守管理業
務　2）日常点検と定期点検に係る考
え方　を基に任意に設定して構わない
と考えてよろしいか？

　点検回数は【表1】と考えます。しかし、
点検回数を記載していない点検項目
は、業務要求水準を越える範囲での事
業者の提案と考えます。

217 11 Ⅱ （3） 3   要求水準にある「諸機能を常に業務
の支障なき良好な状態に保つ」とあり
ますが、業務に支障をきたす状態と
は、具体的にどのような状態を指すの
でしょうか。

　日常業務のできない状態を考えていま
す。

218 12 Ⅱ （4） 　外灯・駐車場・駐輪場等工作物とは
具体的に何でしょうか。

　施設設計を満たす事業者提案に基づ
く工作物と考えます。
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Ⅱ．業務要求水準書
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ項目 質問事項 回答
219 13 Ⅱ （5） 　桑名市立図書館清掃委託仕様書

（現行）は閲覧のみになっておりました
が、是非とも公開をお願いいたしま
す。

　閲覧でお願いいたします。

220 13 Ⅱ （5） 3 ① 　清掃業務について、以下の質問に
お答えください。
① ゴミ処理とは、本施設内で発生した
ゴミをゴミ置場まで運ぶという考えでよ
ろしいでしょうか、または市が定める
方法で分別する必要があるのでしょう
か。その場合、桑名市のゴミの分別方
法をお教えください。
② ゴミ処理にかんして、市が袋を指
定する場合、その購入単価をお教え
下さい。
③ 現行の図書館等では、どのように
ゴミ処理を行っているのでしょうか。
④保健センターで、医療系廃棄物が
発生した場合、その処理は市の負担
と考えてよろしいでしょうか。

　①施設内によりでるゴミの収集・搬出・
処理は、ISO14001に基づいて分別を行
います。
　②市の指定袋は1枚15円ですが、事業
系のゴミ袋としては使用できません。な
お、ゴミの処理は事業者の業務範囲で
すので、事業系ゴミとして処理していた
だきます。
　③図書館は委託業者にて処理し、保
健センター・勤労青少年ホームは市の指
定日に市職員が処理しています。
　④医療廃棄物処理業務は、本事業範
囲にありません。ただし、発生すれば市
が別途処理します。

221 15 Ⅱ （6） 　午前８時から午後10時までは有人
警備
　午後10時から午前８時までは無人
警備
　開錠時間は午前８時
と記載されておりますが、維持管理上
（始業前清掃等を行うため）開錠時間
を変更することは可能でしょうか。

  開錠時間の午前8時は変更することは
できませんが、維持管理業務に関しては
市の許可を得れば可能です。

222 16 Ⅱ （6） 3   3.要求水準に「施設の保全、防犯及
び、防災を保つ」とありますが、警備上
のどのような業務を指しますか。具体
的な説明をお伺いいたします。

　業務要求水準書P.15　(6)警備業務　2.
業務の内容に示す通りです。

223 16 Ⅱ （6） 3   要求水準に「施設の保全、防犯及
び、防災を保つ」とありますが、この要
求水準を満たせなかった、すなわち、
本来不可抗力であると考えられる盗
難や放火等があった場合も、一切の
責任を事業者が負うという意味でしょ
うか。

　一定の合理的な防犯措置を講じた上
ならば、原則市が責任を負います。契約
書（案）第22条5項をご参照下さい。

224 21 Ⅲ （1） 1 （5） 3   拘束時間とは市職員の拘束も含み
ますか。ご教示願います。

　ご質問の通りです。

225 22 Ⅲ （1） 1 （6） 4 　電話代・ファックス代・電子メール代
は、実績で市が支払うことになってい
ますが、郵送料のみ事業者が負担す
る理由は何でしょうか。

　市職員も使用する電話代・ファックス
代・メール代については、官民の区分が
不可能ですので市が支払いますが、郵
送料は区分が可能ですので、各々の負
担となります。

226 23 Ⅲ （1） 1 （7） 2 　現有の約14万冊の図書等のデータ
を移行し、業務に差しさわりがないよう
にする。とありますが、現有データを管
理しているシステム名称及びデータの
ＭＡＲＣ名称をおしえていただきたく。

　平成14年2月からNECの図書館システ
ム（LICSRⅡ）が可動します。また、
TRCMARCも同時に使用します。
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227 23 Ⅲ （1） 1 （7） 2 　現有の約14万冊の図書等のデータ

を移行し、業務に差しさわりがないよう
にする。とありますが、移行に関して
市のご協力が得られるのかどうか、可
能な項目を下記選択肢より選択いた
だきたく。
1.現有データをパソコンで認識可能な
データに抽出・変換していただける。
（作業の主体は市）
2.現有データの抽出に対し、現有デー
タを管理するシステムの操作及び
データ格納場所について支援いただ
ける。（作業の主体は受注業者）
3.データフォーマットについて公開して
いただける。（作業の主体は受注業
者）
4.一切の協力は得られない。

　現有の図書等のデーターは、新図書
館の開館2ヶ月前に市の責任において
お渡しいたしますが、データーファイル
の形式につきましては、平成16年1月で
業者との委託契約が切れますので、現
時点で申し上げることはできません。

228 23 Ⅲ （1） 1 （7） 2   ｢現有の約14万冊の図書等のデータ
を移行し、業務に差し障りがないよう
にする。｣とあります。移行時の既存シ
ステムよりデータを移行することになり
ますが、移行時のシステムのデータ様
式の開示はパソコンのテキスト形式等
などでＰＦＩ事業者へ無償で提供される
のでしょうか？
  また移行時にあたって正確性を保持
するために蔵書点検等を市側で実施
され資料現物と移行対象データが合
致した後での移行でしょうか？

　現有の図書等のデーターは、新図書
館の開館2ヶ月前に市の責任において
お渡しいたしますが、データーファイル
の形式につきましては、平成16年1月で
業者との委託契約が切れますので、現
時点で申し上げることはできません。
　また、そのデーターは、市の方で移行
する現物との整合性を取りますが、事業
者の立ち会いも想定します。

229 23 Ⅲ （1） 1 （7） 2   ｢現有の約14万冊の図書等のデータ
を移行し、業務に差し障りがないよう
にする。｣とありますが、開館までの間
にPFI事業者は、選書リストを提出し選
書が実施されすることになりますが、
選書リストに複本かどうかを確認する
ため、開館までの間に市側で使用中
システムのデータ様式の開示及びパ
ソコンのテキスト形式（文字コード : シ
フトJIS、ASCIIＩ）等、提供媒体はCD-R
などの媒体でPFI事業者へ無償で提
供は随時可能でしょうか？

　現有の図書等のデーターは、新図書
館の開館2ヶ月前にお渡しいたします
が、データーファイルの形式につきまし
ては、平成16年1月で業者との委託契約
が切れますので、現時点で申し上げるこ
とはできません。
　また、現有データーは、書誌データー
のみ、市の許諾のもと随時お渡しできま
すが、開館2ヶ月前に市からお渡しする
データー以外のデーター抽出について
は、その媒体を含め事業者の負担となり
ます。なお、書誌データーは、平成14年2
月からインターネットでの検索が可能で
す。
　開館2ヶ月前にお渡しするデーターは、
市の方で移行する現物との整合性を取
りますが、事業者の立ち会いも想定しま
す。
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230 23 Ⅲ （1） 1 （7） 2   現有の約14万冊の図書等のデータ

を移行し、とありますが、現有データの
種類およびレイアウト等の公開は可能
でしょうか。また、現有のデータ提供は
どのようになりますか。

　平成14年2月からNECの図書館システ
ム（LICSRⅡ）が可動します。また、
TRCMARCも同時に使用します。
　また、現有の図書等のデーターは、新
図書館の開館2ヶ月前にお渡しいたしま
すが、データーファイルの形式につきま
しては、平成16年1月で業者との委託契
約が切れますので、現時点で申し上げ
ることはできません。
　現有データーは、書誌データーのみ市
の許諾のもと随時お渡しできますが、開
館2ヶ月前に市からお渡しするデーター
以外のデーター抽出は、その媒体を含
め事業者の負担となります。なお、書誌
データーは、平成14年2月からインター
ネットでの検索が可能です。
　開館2ヶ月前にお渡しするデーターは、
市の方で移行する現物との整合性を取
りますが、事業者の立ち会いも想定しま
す。

231 23 Ⅲ （1） 1 （7） 2   ・機器・機材の廃棄処分を行う。とあ
りますが、新規導入分の今後と考えれ
ば良いのでしょうか。

　ご質問の通りです。

232 23 Ⅲ （1） 1 （7） 3   「開館後5年間は、WAN側は2.5メガ
以上、LAN側は100メガ以上とする。」
とありますが、WAN側とは本庁などと
の閉じられたLAN環境同士のLAN間
接続でしょうか？それとも、インター
ネット接続のためのインターネットサー
ビスプロバイダとの接続のことでしょう
か？

　LAN環境同士の規定の接続のことで
す。
　

　･

233 23 Ⅲ （1） 1 （7） 3   「開館後5年間は、WAN側は2.5メガ
以上、LAN側は100メガ以上とする。」
とありますが、WAN側の通信環境につ
いての具体的な回線サービス種類及
び求める通信品質をお示しください。
また2.5メガ以上とは、理論上の回線
速度と解釈してよろしいでしょうか。

　現在市庁舎はADSLですが、平成16年
度を目途にCATV（2.5メガ以上）に変更
する予定です。また、平成14年2月から、
三重県図書館総合目録ネットワークに
加盟しますが、ISDNでの接続です。平成
16年度からは、本庁とはWAN側は2.5メ
ガ以上、LAN側は100メガ以上ないと接
続ができないと考えております。
　また、回線速度は、理論上ではなく２．
５メガを保証するものです。
　新図書館のインターネット環境は事業
者提案ではありますが、パソコン台数や
本庁との関連を考慮して頂くようお願い
します。

234 23 Ⅲ （1） 1 （7） 3 　開館後5年間は、WAN側は、2.5メガ
以上とありますが、WANの種類等具
体的に、計画されていますか。
　また、庁舎側のWANの種類等を教え
てください。さらに今後、庁舎側の変
更計画等はありますか。その際は、内
容の提示は可能でしょうか。

　現在市庁舎はADSLですが、平成16年
度を目途にCATV（2.5メガ以上）に変更
する予定です。また、平成14年2月から、
三重県図書館総合目録ネットワークに
加盟しますが、ISDNでの接続です。平成
16年度からは、本庁とはWAN側は2.5メ
ガ以上、LAN側は100メガ以上ないと接
続ができないと考えております。
　新図書館のインターネット環境は事業
者提案ではありますが、パソコン台数や
本庁との関連を考慮して頂くようお願い
します。

235 23 Ⅲ （1） 1 （7） 3   貸出券としてICカードを採用した場
合、すべての設備（たとえば、OPAC
等）に対し、両者に対応できる機能・装
置を完備しなければならないのです
か？

　事業者の判断におまかせしますが、市
が発行したICカードに貸出券が添付され
た場合でも、ICカード発行範囲外の利用
者には事業者の負担で貸出券を発行し
ていただくことになります。
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236 23 Ⅲ （1） 1 （7） 3 　職員に、コンピューターの専門知識

を有する者を配置することとあります
が、常駐する必要がありますか。

　事業者の提案事項となります。

237 24 Ⅲ （1） 1 （7） 4   ・新聞・百科事典・法律等データー
ベース化されたものは、少なくとも事
務室・　郷土資料室・レファレンスカウ
ンター・IT コーナーで見られるようにす
る。とありますが、新聞・百科事典・法
律等データーベース化されたものと
は、何を指しますか。更新は、どのよう
に考えれば良いのですか。

　現在市販されているCD-ROM、また
は、インターネットで検索できるものを想
定しておりますが、データーベース化さ
れたものをどのように提供するか或いは
更新するかについては、事業者の提案
事項で、様式集　様式5‐2‐6でご提案下
さい。

238 24 Ⅲ (1) 1 （7） 4 　有料の各種データベースの想定内
容、利用者への使用料負担の考え方
をお示し下さい。

　現在市販されているCD-ROM、また
は、インターネットで検索できるものを想
定しておりますが、データーベース化さ
れたものをどのように提供するか或いは
更新するかについては、事業者の提案
事項で、様式集　様式5‐2‐6でご提案下
さい。
　プリントアウト代は市の条例によって定
めます。現在コピー代金は大きさに関係
なく1枚10円ですので、同等の料金を想
定しています。利用者負担はこのプリン
トアウト代のみです。
　また、インターネット使用料は市で負担
しますが、データベースにかかる費用は
事業者の負担です。

239 24 Ⅲ （1） 1 （7） レファレンス
カウンター

  貸 出・返却・検索（CD-ROM を含
む）・貸出券発行が可能なパソコン（デ
スクトップ型）を4台設置する。
桑名市図書館等複合施設特定事業
施設設計要求書のP15　・貸出・返却・
検索及びCD ‐ROM 検索が可能なパ
ソコン1 台（デスクトップ型）を配置す
る。2文書での台数の違いが見受けら
れますが、どちらになりますか。

　「桑名市図書館等複合施設特定事業
施設設計要求書のP15　・貸出・返却・検
索及びCD ‐ROM 検索が可能なパソコン
1 台（デスクトップ型）を配置する。」が正
確な記述です。
　設置・整備機器一覧に関しては、修正
箇所正誤表（平成13年12月14日修正）
Ⅱ．業務要求書　をご参照下さい。

240 25 Ⅲ （1） 1 （7） AV・IT受付カ
ウンター

　AV配信機器について「DVD、CD-
ROM、レーザーディスク等」とあります
が、DVD-Video、CD-ROMとレーザー
ディスクであると解釈してよろしいです
か。

　AV機器については事業者の提案事項
となります。様式5－2－9でご回答下さ
い。

241 25 Ⅲ （1） 1 （7） AVコーナー   「DVD 、CD-ROM 、レーザーディス
ク、コンパクトディスク、カセットテープ
など、資料は6000点を目安とする。」と
ありますが、館外貸出しをする場合は
貸出規則をお示しください。（禁帯出，
館外貸出可能，貸出可能数 等）

　貸出は図書館運営方針P．8　4．サー
ビス方針に記載した通りですが、著作権
法に違反しないものに限ります。

242 25 Ⅲ （1） 1 （7） AVコーナー   DVDなどの資料「DVD 、CD-ROM 、
レーザーディスク、コンパクトディスク、
カセットテープなど、資料は6000点を
目安とする。」とありますが、AVブース
で閲覧する資料の内訳数量目安があ
ればお示しください。

　AV資料を含む図書等の選定は事業者
の業務です。
　図書館運営方針の図書館関連資料
資料11　9．図書館運営業務関連各種
データ　（2）分類別数　をご参照下さい。
なお、この数値は、開館3年を経た時点
で3年毎に見直します。

243 25 Ⅲ （1） 1 （7） AVコーナー   『資料は6000点を目安とする』との記
述がございますが、DVD、CD-ROM、
レーザーディスク、コンパクトディスク、
カセットテープそれぞれの予定内訳数
量をお聞かせ願います。

　AV資料を含む図書等の選定は事業者
の業務です。
　図書館運営方針の図書館関連資料
資料11　9．図書館運営業務関連各種
データ　（2）分類別数をご参照下さい。
なお、この数値は、開館3年を経た時点
で3年毎に見直します。
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244 25、

26
Ⅲ （1） 1 （7） ITコーナー

事務室（管理
部門）

  ｢オンラインデーターベースなどを、
閲覧・検索・プリントアウトができる｣、
とありますがオンラインデータベース
が有料サービスである場合、オンライ
ンデータベース業者により料金体系は
諸々と思われますが、利用料金は図
書等購入費として精算されるものと理
解して宜しいでしょうか？。あるいは利
用者から徴収するのであれば、課金
方法をご呈示ください。

　オンラインデータベースは、新聞社等
では図書館用に定料金設定もあります
が、契約料金は図書等購入費に含ま
れ、一業者との契約を購入１点とカウン
トします。
　また利用料金を利用者から徴収する
想定はしておりません。

245 26 Ⅲ （1） 1 （7） 事務室（整理
部門）

  『パソコン4台を設置する。（中略）、メ
ディア編集等に使用する』との記述が
ございますが、メディア編集とは具体
的に何を想定されているかお聞かせ
願います。
・どんなメディアに対して
・どんな編集を行うか？

　業務要求水準にあげました、ホーム
ページの作成や古文書等のデジタル
化、ポスター・チラシ作成などを想定して
いますが、事業者の提案事項となりま
す。

246 26 Ⅲ （1） 1 （7） システム関連
一覧

  「インターネット上で相互貸借ができ
るようにする。」とありますが、電子
メールにより相互貸借の連絡を行うと
の解釈でよろしいですか？

　電子メールでも可能ですが、インター
ネット上での予約も可能とすることです。

247 26 Ⅲ （1） 1 （7） システム関連
一覧

  「24時間365日正常に稼動させる」と
ありますが、サーバー保守作業のた
めの運転停止などは許諾の範囲と判
断してよろしいでしょうか？またイン
ターネット接続などの為の第1次電気
通信事業者の提供するアクセス回線
に対してもその要件を必要とします
か。

　保守のための停止は許諾の範囲とし
ますが、予告は必要です。
　また、アクセス回線の点検は、事業者
の提案範囲ですが同様に予告は必要で
す。

248 26 Ⅲ （1） 1 （7） システム関連
一覧

  『24時間365日正常に作動させる。』
と記載されていますが、システムの定
期保守、メンテナンスを行う場合にお
いても、図書館システムの全機能を停
止することなく、連続稼動する必要は
ございますか？

　保守のための停止は許諾の範囲とし
ますが、予告は必要です。
　また、連続稼動をさせるか否かは、事
業者の提案範囲です。

249 27 Ⅲ （1） 1 （7） システム関連
一覧

  「コンピュータウイルスに対応するこ
と。」とありますが、対応とは初期整備
時にサーバ及びクライアントPCにウィ
ルス駆除・検知ソフトをインストールす
る等の予防措置を講じるととも、運営
時においては新種ウィルスへの対策
を紹介すること等と解釈してよろしい
でしょうか。その場合ウイルス定義ファ
イルや検知エンジンファイルなどの更
新及び適用の可否は、運営スタッフに
よる適宜判断でよろしいでしょうか？

　事業者の提案事項となります。様式5-
2-7でご提案下さい。

250 27 Ⅲ （1） 1 （7） システム関連
一覧

　 「古文書を中心とした郷土資料をデ
ジタル化・データベース化すること」と
要求水準にありますが、保有する最も
大きな古文書・郷土資料の種類・大き
さをお教えください。屏風絵などもある
のでしょうか？

　屏風はございません。古文書は美濃
本及び半紙本の大きさが殆どです。
　現物は閲覧可能です。

251 27 Ⅲ （1） 1 （7） システム関連
一覧

  ･盗難防止装置及び入館者自動カウ
ンターとコンピューターを連動させるシ
ステムを組み、保守管理も行うこと。と
ありますが、コンピュータと連動させる
内容とは、何になりますか。

　入館者統計ができ、盗難が防止できる
ことが要求水準ですが、事業者の提案
事項となります。様式5－2－10でご提案
下さい。
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252 27 Ⅲ （1） 1 （7） システム関連

一覧
  三重県図書館総合目録ネットワーク
を引き継ぎ、常に利用できる状態に保
つこと。とありますが、具体的な業務
内容は下記と考えてよろしいですか。
下記以外に必要な業務項目が有れば
教えていただきたく。
＜業務内容＞
1.桑名市で保有する資料の目録情報
データを、指定された形式に従って、
三重県図書館総合目録ネットワーク
側システムへ提供する。
2.インタネットに接続されたパソコンか
ら、三重県図書館総合目録ネットワー
クで公開された情報を参照する。

　三重県図書館総合目録ネットワークシ
ステムはすでに構築されておりますの
で、引き継いでいただければ結構です。
但し、インターネットで接続されています
ので、それが常に正常に稼動しているか
の状態チェック・情報の更新や、システ
ムがバージョンアップされた場合等に対
応していただく必要があります。

253 30 Ⅲ （1） 2 （3） 　貸出券の購入は市負担と考えてよろ
しいでしょうか。

　市が負担するのはICカードに貸出券が
添付されたカードとそのリード機のみで
す。貸出券はその様式を含め、事業者
の提案事項で、費用負担は事業者にて
お願いします。

254 30 Ⅲ （1） 2 （3） 3 　市が発行するICカードとの連携に伴
なうシステム変更の費用は、市の負担
と考えてよろしいでしょうか。また、シ
ステム変更期間中に利用者の混乱、
ICカードの仕様に起因する図書館側
のシステム障害等が発生し、運営に
支障をきたすことが十分に考えられま
すが、この場合のリスク分担について
は、市と協議を行ったうえで対応する
と考えてよろしいでしょうか。

　市が負担するのはICカードに貸出券が
添付されたカードとそのリード機のみで
す。また、市が発行したICカードに貸出
券が添付された場合でも、ICカード発行
範囲外の利用者には事業者の負担で貸
出券を発行していただくことになります
ので、システムの対応はあらかじめご配
慮下さい。
　また、システム上の障害は考えられま
せんが、もし発生するようなことであれ
ば事業者のリスクと考えております。
　なお、利用者の混乱は、市と事業者と
協議をして対応します。

255 30 Ⅲ （1） 2 （3） 3   表中で示されている「貸出券」と「図
書券」の意味合いが不明です。「貸出
券」は申請者に対し発行される利用者
カードと理解してよろしいですか？（た
だし、「図書券」の意味が不明です）

　「図書券」は「貸出券」に訂正致しま
す。修正箇所正誤表(平成13年12月14
日修正)　Ⅱ．業務要求水準書　をご参
照下さい。

256 30 Ⅲ （1） 2 （3） 4   「貸出券は、初年度は全て再発行す
る。但し、市内及び近隣町の住民に
は、住民基本台帳に基づくIC カードに
添付予定で、IC カードは市が発行す
る。従って、範囲以外の利用者に貸出
券を発行する。」とありますが、現在自
治省を中心に計画されている住基ネッ
トおよび住民カードの導入に際して、
具体的な仕様などが提示されておら
ず積算が困難です。運営開始前にIC
カードが利用可能となった場合対応す
るハードウエア等のシステム整備によ
る費用は別途精算されるものと理解し
て宜しいでしょうか？
  また事業開始後に導入可能となった
場合、5年ごとのシステムの更新で整
備し、費用に関しては高スペック化に
よる見直しにより、市より支払われると
の理解で宜しいでしょうか？

　前段については、市が負担するのはIC
カードに貸出券が添付されたカードとそ
のリード機のみです。システムは事業者
の負担と考えております。また、市が発
行したICカードに貸出券が添付された場
合でも、ICカード発行範囲外の利用者に
は事業者の負担で貸出券を発行してい
ただくことになりますので、システムの対
応はあらかじめご配慮下さい。
　後段については、前述のように、高ス
ペック化とは考えておりませんので事業
者負担とします。また、システムの整備
については、入札説明書P.34　付属資
料②サービスの対価の算定方法　（1）
サービスの対価の算定　3）各サービス
の算定方法　○システム整備保守管理
費を参照にして下さい。

257 30 Ⅲ （1） 2 （3） 4   市負担で発行する住民基本台帳に
基づくICカード（以下、住基カードと記
す）を貸出券として利用し、それでカ
バーできない部分をSPCで貸出券発
行することが想定されているが、貸出
券発行範囲が4パターン提示されてい
ます。費用見積もりはどれを前提とす
ればよいのでしょうか。

　事業者のご判断におまかせいたしま
す。
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Ⅱ．業務要求水準書
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ項目 質問事項 回答
258 31 Ⅲ （1） 2 （4） 2   2.業務の内容に「督促をする。通常

の督促は、1週間に1度する。図書整
理後には徹底した督促をする。」とあり
ますが、督促の手段の選択は事業者
の提案範囲と考えており、図書館の貸
出図書の督促という性格上、最初は
郵便によるものが適当と考えていま
す。その他、督促手段につき御市のご
指示等がございましたらご呈示下さ
い。

　事業者のご判断におまかせいたしま
す。

259 34 Ⅲ （1） 2 （7） 4   郷土資料スペースはレファレンス担
当職員の監督下に置くと解釈してよろ
しいですか。ご教示願います。

　ご質問の通りです。

260 35 Ⅲ （1） 2 （8） 2 　料金の徴収は複写機をコイン式にし
た場合は不要とありますが、利用者が
自らコピー作業を行う場合、図書館の
係員に対し、複写の申し込みは行うと
しても、実際の枚数は利用者の判断
で行われ、著作権等の問題が発生す
ると考えられます。問題等が発生した
場合のリスク分担について、市の考え
をお聞かせください。

　現在、著作権法及び図書館の慣例とし
て、コイン式コピーは許容範囲となって
おります。
　しかし、確認は必要ですので、事業者
側で申請枚数と利用枚数を確認してい
ただきます。それにもかかわらず、利用
者が枚数をごまかして問題が生じた場
合は、利用者及び事業者の責任となり
ます。

261 35 Ⅲ （1） 2 （8） 4 　複写の料金は、その日の内に市へ
納入することになっていますが、具体
的にはどこに何時までに納入すること
になるのでしょうか。また、納入後に預
かった料金は次の日に納入してもよろ
しいのでしょうか。

　閉館後精算して市職員へお渡し下さ
い。

262 37 Ⅲ （1） 3 （1） 2 　「図書」について1点とは1冊の本を
複数冊整備する場合も1点と数えるの
でしょうか？

　複本は別々のカウントとなります。
　本の形状以外の資料もありますので、
単位を「冊」ではなく「点」と表記した箇所
もございます。

263 38 Ⅲ （1） 3 （1） 4 　図書等の選定は事業者側の担当
で、決定は市側ですが、特に開館前
の6万点を選定するにあたって、現図
書館所蔵の14万冊と選定した6万点
の「重複チェック」は必要でしょうか。
必要であればそのチェックは事業者
側、市側のどちらが担当するのでしょ
うか。事業者側が実施する場合には、
14万冊の書誌データをＭＴ等で貸与
頂けるのでしょうか。また、P.37にある
通りに、選書目録を段階的に提出す
ることになっていますが、目録提出の
際にペーパーだけではなく、FD等の
データでも提出する必要があるので
しょうか。

　図書等の購入計画・立案は選定・収集
業務に入っております。従って、重複
チェックは事業者の責務です。
　現有の図書等のデーターは、新図書
館の開館2ヶ月前にお渡しいたします
が、データーファイルの形式につきまし
ては、平成16年1月で業者との委託契約
が切れますので、現時点で申し上げるこ
とはできません。
　また、現有データーは、書誌データー
のみ市の許諾のもと随時お渡しできます
が、開館2ヶ月前に市からお渡しする
データー以外のデーター抽出は、その
媒体を含め事業者の負担となります。な
お、書誌データーは、平成14年2月から
インターネットでの検索が可能です。
　また、選書にあたって、ペーパー以外
のデーター提出の要不要の判断も事業
者となりますが、市としましては、ペー
パーとFD等のデーター両方提出いただ
ければ幸いと考えております。
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Ⅱ．業務要求水準書
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ項目 質問事項 回答
264 40 Ⅲ （1） 3 （3） 2 　「除籍処分の決定した図書」につい

てたとえば生活利便施設で、古本とし
て売却し生活利便施設の収入とする
ことは可能でしょうか？

　契約書（案）第23条に示す通り、図書
等は購入後直ちに事業者から市へ引渡
しを行ない、市へ所有権を移転するもの
で、除籍処分の決定した図書等につい
ても引き続き市の所有権の下にあるた
め事業者によって売却しその収入を事
業者のものとすることはできません。

265 40 Ⅲ （1） 3 （3） 2   開館前にディジタル化を行なう、郷
土資料（古文書等）の冊数及び伝統
行事等資料（ＶＴＲ等）の本数はどの
程度の数量でしょうか。また、各年度
の計画数もお教えください。なお、ディ
ジタル化の具体的な仕様もお教えくだ
さい。

　デジタル化を行う古文書は350冊約
53000枚です。別添資料「デジタル化す
るビデオテープリスト」をご参照下さい。
　各年度の計画及び仕様は事業者の提
案事項となります。

266 40 Ⅲ （1） 3 （3） 2   「古文書を中心とした郷土資料をデ
ジタル化する。」「伝統行事等資料を
デジタル化する。」とありますが、対象
が紙媒体である場合出力対象がプリ
ンタまたはディスプレイでかつ利用者
による個人利用である点からその品
質につき原寸サイズ300dpi程度の
JPEG形式と解釈してよろしいでしょう
か？

　事業者の提案事項となります。様式5-
2-10でご提案下さい。

267 40 Ⅲ （1） 3 （3） 2   「古文書を中心とした郷土資料をデ
ジタル化する。」「伝統行事等資料を
デジタル化する。」とありますが、開館
後、郷土資料コーナーに配属される選
任スタッフによるデジタル化作業とな
るのでしょうか。または開館準備段階
における作業となるのでしょうか？開
館準備段階における作業である場合
には、いつ対象となる資料をお貸しい
ただけるのでしょうか？

　デジタル化する資料は随時お貸ししま
すが、デジタル化は事業者の提案事項
となります。様式5-2-10でご提案下さ
い。

268 40 Ⅲ （1） 3 （3） 2 　現有の約14万冊の図書等を利用可
能な状態で、開館までに管理するとあ
りますが、この14万冊は開館までに全
書誌データが完備されている状態で
しょうか。また14万冊の除籍選定（新
図書館に移設せず）や、閉架書庫に
入庫するべき図書選定とデータ処理、
そして新図書館への移設配架作業は
市側で実施されるのでしょうか。

　現有の図書等のデーターは、新図書
館の開館2ヶ月前にお渡しいたします
が、データーファイルの形式につきまし
ては、平成16年1月で業者との委託契約
が切れますので、現時点で申し上げるこ
とはできません。データーは、市の方で
移行する現物との整合性を取りますが、
事業者が整備されたシステムと合わな
い場合は、事業者側でデーターを整備し
て頂く必要があります。
　また、現有データーは、書誌データー
のみ市の許諾のもと随時お渡しできます
が、開館2ヶ月前に市からお渡しする
データー以外のデーター抽出は、その
媒体を含め事業者の負担となります。な
お、書誌データーは、平成14年2月から
インターネットでの検索が可能です。
　14万冊は開館まで管理するのではなく
整理していただきますので、配架及び閉
架処理は事業者の業務となります。但
し、現図書館から新館までの移転業務
のみは市の負担となります。
　また、廃棄処理は、平成16年度まで考
えておりません。詳しくは運営方針の図
書館関連資料中「図書等収集計画」をご
参照下さい。

269 44 Ⅲ （1） 3 （6） 3 　「図書の特別整理は5日間とし休館
する」とありますが、蔵書数が増すと5
日間では困難となることが予想されま
す。事業期間後半では多少の増を認
めていただけませんでしょうか。

　5日間で充分と考えております。
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Ⅱ．業務要求水準書
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ項目 質問事項 回答
270 45 Ⅲ （1） 4 （1） 2   開館前に購入した図書等6万点は、

現図書館へ納品してよろしいのでしょ
うか。

　開館2ヶ月前が準備期間となっており
ますので、その期間に新館へ納入して
下さい。

271 46 Ⅲ （1） 4 （2） 2   図書等の所有権は市に帰属すると
いう理解で宜しいでしょうか。

　契約書（案）第23条に示す通り、図書
等は購入後直ちに事業者から市へ引渡
しを行ない、市へ所有権を移転するもの
です。

272 46 Ⅲ （1） 4 （2） 2 　図書等の市への所有権移転は、購
入直後に行うのでしょうか。

　契約書（案）第23条　業務要求水準書
P．46　Ⅲ．（1）図書館運営業務　4．（2）
図書等の所有権移転業務　に示す通
り、購入した図書等については、貸出可
能な状態にした上で直ちに市に引渡し、
所有権移転を行なって下さい。

273 47 Ⅲ （2） 2 　「飲食施設又はコンビニ程度の物販
施設」とあり、ほぼ業態が規定されて
います。公共の利便に資する他の業
態たとえば修理業などユニークな業態
の導入は不可能でしょうか。

　記載通り、生活利便サービス施設の業
態は「喫茶・軽食程度ができる飲食施設
またはコンビニ程度の物販施設等」に
沿ったものとして下さい。

274 47 Ⅲ （2） 3   ｢万一、事業破綻となった場合でも、
生活利便サービス施設の運営を相当
期間空けないように事業する。｣とあり
ますが、事業破綻以外でも、SPCから
の委託先の変更等により、テナントの
変更のため営業を相当期間休止する
ことも考えられます。この場合、市から
改善措置を受けない相当の期間とは
どのくらいの期間を想定したらよろし
いでしょうか。

  委託先の変更については、市と事業者
の協議の上、市の承諾が必要とされて
います。従って、テナントの変更のため
営業を休止する場合の期間について
も、市と協議の上決めていただきます。

275 47 Ⅲ （2） 3   生活利便サービス施設の運営時間
について、「運営時間等は予め、市の
責任者に協議をする」となっておりま
すが、生活利便サービス施設の事業
採算性を検討した結果、施設の運営
時間外においても運営を行うことが望
ましい場合、運営することは可能であ
ると考えてよろしいのでしょうか？

　市との協議の結果、運営を行うことが
望ましいと判断した場合は可能と考えま
す。近隣住民に対する配慮があれば可
能です。

276 47 Ⅲ （2） 3 　施設の開館以外の時間に営業する
場合には施設の駐車場を利用しても
よろしいのでしょうか。その際に、利用
台数等の制約条件はあるでしょうか。

　施設開館以外の駐車場について、利
用は可能ですが、必要台数分を明確に
区分しての利用を想定しています。ま
た、生活利便サービス施設で利用する
駐車部分における警備については、生
活利便サービス施設の責任となります。

277 附1   プレイルームの業務は事業者側の
業務と考えるのでしょうか？

　市の業務です。

278 附1   図書館運営業務の中で、御市の業
務範囲は何名の方が、どちらで作業
を行うのですか。

　市職員の配置は、館長を含め5名と想
定しています。執務は事務室で行いま
す。
　施設設計要求書P．22　Ⅲ．施設設計
要求書　（5）図書館　「管理部門」をご参
照下さい。

279 附1 1
2
2
3

  図書館運営業務について統括的業
務の消耗品等管理業務に「備品管
理」（3-1-29）がありますが、ここでいう
備品とは何でしょうか？　図書館等施
設維持管理業務の備品什器等保守
管理業務(2-3-2)との違いをお示しい
ただきたい。

　3－1－29は図書館運営業務要求水準
で要求していない備品ですが、事業者
側が用意し、事業者側の職員が日常使
用する椅子・机・ロッカー等事務的な備
品を想定しています。
　2－3－2は、業務要求水準で要求した
備品の管理をいいます。
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No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ項目 質問事項 回答
280 附1 2 3 　図書館に関わる市の職員は毎日図

書館には出勤しないとの理解でよろし
いでしょうか。

　市の職員は毎日出勤します。

281 附1 4 2 ③ 　図書等の廃棄処理費用は事業者負
担でしょうか。

　ご質問の通りです。

282 附2 　表中にあります「施設外」、「施設内」
の意味を教えてください。

　「施設外」とは、地区市民センター等保
健センターが巡回で利用する施設をい
い、「施設内」とは、本保健センターをい
います。

283 附2 　様々な検診などで、大型車（検診車
等）が、どのくらいの頻度で、どのくら
いの期間、来所しているのかを教えて
ください。

　頻度については、業務要求水準書
【付属資料1】業務範囲一覧表P．13～15
（検診事業）をご参照下さい。
　期間については、胃がん検診は午前7
時30分～午前11時、肺がん検診は午後
1時～午後3時、子宮がん検診は午後1
時～午後3時、乳がん検診は午前9時30
分～午後3時です。なお、子宮がん検
診・乳がん検診は同日に実施します。

284 附3 　表中にあります「施設外」の意味を
教えてください。

　「施設外」とは、バドミントン、テニス
サークルが利用する学校等公共施設を
いいます。
　その他、親睦行事を実施するため､県
内外の観光施設も利用しています。

285 附3 　検診車の利用頻度をわかりやすくご
教示下さい。（例：およそ月○回、台数
1台又は2台など）

　業務要求水準書　【付属資料1】業務範
囲一覧表P．13～15（検診事業）をご参
照下さい。台数については、各検診とも1
台です。なお乳がん検診・子宮がん検診
は、同日検診ですので検診車は2台駐
車します。
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Ⅲ．施設設計要求書
No. ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
286 2 Ⅱ （1） 　事業開始時まで変更予定の用途地

域（商業地域）の範囲をご教示くださ
い。周辺地域の用途地域名及び日影
規制等の規制についても併せてご教示
ください。

　事業地東・北・西側は商業地域であり、
南側は近隣商業地域となります。詳しく
は、桑名都市計画用途地域の変更図書
の縦覧を桑名市都市計画課にて行って
いますので、ご確認下さい。
　また、日影規制はありません。

287 2 Ⅱ （2） 　法的条件整理の為、対役所に確認を
してもよろしいでしょうか。

　必要であれば問題ないと考えておりま
す。

288 3 Ⅱ （3） 　設計及び建設にあたり、建築工事共
通仕様書等の適用基準類を遵守する
ことが必要でしょうか。施設の維持管理
及び修理業務のリスクが事業者側にあ
るため、性能発注の観点から仕様につ
いては事業者側の提案に委ねるべきと
考えますがいかがでしょうか。

　施設設計要求書P．3　Ⅱ　施設設計要
件(3)適用基準等を遵守して下さい。

289 3 Ⅱ （5） ② 　除外施設の要否については桑名市建
設部下水道課との調整が必要とありま
すが、費用算出にあたり役所と確認を
行ってもよろしいですか。

　必要であれば問題ないと考えておりま
す。

290 4 Ⅱ （5） ⑤
⑥
⑦

　上記引込条件等を事業者にて確認が
必要とありますが、費用算出にあたり
各社との折衝を行ってもよろしいです
か。

　問題ないと考えております。

291 5 Ⅲ 　地階利用の提案は可能でしょうか。   可能ですが、施設設計要求書の規定に
したがって下さい。

292 5 Ⅲ （1） 　① 生活利便サービス施設は他施設と
別棟に配置することは構いませんか。

　② 記載されている各施設の面積規模
は最低確保すべき面積と考えてよいで
すか。

　①生活利便サービス施設について、他
施設と別棟にすることは不可能とします。
　②各施設の面積規模については、市が
提示している面積の±10%内の変更は可
能です。

293 6 Ⅲ （2） 1） ア 　「主要機器は原則屋内設置とする」と
ありますが、耐久性・環境配慮に十分
留意し屋外設置が妥当であることを検
証することにより、一部の機器の屋外
設置を盛り込むことを許容いただけま
すか?

　屋外設置は可能と考えますが、景観上
の配慮をお願いします。

294 7 Ⅲ （2） 2） オ 　施設内重要負荷への停電時送電用
自家発電機の稼働時間(燃料搭載量)
はその燃料保管料が危険物に該当し
ない範囲内での稼働時間で計画すると
考えてよろしいですか。

　図書館システムのバックアップ体制を
講じていれば、提案の範囲と考えており
ます。

295 7 Ⅲ （2） 2） キ 　建物内で使用する内線電話は構内Ｐ
ＨＳシステム等の導入は不要と考えて
よろしいですか。

　市の直営業務に関わり利用する内線
電話に関しては、原則的に有線での電話
器を設置願います。

296 7 Ⅲ （2） 2） コ 　図書館においては、オートアナウンス
が出来る設備を備えるとは、具体的に
どのような設備を考えればよいのです
か。

　開館・閉館時間のアナウンスができる
設備を想定しています。

297 7 Ⅲ （2） 2） ケ 　いわゆる「電波時計」等を導入するこ
とにより、施設内の時計の時刻を同期
させ、「親子式時計」の代替案とするこ
とは可能でしょうか。

　施設設計要求書を満たしていれば可能
と考えます。
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298 7 Ⅲ （2） 2） ク 　・機器・機材の廃棄処分を行う。LAN

が導入可能なように、幹線布設用ケー
ブルラックをOA フロアー設置想定室に
布設する。但し、図書館施設について
は、無線LAN を導入することを妨げな
い。
とありますが、幹線布設用ケーブルラッ
クとは、どのような物ですか。

　導線やLAN線をまとめて整理するもの
をいいます。
　なお、LAN関連につきましては、施設設
計要求書P．60～67　Ⅵ．諸室関係資料
（参考）をご参照下さい。

299 9 Ⅲ （2） 5） 　様式集3-8建設工事費積算表のどの
費用項目に記載すればよろしいです
か。

　様式3-8に関しては、訂正致しましたの
で、修正版様式集　様式3-8をご参照下
さい。

300 10 Ⅲ （3） 総合管
理ゾー
ン

総合エ
ントラ
ンス
ホール

　ソファー等とありますがその数はどの
ように考えればよろしいですか。

　保健センターの検診業務を行なう上で
検診車への出入口付近に10人程度が待
機できる数量を最低要求数とした上で、
維持管理業務遂行上の適切な数量は事
業者の提案によるものと考えます。

301 11 Ⅲ （3） 外構・
外壁等
駐車
場

　来館者駐車場用に駐車管制システム
等を計画する必要は無いと考えてよろ
しいですか。

　駐車場の管理は、業務要求水準書Ｐ．
15　（6）警備業務に指示した要求水準を
満たしていることが必要であり、その範囲
においてどのような駐車管理システムを
導入するかは、事業者の提案の範囲と
考えます。

302 13 Ⅲ （4） 　更衣ロッカー数は市職員の人数分＋
SPC関係者の人数分と考えてよろしい
でしょうか。市職員の男女割合をお教
え下さい｡

  前段について、運営業務を委ねる図書
館についてはご質問の通りです。
　後段については、現状の市職員の男女
割合は、図書館は男性1人・女性4人、保
健センターは男性1人・女性10人、勤労
青少年ホームは男性2人です。

303 14～
24
Ⅲ （5） 　郷土資料の保存スペース、書庫(閉架

式)等について、室内の温湿度や消火
方法等、保管基準に関する規定があり
ましたらご指示ください。

　古文書を主と考えておりますので、文
化庁指導基準の、温度20℃～22℃、湿
度60％を理想とします。
  なお、消火設備については施設設計要
求書P．20をご参照下さい。

304 14 Ⅲ （5） エント
ランス
ゾーン

エント
ランス
ホール

　盗難防止装置及び入館者自動カウン
ター装置は各1ヶ所と考えてよろしいで
すか。

　事業者の提案事項となりますので、様
式5－2－10でご提出下さい。

305 14 Ⅲ （5） エント
ランス
ゾーン

エント
ランス
ホール

一般利
用者及
び関係
者の出
入

　設計水準で、『入館者をカウントする
機械を設置する』との記述がございま
すが、入館者カウントについては、来館
目的別のカウントをする必要はござい
ますか？
来館目的とは、
　①図書館利用
　②保険センター利用
　③勤労青少年ホーム利用
　④多目的ホール利用
のことを示します。

　図書館のエントランスですので、図書館
入館者のカウントのみです。

306 14 Ⅲ （5） 読書
ゾーン
一般
閲覧ス
ペース

受付カウ
ンター

　「一般閲覧スペース受付カウンターは
事務室及び閉架書庫へは他の室を通
り抜けることなくいけるようにする」とあ
りますが、通路及び通路スペースでの
通り抜けが可能であればよろしいでしょ
うか。

　カウンターから、業務要求水準で要求
する各室への動線は、最短であることが
望ましいと考えております。カウンターと
各セクションとは、隣接若しくは近接する
ことを考慮していただき、事業者の提案
に委ねます。
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307 15 Ⅲ （5） 読書

ゾーン
一般
閲覧ス
ペース

レファレ
ンスカウ
ンター

　「一般閲覧スペースレファレンスカウ
ンターは事務室及び閉架書庫及び郷
土資料室へは他の室を通り抜けること
なくいけるようにする」とありますが、通
路及び通路スペースでの通り抜けが可
能であればよろしいでしょうか。

　カウンターから、業務要求水準で要求
する各室への動線は、最短であることが
望ましいと考えております。カウンターと
各セクションとは、隣接若しくは近接する
ことを考慮していただき、事業者の提案
に委ねます。

308 16 Ⅲ （5） 読書
ゾーン
一般
閲覧ス
ペース

書架等 　「分類は、10分類と郷土資料、コンパ
クトディスク、カセットとする。」とありま
すが、カセットとは、カセットテープ及び
VTRと解釈してよろしいでしょうか？

　ご質問の通りです。

309 16 Ⅲ （5） 読書
ゾーン
一般
閲覧ス
ペース

書架等 　｢分類は10分類と郷土資料、コンパク
トディスク、カセットとする。｣とあります
が、コンパクトディスクとカセットは、開
架への配架で館外貸出しに対応して、
館内閲覧には対応しない（閲覧用機器
の整備はしない）と考えてよろしいです
か。

　著作権法に違反しないものは貸出対象
とします。
　なお、AV資料の貸借や使用をどのよう
に行うかは、その範囲を含めて事業者の
判断です。

310 17 Ⅲ （5） 読書
ゾーン
児童
閲覧
室

受付カウ
ンター

　「児童閲覧室受付カウンターは事務
室及び閉架書庫へは他の室を通り抜
けることなくいけるようにする」とありま
すが、通路及び通路スペースでの通り
抜けが可能であればよろしいでしょう
か。

　カウンターから、業務要求水準で要求
する各室への動線は、最短であることが
望ましいと考えております。カウンターと
各セクションとは、隣接若しくは近接する
ことを考慮していただき、事業者の提案
に委ねます。

311 19 Ⅲ （5） 学習
ゾーン

　受付カウンターに、カウンター背面等
にDVDなどを収納して、「職員操作の配
信」とする。デジタルラーブラリーシステ
ムを導入した時は、「操作はカウンター
とする」と明記されていますが、そのた
めの必要備品が明記されていません。
これは同じ受付カウンターのパソコン１
台で兼用するという意味合いなのでしょ
うか。AV鑑賞ｺｰﾅｰ（資料6,000点目安）
のAV資料を館外貸出サービスをする
か否かにもよりますが、この受付カウン
ターと、AV鑑賞コーナー＆ITコーナー
の利用者向けのブース端末（基本的に
は職員操作ではなく、かつ利用者が受
付カウンターではなく、各ブース端末操
作で自ら操作するというのが通例）との
運用サービス面の視点から、その兼ね
合いがよく把握できません。詳細な説
明をお願いしたいと思います。

　AV機器につきましては、事業者の提案
事項となりますので、詳細は示してありま
せん。図書館運営業務提案書　様式5－
2－9でご提案下さい。
　また、AV資料の貸出につきましては、
著作権法に違反しないものは貸出対象と
いたします。

312 19 Ⅲ （5） 学習
ゾーン
学習ス
ペース
受付カウ
ンター

 　6月に発表された施設設計要求書
（案）では、学習スペース受付カウン
ターの必要備品に「配信機器」と書かれ
てありますが、今回の施設設計要求書
においては削除されています。どちらが
正しいのでしょうか。

　IT及びAV関連機器等は、業務要求水
準P．23　（１）図書館運営業務　１　総括
的業務　（7）コンピュータシステムの整
備・保守・管理の項に記入してありますの
で、ご覧下さい。
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313 19 Ⅲ （5） 学習

ゾーン
学習ス
ペース
受付カウ
ンター

　『・・・職員操作の配信とする。デジタ
ルライブラリーシステムを導入した時
は、操作はカウンターとする』との記述
がございますが、
　①鑑賞希望者が、申込用紙などに鑑
賞希望ＡＶ名を記入して職員に申請し、
職員が指定ブースにむけてＡＶ配信操
作を行うという運用を想定されてみえる
のでしょうか？
　②ＡＶ鑑賞コーナーのDVD、CD－
ROMが鑑賞できる機器から、利用者が
自分で鑑賞したいものを検索し、自分
で操作（スタート、ストップ、ポーズ等）
する必要はございませんでしょうか？

　事業者の提案事項となります。図書館
運営業務提案書　様式5－2－9でご提出
下さい。

314 19 Ⅲ （5） 学習
ゾーン
学習ス
ペース
AV鑑賞
コーナー

　DVD、CD－ROMが鑑賞できる機器の
数量をご指示ください。

　施設整備要求の「学習ゾーン」「AV鑑
賞コーナー」を最低基準として示してあり
ますが、それ以上については事業者提
案とします。

315 19 Ⅲ （5） 学習
ゾーン
学習ス
ペース
ITコー
ナー

　インターネット専用パソコンとあります
がデスクトップパソコンと考えてよろしい
でしょうか

　事業者の提案事項となります。

316 19 Ⅲ （5） 学習
ゾーン
学習ス
ペース
ITコー
ナー

　ＩＴコーナーの分散配置は可能です
か。可能な場合、インターネット専用パ
ソコン合計10台、CD-ROMが見られる
専用パソコン合計5台と考えてよいです
か。ご教示願います。

　事業者の提案事項となります。

317 19 Ⅲ （5） 学習
ゾーン
学習ス
ペース
AV鑑賞
コーナー

　『二人で鑑賞するブース15台、グルー
プで鑑賞する室を2室設置して』との記
述が御座いますが、グループ用2室に
設置する鑑賞機器のモニターサイズに
ついて、特にご指定はございますか？

　事業者の提案事項となります。

318 20 Ⅲ （5） ふれあ
いゾー
ン

談話
室又
はコー
ナー

休憩 　談話室又はコーナーの分散配置は可
能ですか。可能な場合、人数は合計10
人と考えてよいですか。ご教示願いま
す。

　事業者の提案事項となります。

319 21 Ⅲ （5） 研修
ゾーン
郷土
資料ス
ペース

郷土資
料の閲
覧

　6月に発表された施設設計要求書
（案）では設計水準の「・図書等資料を
使った調査研究のための部屋とする。」
「・監視可能なようにガラス等による仕
切りとする。」という項目が「研修室」の
欄に書かれていましたが、今回の施設
設計要求書は「郷土資料スペース」に
書かれています。どちらが正しいので
しょうか。

　正しくは「研修室」です。施設設計要求
書P．21に関しては、修正箇所正誤表（平
成13年12月14日修正）　Ⅲ．施設設計要
求書　をご参照下さい。

320 22 Ⅲ （5） 管理
ゾーン
事務
室

　事務室のパソコン3台、4台とあります
がノートパソコンでしょうか。

　事業者の提案事項となります。

321 22 Ⅲ （5） 管理
ゾーン
事務
室
整理部
門

　レファレンスカウンター、児童貸出・返
却受付カウンター、郷土資料室及び事
務室において「CD-ROMが見られるよう
にする」とありますが、CD-ROMドライブ
が内蔵されていればよろしいのでしょう
か。

　単にCD-ROMドライブが内蔵されてい
るのではなく、同時に1枚のCD-ROMへ
のアクセスも可能でなければなりませ
ん。詳細は業務要求水準P．23　Ⅲ．運
営業務要求水準　（1）図書館運営業務
1　総括的業務　（7）コンピュータシステム
の整備・保守・管理及び、図書館運営方
針P．13　7．図書館システム基準をご参
照下さい。

322 24 Ⅲ （5） 会議
ゾーン
会議
室①
学生の
ための学
習スペー
ス

　会議室①（勤労青少年ホームの講習
室①と兼用）の設計水準の欄はP．42
参照とありますが、P．41参照でよろし
いでしょうか。

　ご質問の通りです。
　学生のための学習スペースに関して
は、修正箇所正誤表（平成13年12月14
日修正）　Ⅲ．施設設計要求書　をご参
照下さい。
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323 24 Ⅲ （5） 会議

ゾーン
会議
室②
運営協
議会等
の会議

　会議室②（多目的ホールと兼用）の設
計水準の欄はP．44参照とありますが、
P．43参照でよろしいでしょうか。

　ご質問の通りです。
　運営協議会等の会議に関しては、修正
箇所正誤表（平成13年12月14日修正）
Ⅲ．施設設計要求書　をご参照下さい。

324 25 Ⅲ （6） 　「施設は１フロア-にまたがる場合は、
リハビリゾーン又は調理ゾーンを別階
にすることが望ましい」とありますが、こ
の場合の施設とは、保健センターを指
していると考えて宜しいでしょうか。

　ご質問の通りです。

325 26 Ⅲ （6） 一般管
理ゾー
ン

事務
室
事務管
理

　（事務所）（事務管理）
・必要なOA 機器（パソコン３ 台程度、
スキャナー、コピー機）を置き作業が可
能なカウンターを設置する。
　とありますが、何を目的に、どのパソ
コンを設置する計画がありますか。

　住民の健康管理業務を推進するため
に保健総合システムを導入して、デスク
トップ型パソコンを設置する予定です。

326 26 Ⅲ （6） 一般管
理ゾー
ン

事務
室
事務管
理

　（事務所）（事務管理）
　・必要なOA 機器（パソコン３ 台程度、
スキャナー、コピー機）を置き作業が可
能なカウンターを設置する。
　他に既設等、他からの移設等で導入
予定のパソコンはありますか。あるとす
れば、台数および目的を教えてくださ
い。

　各職員の机上にノート型パソコンで市
役所本庁とのLANが接続される予定で
す。

327 25 Ⅲ （6） 一般管
理ゾー
ン

事務
室
事務管
理

　保健センター業務における、利用者
管理、健診データ管理など、管理用ソフ
トの導入は必要ございませんか？必要
であれば、内容等をお聞かせ願いま
す。

　市業務で考えています。

328 26 Ⅲ （6） 一般管
理ゾー
ン

事務
室
NPO等
のミー
ティング
スペース

　保健センター事務室内にNPO等の
ミーティングスペースが要求されていま
すが、このスペースはあくまでも質問回
答にあった通りに、健康推進に関わる
NPOその他諸団体のためのもので、図
書館関連のNPOやボランティアはこの
スペースを利用することはできないので
しょうか。図書館運営方針にNPOと連
携、としてありますが、図書館ゾーンに
設計水準として「ボランティアルーム」等
のボランティアの方々がミーティングや
休息できるスペースがあがってきてい
ません。図書館ゾーン内に設計水準で
はあがっていないボランティアルームを
設置してもよろしいでしょうか。（最近の
新図書館建設では、ボランティアルー
ムの設置が必須アイテムになっている
と私見します。）

　図書館関連のNPOやボランティアは保
健センター部分のミーティングルームス
ペースを使用することはできません。ただ
し、図書館関連等のNPOスペースを別途
設けることは事業者の提案範囲と考えて
います。

329 26 Ⅲ （6） 一般管
理ゾー
ン

事務
室
NPO等
のミー
ティング
スペース

　「各スペースに各々窓をつける」「時間
外に事務室へ出入ができないように」と
ありますが各スペースに間仕切り・扉・
窓を設置し施錠管理するという意味で
すか。ご教示願います。

　ご質問の通りです。

330 36 Ⅲ （6） リハビ
リゾー
ン

理学
療法
室
作業
療法
室
運動
指導

　未使用時、鏡をおおうためのカーテン
レールを設置するとありますが、危険
防止のためカーテンではなく引き分け
戸にて鏡を保護するのが適切と考えま
すが、他に特別な理由・条件等があれ
ばご教示願います。

 未使用時の鏡の保護と危険防止が目的
であり、事業者の提案でお願いします。
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Ⅲ．施設設計要求書
No. ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
331 43 Ⅲ （8） ホール

ゾーン
多目
的ホー
ル

　多目的ホール等で大規模なイベント
時の駐車場の誘導要員は､現時点での
想定は不可能です。故にその都度イベ
ント費用に含まれるものとして考えて宜
しいでしょうか。

　イベント主催者の費用と考えておりま
す。

332 43 Ⅲ （8） ホール
ゾーン
多目
的ホー
ル

式典、講
演会、会
議、レセ
プション
等

　プロジェクター・スクリーン・スポットラ
イト設備は会議室①のみの利用形態を
想定すればよいですか。ご教示願いま
す。

　会議室①を含めて使用した場合を考え
ています。

333 43 Ⅲ （8） ホール
ゾーン
多目
的ホー
ル

式典、講
演会、会
議、レセ
プション
等

　 「小会議室利用も可能に」とあります
が、大型プロジェクター・電動スクリーン
についてもステージと同様①に含むと
いう理解でよろしいですか?

　ご質問の通りです。

334 43 Ⅲ （8） ホール
ゾーン
多目
的ホー
ル

式典、講
演会、会
議、レセ
プション
等

　「多目的ホールは200名程度で使用
可能」とは、テーブル・椅子席のみを配
置した場合の定員と考えてよろしいで
しょうか。（会議室①～④も同様）

　ご質問の通りです。

335 44 Ⅳ （1） 3） 　設計完了時の提出資料が定められて
おりますが、提出部数をご教示下さい。
　また、基本設計・実施設計の製本、及
び実施設計完了後の透視図等の成果
品、工事完成後の完成書類及び完成
写真等の提出についてご教示下さい。

　契約後にお示します。

336 44 Ⅴ （1） 3） （3） 　「工程図」とありますが、工程表という
理解でよろしいですか?

　ご質問の通りです。
　工程図に関しては、修正箇所正誤表
（平成13年12月14日修正）　Ⅲ．施設設
計要求書　をご参照下さい。

337 46 Ⅳ （2） 3） 　「…工事監理者を設置し、工事監理を
行なう。」とありますが、設置及び監理
の程度について、桑名市発注の工事に
準拠するのか、SPCによる基準と解釈
してよろしいのか、ご教示下さい。

　桑名市発注工事に準拠します。

338 52
53
Ⅴ （4） 　床仕上げ材・窓下収納棚天板は対薬

品性能を必要としますか。ご教示願い
ます。

　特に必要ありません。

339 60～
67

　図書館以外のＬＡＮ設備はどこまで用
意すればよいのでしょうか。
　また施設間のＬＡＮの関係はどのよう
に考えればよろしいですか？
ｅｘ．各施設独立したＬＡＮとする
建物内で設備は共用、施設間相互通
信は不可
一定のポリシーの元で相互通信も可

　施設設計要求書P．7　Ⅲ．施設設計要
求書　（2）施設全体仕様　ク　情報配管
設備、Ⅳ．諸室関係資料（参考）P．60～
をご参照下さい。
　図書館以外は、配管と幹線布設用ケー
ブルラック設置のみです。
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Ⅲ．施設設計要求書
No. ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
340 資料6 　本敷地の土壌には「ノロ」すなわち廃

棄物処理法上の「鉱さい」が多量に含
まれるとのことですが、この他にも六価
クロム等の有害物質が含有している可
能性が高いため土壌汚染調査が必要
と思われます。この場合、土壌汚染調
査の費用は提案価格に含まれ、土壌
の汚染除去費用や産業廃棄物としての
処分費用の増額については「造成リス
ク」の負担者である市が負担するものと
考えてよろしいでしょうか。

　契約書（案）　第7条3項に沿って対応し
ます。

341 資料6 　鋳物工場建物の基礎部分及びクレー
ン基礎が地下に埋設されているとのこ
とですが、これらの地中障害撤去に係
わる費用及びスケジュールの変更に伴
う費用等は「造成リスク」の負担者であ
る市が負担するものと考えてよろしいで
しょうか。

　契約書（案）　第7条3項に沿って対応し
ます。
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Ⅳ．図書館運営方針
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
342 2 2 3 E 　将来的には、地区市民センターや学校

とネットワークを結ぶ、検索や図書等の
貸借ができるようにするとありますが、こ
のようになった場合にはサービス料の見
直しが行われると考えてよろしいでしょう
か。

　ご質問の通りです。

343 2 2 5 D 　5.サービスの充実、D.NPOと連携して、
とありますが、既に図書館活動を支える
法人格のNPOは設立されているのでしょ
うか。設立されていないとしたら、今回の
事業計画に合わせ、具体的に図書館活
動を支えていくNPOを設立する計画等が
あるのでしょうか。質問回答集では、「現
在のNPOは、主に子供に関する団体と」
と回答されていますが。また、現在図書
館活動を支えているボランティアの活動
内容や延べ人数(概算)、団体数をお知ら
せ頂けますでしょうか。

　NPO活動は法人格を取らなければできな
いというものではありません。従って、図書
館を支えるNPO法人を設立する必要性は
考えておりません。むしろ、NPOの方々の
活動の場として図書館を利用していただけ
たらと考えております。
　同様に、「現在図書館活動を支えている
ボランティア」という観点はもっておりません
ので、市としてはボランティアの内容を公開
できませんが、NPO団体の活動につきまし
ては、三重県のホームページで「NAVIS」
（団体紹介）をご参照下さい。

344 2 2 5 E 　託児の運営は市が行うのでしょうか。 　ご質問の通りです。

345 5 3 3 郷土資
料
　郷土資料の項目で、図書館所蔵の近
代資料などをデジタル化するとあります。
対象とする資料は古文書350冊と思いま
すがこの350冊の総ページ数をお知らせ
願います。また、絵図等の資料はカラー
撮影かモノクロ撮影かの基本方針をお知
らせ頂ければと思います。ページ数と撮
影状態が明確化されないと、デジタル化
のコストを算出することは困難です。対象
資料の全資料を公開して頂けますでしょ
うか。

　古文書350冊の総ページは約53,000枚
で、カラーはありません。
　デジタル化は、その方針を含め事業者の
提案事項となりますので、様式5-2-10でご
提案下さい。
　なお、古文書等は閲覧可能ですので、現
物をご覧下さい。
　

346 5 3 3 国際化
対応資
料

　桑名市に在住する外国人に対応した資
料の充実を図るとありますが、桑名市在
住の外国人の国籍と人数を開示いただ
きたい。

　アジア地域1,445人、北アメリカ地域13人、
南アメリカ地域558人、ヨーロッパ地域24
人、オセアニア地域9人、アフリカ地域12
人、中東地域10人、不明6人、合計2,077人
です。
　100人以上在住はブラジル・中国・朝鮮・
韓国・ペルー・フィリピンです。

347 8 4 2 （1） 　2．貸出サービスのなかに（1）貸出券発
行の範囲に「貸出券を紛失した場合は、
再発行する。」とありますが、市民の公平
性を期すためにも、再発行する場合は実
費を当該利用者から徴収できるという解
釈でよろしいのでしょうか。

　実費徴収は考えておりません。

348 8 4 2 （4） 　市外への転出も追跡調査を行って督促
するとありますが、事業者が追跡調査を
行うのでしょうか。その場合、どのような
方法で行うのでしょうか。

　SPCによる運営でも市立図書館であるこ
とには変わりありませんので、転出先を調
査し、郵送等によって督促を行っていただき
ます。
　なお、法的手続きが必要な場合は、市が
支援いたします。

349 9 4 6 　「IT利用は、必要に応じて利用制限を設
ける。」とありますが、具体的にどのよう
な利用制限を想定されていますか。

　申込者が殺到した場合の順番待・時間制
限・回数制限や営業行為が明らかな場合
の使用禁止などを想定しています。

350 12 6 PR方
針
1 　ポスター・チラシのイメージを捉えるた
めにサンプルを公開していただけますで
しょうか。

　現在図書館ではポスターやチラシは作成
しておりませんので、お示しできません。
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Ⅳ．図書館運営方針
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
351 12 6 PR方

針
1 　PR方針　に「ポスターやチラシを作成…
原則として、年2回程度、1000枚作成す
る。」とありますが、年間を通して合計
1000枚程度作成するという解釈でよろし
いのでしょうか。

　ご質問の通りです。

352 13 7 A 11 　要求される具体的機能は？
　利用者からの予約状況確認を可能とす
るのか？
　予約対象を当日のみとするのか、未来
日も認めるのか？　等

　管理は事業者の業務範囲ですので、事業
者の管理しやすい方法で結構です。

353 13 7 A 14   14．市販のどのMARCにも適応可能な
こと。とありますが、この解釈について下
記の選択肢に対応するものがあればそ
の番号を、なければ解釈のしかたについ
て教えていただきたく。
1． システム導入時に、図書館としては未
使用であるが、その時点で市販されてい
る全てのMARCに適応可能であり、その
後発売されたMARCに対しても適応が可
能であること。
2． システム導入時に、図書館として決定
したMARCに適応可能であり、何らかの
理由でMARCを変更した場合は、その時
点で変更後のMARCに適応可能であるこ
と。

　現図書館はMARCを使用しておりません
が、平成14年2月からTRCMARCを使用しま
す。しかし、事業者がジャパンMARCなど他
のMARCを採用したり、途中で変更する可
能性を想定して、市販のどのMARCにも適
応可能としました。
　なお、MARCの使用は事業者の提案です
ので、市としましては種類や導入の方法等
の提示は行いません。

354 13 7 A 14 　A．基本　14．市販のどのMARCにも適
応可能なこと。とありますが、市販のどの
MARCにも適応の目的は何ですか。基本
的には、1MARC会社のMARCでの運用と
なると思いますが。
　また、もし、目的がありましたら、どの
MARCとの表現では不明な点が多いた
め、MARCの複数指定または、種類のご
提示をお願い致します。

　現図書館はMARCを使用しておりません
が、平成14年2月からTRCMARCを使用しま
す。しかし、事業者がジャパンMARCなど他
のMARCを採用したり、途中で変更する可
能性を想定して、市販のどのMARCにも適
応可能としました。
　なお、MARCの使用は事業者の提案です
ので、市としましては種類の提示は行いま
せん。

355 13 7 A 17 　「17.図書館に相応しくないような卑猥な
内容や暴力的な内容を排除すること。」と
ありますが、排除の手段は、コンテンツ
フィルターによって提供されるホームペー
ジアドレスのリストを利用して図書館に相
応しくないと思われるカテゴリに属する
Webサイトへのアクセスを禁止する事を
想定しておりますがよろしいでしょうか？

　手段は事業者の提案事項となりますの
で、様式5－2－7でご提案下さい。

356 13 7 A 19 　「複数パソコンから同時に1枚のCD-
ROMへのアクセスを可能とする」とありま
すが、CD-ROMタイトルにより、同時利用
を制限または禁止している場合と、機器
の仕様により利用が不可能なソフトがあ
ることが想定されますが、資料収集方針
で使用可能/不可能も考慮されると考え
てよろしいですか。

　図書館では著作権を遵守します。図書等
の購入・企画・選定は事業者の業務となっ
ておりますので、使用の可否を含め、選定
の時点で事業者の方がご配慮下さい。

357 13 7 A 19 　｢LAN上の複数パソコンから同時に１枚
のCD-ROMへのアクセスを可能とするこ
と。｣とありますが、LAN上の複数パソコン
とは、ＩＴコーナーのCD-ROM専用端末5
台と考えてよろしいですか。

　CD-ROMを見ることができる端末の規定
は、業務要求水準P．23　（1）図書館運営業
務　1　総括的業務　（7）コンピュータシステ
ムの整備・保守・管理、4．その他をご参照
下さい。
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Ⅳ．図書館運営方針
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
358 13 7 A 19 　「複数のCD-ROMが利用できることを可

能とすること」とありますが、複数枚組の
CD-ROMタイトルが利用可能なことと考
えてよろしいですか。利用端末はITコー
ナーの５台でよろしいでしょうか。

　CD-ROMを見ることができる端末の規定
は、業務要求水準（１）図書館運営業務　１
総括的業務（７）コンピュータシステムの整
備・保守・管理、４その他をご参照下さい。
　また、複数のCD-ROMが利用できることに
関しましては、ご質問の通りです。

359 13 7 B 7 　24時間365日対応（稼動）を要求される
のは、インターネット関連のみと解釈して
よろしいですか？
  また、同関係設備の保守による停止
（予告停止）に対し代替設備による無停
止稼動を考慮しなければならないのです
か？

　インターネットに関しましてはご質問の通
りです。
　システムに関しましては提案事項となりま
すので、様式5－2－7で提出お願いします。

360 14 7 H 1 　図書管理用にバーコードを貼付するこ
とが明記されているが、同等以上の機能
が実現できるのであれば、管理用に貼付
するものは別のメディアでもよろしいです
か。

　ご質問の通りです。様式5－2－10におい
てご提案下さい。

361 15 7 H 7 　７ ．回収資料（予約・除籍・不明・閉架
資料等）を確実に回収できる機能をもつ
こと。とありますが、確実に回収できる機
能は何をもってOKと判断されますか。

　図書等の返却時に予約や閉架等の確認
が確実に把握できることが条件ですが、事
業者の提案事項となります。

362 17 　示されている諸統計表について具体的
仕様（様式）は提示されていませんが、提
案システムが他図書館用で提供している
諸様式を提示し選択いただくと考えてよ
ろしいですか？

　諸統計表は事業者の作成し易い様式で
結構です。市としましては、特に様式は定
めません。

363 図書
館関
連資
料

資料4 4 　市が調達する備品・計器類：「スチール
製椅子・机　5セット」は市側職員が利用
するものでしょうか。

　ご質問の通りです。

364 図書
館関
連資
料

資料9 8 　市側からの図書館への職員配置予定
数は5人ですが、館長を含むこの5人は、
市側の人事異動によって配置されるのは
当然ですが、いずれも司書有資格者を図
書館配置への条件とされる予定でしょう
か。図書館の各事務項目で司書資格を
有する人材が条件とされている項目が多
い中で、民間側雇用の人材との司書資
格有無の採用基準との擦り合わせで必
要となります。

　人事異動のことをお答えできませんが、
司書有資格者も含まれると想定しておりま
す。

365 図書
館関
連資
料

資料
11
9 （2） 　「古文書」350冊をデジタル化する。とあ

りますが、作業量及び格納容量算出のた
め、総ページ数を教えていただきたく。

　古文書350冊の総ページは約53,000枚
で、カラーはありません。
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Ⅳ．図書館運営方針
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
366 図書
館関
連資
料

資料
11
9 （2） 　「ＶＴＲ」55本をデジタル化する、とありま

すが、その対象ビデオの全タイトル（内
容）と各タイトルの収録時間を公開願い
ます。映像資料のデジタル化コスト積算
で必要不可欠な項目です。
　また、映像資料を単にデジタルコンテン
ツ化するだけでよろしいのでしょうか。そ
のコンテンツを館内や館外向けにデジタ
ル化して配信する機器類は、郷土資料の
デジタル化関連とともに、施設設計要求
書上の図書館管理ゾーンの整理部門の
設計水準上のパソコン4台の「メディア編
集」に充足（該当）されているのでしょう
か。

　デジタル化する目録は別添資料「デジタ
ル化するビデオテープリスト」の通りです。
　デジタル化を含め、AV機器設置に関して
は事業者の提案事項となりますので、様式
5－2－9においてご提案下さい。
　なお、CD-ROMを見ることができる端末の
規定は、業務要求水準P．23　（1）図書館運
営業務　1　総括的業務　（７）コンピュータシ
ステムの整備・保守・管理をご参照下さい。
　

367 図書
館関
連資
料

資料
11
9 （2） 　「VTR」55本をデジタル化する。とありま

すが、作業量及び格納容量算出のため、
総時間数を教えていただきたく。

　デジタル化する目録は別添資料「デジタ
ル化するビデオテープリスト」の通りです。

368 図書
館関
連資
料

資料
11
9 （2） 　「VTR55本をデジタル化する」とあります

が、出力対象がパソコンのディスプレイで
かつ利用者による個人利用である点か
ら、デジタル化品質についてパソコンで
変換可能な352 x 240のMPEG程度と解
釈してよろしいでしょうか？

　デジタル化を含め、AV機器設置に関して
は事業者の提案事項となりますので、様式
5－2－9によってご提出下さい。
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Ⅴ．落札者決定基準
No. 対象ﾍﾟｰｼﾞ項目 質問事項 回答
369 1 Ⅱ （2） ①   入札の市の設定する予定価格の公表は

行われますか。また公表されない場合
は、入札説明書の14,313百万円前後と考
えれば宜しいですか。

  予定価格の公表は行いません。また参考
価格（14,313百万円）は、あくまで入札価格
の目安とお考え下さい。なお、参考価格につ
いての市の算定根拠は、入札参加者の自由
な発想を阻害するためお示しできません。

370 1 Ⅱ （2） ① 　事業者の提案価格が「市の設定する予
定価格」の範囲内であることが必須です
が、「市の設定する予定価格」とは『入札
説明書／P.7』で表記されているサービス
の対価の総額・14，313百万円を示すと解
釈してよろしいですか？  それとも、サービ
スの対価の総額（14，313百万円）を基準
として入札予定価格が別に設定されると
考えるべきですか？

  予定価格の公表は行いません。また参考
価格（14,313百万円）は、あくまで入札価格
の目安とお考え下さい。なお、参考価格につ
いての市の算定根拠は、入札参加者の自由
な発想を阻害するためお示しできません。

371 1 Ⅱ （2） ② 　各種様式に沿っての提案書類がもとめ
られていますが、様式により数値の単位
が異なるため、四捨五入、切り捨て、切り
上げなどにより数値の誤差が生じる場合
がありますが、そのような時の措置をお聞
かせ下さい。

　原則、円単位としていますが、内容に応じ
て千円もしくは百万円単位で記載していただ
くものもあります。（四捨五入でご記入下さ
い）

372 2 Ⅱ （3）   配点について。
②～④の事項各項目の配点は小数点第
何位まで計算されると考えていますでしょ
うか。

　配点の内訳は落札者決定基準P．6　Ⅳ．
定量的審査の方法　◆審査項目及び配点一
覧に示す通りです。

373 4 Ⅲ （3） 評価
対象

  評価対象の企業は、3社ということでしょ
うか。

　グループを構成する企業で、グループ代表
者、建設会社（1社のみ）に加え、東京、大
阪、名古屋証券取引所1部及び2部に上場し
ている企業は、「すべて」評価対象となります
ので、3社とは限りません。

374 4 Ⅲ （3） 評価
対象

　建設会社が複数ある場合はいずれか1
社となっていますが、応募者が選ぶので
しょうか、それとも審査委員の方で選ばれ
るのでしょうか？

　事業者ご自身に選んでいただきます。

375 4 Ⅲ （3） 評価
対象

　グループ構成員として参加する場合、非
上場企業は評価対象外ですか。従って、
非上場企業は評価内容、評価指標、適格
基準は審査されないのですか。また、審
査の元となる、これらの書類の提出につ
いてはどうなりますか。

　非上場企業であっても、グループ代表者と
建設会社（複数の場合はいずれか1社）につ
いては評価対象となりますので、審査資料と
なる有価証券報告書等を提出していただき
ます。詳しくは、入札説明書P．19　8　入札提
出書類・作成要領　（1）提出書類　3）入札時
の提出書類　④有価証券報告書等　をご参
照下さい。

376 4 Ⅲ （3） 評価
対象

　「グループを構成する企業のうち上記以
外の東京もしくは大阪、名古屋証券取引
所１部及び２部上場企業」に該当する構
成員すべてが対象ということでしょうか。

　グループを構成する企業で、グループ代表
者、建設会社（1社のみ）に加え、東京、大
阪、名古屋証券取引所1部及び2部に上場し
ている企業は、「すべて」評価対象となりま
す。

377 5 Ⅲ （3） 評価
基準

　「事業利益＝営業利益+受取利息＋配
当金」となっていますが、ここでいう配当金
とは具体的に何を想定されているのでしょ
うか？SPCは他事業に投資はできません
し、当事業の株主への配当であれば、そ
の源泉は営業利益からくるものと思料い
たしますが。

  基礎審査の（3）事業遂行能力の確認の評
価対象は、SPCではなく、グループ代表者、
建設会社（1者のみ）、グループを構成する企
業のうち上記以外の東京、大阪、名古屋証
券取引所1部及び2部上場企業となります。

378 5 Ⅲ （3） 評価
基準

  適格基準の評価基準の項目の一つでも
当てはまる場合、失格となりますか。

　業務遂行能力に不安がある場合でも、代
替信用保管措置等があれば評価することと
しています。失格か否かについては内容確
認の上、判断致します。
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Ⅴ．落札者決定基準
No. 対象ﾍﾟｰｼﾞ項目 質問事項 回答
379 6 Ⅳ 　定量的審査の方法として、審査項目及

び配点が示されておりますが、各項目の
評価は、要求水準に対する加点部分の評
価と考えてよろしいでしょうか。

　定量的審査は、施設設計要求書及び業務
要求水準書等を対象とする加点評価に相当
します。

380 6 Ⅳ   各項目に与えられている配点は、0点と
当該配点の2通りのみでしょうか。（例え
ば、配点が1.5点の項目は、0点／1点／
1.5点というように得点に段階はないので
しょうか。）

　配点の詳細については、入札における適
正な競争環境を阻害するおそれがあるた
め、回答を控えさせて頂きます。

381 6 Ⅳ   定量的審査の採点は、0.5点刻みでしょ
うか。

　配点の詳細については、入札における適
正な競争環境を阻害するおそれがあるた
め、回答を控えさせて頂きます。

382 7 Ⅳ （1）   サービス対価に関する事項については
得点決定に対する具体的な記述がありま
すが、それ以外の項目については配点以
外に具体的な記述がありませんので以下
の点を質問させていただきます。
・各項目の得点は相対評価／絶対評価の
どちらでしょうか。
・事業者間での得点差のつけ方の基準が
どのようになるのか、明示願います。

　相対評価・絶対評価の別は項目によりま
す。事業者間での得点差については、各項
目に示す配点の範囲内での格差が積算さ
れ、最終的に総合的な得点差になるものと
お考え下さい。

383 7 Ⅳ （2）
（3）
（4）

  各項目とも挙げられている条件がすべて
満たされていれば、得点は満点になると
いう理解でよろしいでしょうか。それとも、
ある条件は満たされていなくとも、その他
の条件に非常に優れた提案があれば満
点になることもありうるのでしょうか。

　挙げられている条件がすべて満たされてい
れば、得点は満点になります。また、どんな
に優れた提案であっても、項目に与えられた
配点以上に得点することはできませんので、
ある項目の得点が別の項目の得点をカバー
することはあり得ません。

384 7 Ⅳ （2） 施設
設計
① 　「施設のボリューム」との表現があります

が、容積率や日影規制等の形態規制のク
リアが望まれているのかどうか等、評価基
準が曖昧と思われますので、「ボリュー
ム」に関して明確な基準をお示しください。

　事業者の判断事項といたします。

385 7 Ⅳ （2） 施設
設計
②   施設設計審査項目の中に、「…サイン等

が適切に計画されているか」とあります
が、どのような方法で提案するのか、ご教
示下さい。

　様式3-4-2　設計説明書　（2）施設計画　に
おいてその考え方を具体的に示していただ
き、各階平面図（入札説明書P．23　8　入札
提出書類・作成要領　（2）作成要領　5）設計
図書　③各階平面図　参照）において、図等
を用いて御提案頂く考えです。

386 8 Ⅳ （2） 維持
管理

　入札条件（普通火災保険）以外の保険を
付保しているかと記載されておりますが、
SPC内の維持管理を行う会社が加入して
いればよいと考えてよろしいでしょうか。

　必ずしもSPCが保険に加入する必要はあり
ませんが、協力企業等が加入する場合は、
提案書において、その旨記述をお願い致し
ます（様式2-5-3の「内容」欄）。

387 8 Ⅳ （2） 維持
管理

　具体的にどのような保険への加入を想
定されてますか。例えば、地震保険の加
入・非加入が本項目の評価対象となるの
でしょうか。

　様式集2-5-3に記載する保険を想定してお
ります。

388 9 Ⅳ （3） 図書
館施
設の
運営

③ ア 　「責任者の配置」、「職員の適切配置」の
「配置」とは、各員の常駐を意味しており、
非常駐及び兼任配置はマイナスポイント
となりますか。

　事業者の判断事項と致します。様式5-2-3
でご提案下さい。
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Ⅴ．落札者決定基準
No. 対象ﾍﾟｰｼﾞ項目 質問事項 回答
389 9 Ⅳ （3） 図書

館施
設の
運営

③ ア   運営内容に「ＩＴ関連の専門家が配置さ
れているか」とありますが、「ＩＴ関連の専
門家」たる具体的な資格要件をご教示下
さい。
　【例】
･上級システムアドミニストレーター
･テクニカルエンジニア
･基礎上級技術者検定
･情報検索基礎能力○○級　ｅｔｃ…

　事業者の提案事項となります。様式5－2－
3、または、様式5－2－7でご提案下さい。

390 9 Ⅳ （3） 図書
館施
設の
運営

④ イ 　「更新年数に配慮があるか」との表現が
ありますが、更新年数が長いほうがよい
のか、短いほうがよいのか、基準を明確
にお示しください。

　事業者の判断事項と致します。様式5-2-9
でご提案下さい。

391 10 Ⅳ （3） 図書
館施
設の
運営

④ エ 　「AV機器について優れた提案があるか」
とありますが、AV機器とは業務要求水準
書Ⅲ．運営業務要求水準 P25の備品名
「DVD・CD-ROMなどが鑑賞できる機器」
の部分と解釈してよろしいですか。

　ご質問の通りです。

392 10 Ⅳ （3） 図書
館施
設の
運営

⑤ 　落札者決定基準において、図書館運営
業者のSPCへの参画方法により得点（2
点）が配分されるとありますが、配分の基
準をお示し下さい。

　最高得点を2点とし、SPCの構成員となって
いるかどうか、SPCの協力企業となっている
場合の参加表明の有無、SPCへの出資の有
無等を考慮し、加点します。

393 10 Ⅳ （3） 図書
館施
設の
運営

⑤ 　SPCに出資を行っているかと記載されて
おりますが、SPCに出資を行っていない場
合は、減点の対象となるのでしょうか。

　最高得点を2点とし、SPCの構成員となって
いるかどうか、SPCの協力企業となっている
場合の参加表明の有無、SPCへの出資の有
無等を考慮し、加点します。

394 10 Ⅳ （3） 図書
館施
設の
運営

⑤ 　運営体制で図書館運営業者のSPCへの
参画方法について、
・SPCの構成員の方が協力企業より
・参加表明が有るほうが無いより
・SPCへ出資している方が出資していない
より
評価が高いと審査するのでしょうか。

　最高得点を2点とし、SPCの構成員となって
いるかどうか、SPCの協力企業となっている
場合の参加表明の有無、SPCへの出資の有
無等を考慮し、加点します。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
395 全般 　この契約書（案）の内容は落札者との契

約前に市との協議によって変更修正され
る可能性はあるのでしょうか？

  契約書案の契約内容については変更修正する
ことはできませんが、条文の文言を明確化する
ために文言の修正を行うことは可能です。

396 全般 　貴市が納税者の利益を代弁され、事業
者が株主の利益を代弁する以上、利害の
対立は当然に発生しますが、本契約書案
では協議会での協議が整わない場合、す
べて貴市が合理的な判断を下し、事業者
がそれに従うことになっています。
　従って、事業者が貴市の判断が合理性
に欠けると判断した場合、事業者は第52
条の規定に基づき裁判に訴えることとな
ります。無用な訴訟を避けることは、貴
市・事業者双方にメリットがあると思料さ
れますので、契約書に学識経験者等を委
員とする紛争調停機関の設置について検
討して頂きたいと考えますが、いかがお
考えでしょうか。

　ご意見として承ります。

397 1 1条  　「図書館等」の定義をお示しください。 　「図書館等」とは、施設設計要求書P．5　（1）施
設規模に示されたものをいいます。

398 1 1条 1 （6） 　「本件施設」には事業者が図書館等施
設整備業務により設置した備品を含むと
理解してよろしいですか。

　ご質問の通りです。

399 1 1条 1 （9） 　サービス対価（にかかる貴市への支払
請求権）は一体（不可分）であるとの定義
につき、所有権引渡を終えている図書購
入費も一体不可分とは、いかなる理由に
基づくものかご教示下さい。
　初期投資分の図書購入にかかる支払
請求債権だけでも分離して保全措置が取
ることができれば、VFMにもプラスに働く
と考えられるのですが。

　市として、本件は「一体としてのＰＦＩ事業」と考
えており、サービスの種類は異なるものの、落札
した事業者に一体としてのサービス提供をお願
いするものです。従って、個々のサービス対価の
請求権を独立させて、それぞれ譲渡、担保提供
されることは、予定しておりません。

400 1 1条 1 （11） 　第1条（定義）（11）の「本件工事」には
サービス利便施設の部分も含まれている
と入札説明書で理解しましたが、契約書
（案）においても同様の理解でよろしいで
しょうか。できれば契約書においても明確
にしていただきたく思います。

　「本件工事」には生活利便サービス施設部分も
含まれます。

401 2 1条 1 （14） 　第１条（定義）（１４）「関係者協議会」の
構成メンバーはどのようになるのでしょう
か？

  関係者協議会の構成メンバーについては、契
約締結後市と事業者との協議により決定したい
と考えております。

402 2 1条 1 （14） 　事業契約書（案）第１条（14）において定
義される「関係者協議会」の構成メンバー
及びその議決方法はどのようになってい
るのでしょうか。

　関係者協議会の構成メンバー及びその議決方
法については、契約締結後市と事業者との協議
により決定したいと考えております。

403 2 1条 1 （14） 　「関係者協議会」を構成するその他関係
者は、現在どのような方を想定されている
のでしょうか？
　また、本協議会の議決方法や拘束力
等、現在想定されている本事業での位置
づけをご教示下さい。

　前段につきましては、関係者協議会の構成メン
バー及びその議決方法については、契約締結後
市と事業者との協議により決定したいと考えてお
ります。
　後段につきましては、契約書（案）に規定する事
項や事業に関する協議を行う機関と位置付けて
おります。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
404 2 1条 1 （17） 　第1条（定義）（17）「維持管理期間」は

「平成16年8月1日開始・・・」と定義されて
いますが、「図書館運営業務期間」の定
義が見当たりません。入札説明書から
「図書館運営業務期間」は、平成16年10
月1日からと考えますが、この二つの「期
間」を明確に定義してください。サービス
の対価がいつからのサービスに対して支
払われるのかを、明確にするためです。

　図書館運営業務については、平成14年11月～
（目録提出）を図書の選定・収集業務期間、平成
16年8月～9月を準備期間、平成16年10月～を開
業後運営業務期間としてお考えいただき、様式
集　様式5-3-2に運営費用をご記入下さい。

405 3 3条 2 （2） 　本件施設の財政上・金融上の支援によ
るメリットが事業者にない場合には、活用
しなくても良いのでしょうか。

　ご質問の通りです。市及び事業者双方にメリッ
トがある場合にのみ、財政上・金融上の支援方
策を活用致します。

406 3 3条 2 （2） 　「市及び事業者の双方に利点があり得
る場合」に支援方策を活用するよう義務
づけていますが、 「利点があると市及び
事業者が合意した場合」としていただくこ
とが、双務性の観点から望ましいと考え
ますがいかがお考えですか。

　ご意見として承ります。

407 3 3条 2 （2） 　財政上、金融上の支援の適用について
双方に利点があり得る場合は、活用しな
ければならないとされていますが、事業
者の調達金利は、スワップに基づく10年
超の固定金利となっていますので、これ
を解約するのにはコストがかかります。こ
のコストも利点の判断に含めてよろしいで
しょうか。

   本件事業に財政上、金融上の支援の適用とし
て（財）地域総合整備財団による無利子融資の
活用等が想定されます。上記制度を活用するに
あたって、市及び事業者が要するコスト（ご指摘
の解約コスト）は事業者にかかるコストに含めて
頂いて結構です。

408 5 7条 3 　想定外の地中障害物等が発覚した場合
には、その除去にかかる合理的な追加費
用は市が全額負担することとなっていま
すが、工程の遅延、及び遅延からくる工
事費等の増加に関しては、市はどのよう
に事業者に対して補償していただけるの
でしょうか？

  契約書（案）第9条第1項の規定により処理いた
します。

409 5 7条 3 　本件施設の建設用地に地質障害、地中
障害物、埋蔵文化財等が発見されるな
ど、市から提供された資料から想定され
なかった障害等については市が負担する
のでしょうか。

　関係者協議会の協議を経て、原則として市が
合理的な費用を負担します。

410 5 7条 3 　（地質障害、地中障害を除去するため
の）「合理的な追加費用」とありますが、こ
れら障害除去工事の直接工事費のみな
らず、合理的な範囲内で、障害除去工事
に起因して事業者に生じる金融費用その
他間接的な費用を含むと解釈して良いで
すか。
　また、「合理的な費用」は、原則として、
当該費用の確定時期に一括支払されると
の解釈でよろしいですか。（本件工事費等
に加算して事業期間中に延べ払いするの
であれば、融資契約、スワップ契約の変
更に係るすべてのコストを「合理的な費
用」に含めることになります。）

　前段はご質問の通りです。後段の支払方法に
ついては、支払いが生じた時点で協議とさせてい
ただきたいと考えております。

411 5 8条 1 （1）
（2）
（4）

　市が確認通知を発行するまでの日数な
ど、手続き（特に日数）の明確化について
は、今後、さらに詳細に規定されるとの認
識でよいですか。

　市・事業者の協議事項と致します。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
412 6 8条 3 　第8条3項「工期の変更」について。市が

工期変更を請求した場合、その費用負担
などのリスク分担を関係者協議会にて協
議するとの趣旨の規定ですが、負担は原
則市とすべきとすることが合理的と考えま
す。なぜ、市の負担と明示しないのでしょ
うか？

　工期変更については、原則として請求した側の
負担としますが、詳細については関係者協議会
で協議することを前提としております。

413 6 8条 3 （1） 　市による工期の変更の請求があり工事
費が増大した場合には、市の負担と考え
て宜しいのでしょうか。

　工期変更については、原則として請求した側の
負担としますが、詳細については関係者協議会
で協議することを前提としております。

414 6 8条 3 （2） 　事業者が、不可抗力または事業者の責
めに帰すことのできない理由により工期
を遵守できない場合には、別紙3に基づく
負担割合と考えて宜しいでしょうか。

　ご質問の通りです。契約書（案）第16条及び第
20条2項3号が適用され、負担割合は別紙3に基
づくと考えます。

415 6 9条 2 　施設引渡日が遅れた場合は｢本件工事
費相当額につき、遅延日数に応じ年
8.25％｣遅延損害金を支払うとされていま
す。引渡しについては部分引渡しは可能
でしょうか。またその場合には｢本件工事
費相当額｣は部分引渡部分相当額を控除
した額ということになると思うのですがい
かがでしょうか。

　部分引渡しは想定しておりません。

416 6 9条 3 　第9条3項「工期延長／不可抗力」不可
抗力の場合の工期延長に関する増加費
用の負担を、平成16年9月30日を境として
それまでを事業者負担、以降を市負担と
するとの規定でありますが、金額負担の
割合で規定した方が、実際の対応が双方
にとって容易ではないでしょうか？（別紙3
の規定とした方がよいと思います。）何
故、金額ではなく時期での規定としたので
しょうか？

　別紙3の適用も考え得る処理ではありますが、
この処理によりますと、増加費用の確定時期が
遅くなり、事務処理上も不便であることから、一
定の日時をもって負担者を決定しました。

417 6 9条 3 　 「不可抗力により本件施設の引渡しが
平成16年8月1日よりから9月30日までに
事業者に生じた増加費用は事業者が負
担し、10月１日よりも遅れた場合は、その
遅延により生じた増加費用は全額市が負
担するものとする」となっていますが、別
紙３を適用しない理由をご教示下さい。

　別紙3の適用も考え得る処理ではありますが、
この処理によりますと、増加費用の確定時期が
遅くなり、事務処理上も不便であることから、一
定の日時をもって負担者を決定しました。

418 6 9条 3 　「不可抗力により、本件施設の引渡日
が平成16年10月1日よりも遅れた場合
は、………。」とありますが、この場合8月
1日～9月30日の間、市に生じた増加費用
は市が負担するのでしょうか。もしそうで
あれば、「10月1日」を「8月1日」にしては
いかがでしょうか。

　前段部分に関しては、ご質問の通りです。後段
部分に関しては、変更は考えておりません。

419 7 11条 2 　市の指示により設計変更する場合、こ
の変更による事業者の追加的費用発生
はこれを市が負担するとありますが、この
追加的費用には、施設完成後の運営コス
トの上昇も含まれていますでしょうか。

  市の指示による設計変更に伴う事業者の追加
的費用の発生及び施設完成後の運営コストの上
昇に対しては、関係者協議会の協議のうえ、市
が合理的費用を負担します。

420 8 15条 3 　本件施行に関し、当事者の不可抗力に
より第三者に損害を及ぼした場合、市が
原則負担するとなっていますが、協議す
る必要のある場合とはいかなる場合なの
でしょうか。

　協議する内容としては、事業者による懈怠の有
無の確認や、懈怠があった場合の負担割合、支
払方法等を想定しています。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
421 8 15条 4 　不可抗力による第三者への損害が事業

不能となる場合には、市のみならず、事
業者からも関係者協議会において協議で
きるようにした方が良いと思われますが、
いかがでしょうか。

　契約書（案）第15条3項により、市が原則として
当該損害を賠償することから、事業継続の判断
は市が行うことを想定しています。また、市は、当
該損害の負担割合等に関し、必要に応じて関係
者協議会を行うことから、事業者との協議の機会
は確保されていると考えております。

422 8 16条 1 　第16条「本施設の引渡日前の不可抗力
による損害」ここでの損害の規定は「本件
施設、仮設物又は工事現場に納入済み
の工事材料若しくは建設機械器具」への
損害と限定されていますが、不可抗力に
より完工が遅れたり、事業が中止となった
場合、必要資金を固定金利で調達するた
めフォワードスワップ等を組んでいる場
合、そのブレイクコストが発生します。そ
の事業者が負担せざるを得ない金融関
係のコストについても、損害として認める
べきであると考えます。フォワードスワッ
プのブレイクコストについても損害に含ま
れると認識してよろしいでしょうか？

　ご質問の通りです。

423 8 16条
46条
1 　「不可抗力」については、契約書第16条

に本件施設引き渡し前の不可抗力による
損害の負担割合は規定されているが、本
件施設引き渡し後（工事完成後）の取り扱
いに関しては第12章によるもので別段定
めた負担割合はないと考えて良いか。御
回答お願いします。

　契約書（案）第22条5項、27条2項、27条3項、28
条3項、39条4項をご参照下さい。

424 8 16条 2 　善管注意義務を守った上で発生した引
渡し前の不可抗力による損害は100分の
1のみを負担すればよいと考えて宜しいで
しょうか。

　契約書（案）第15条2項の場合を除き、ご質問
の通りですが、100分の1のみではなく、100分の1
以下の負担とします。

425 8 16条 3 　｢市は第39条第4項第（1）号の規定に
従って手続を進めることができる。｣とあり
ますが、｢市及び事業者は」とすることが
妥当であると考えますがいかがでしょう
か。

  第39条は、「市による本契約の終了」を規定し
ているため、変更はできません。

426 8 18条 4 　市の完成検査終了後、市発行の完工確
認書が出されるまで、何日以内に発行さ
れるのかを明示いただけないでしょうか。

　現在はお示しできませんので、市・事業者の協
議事項といたします。

427 9 19条 　貴市が本件施設を賃借するにおいて、
（別途35条に定める水光熱費等以外は）
特に賃借人としての義務が規定されてい
ませんが、今後、一般的な賃貸借契約の
常識の範囲内で、賃借人として遵守すべ
きルールについて契約書の詳細化が行
われるとの認識でよいですか。

　本契約書（案）の契約内容についての変更は考
えておりません。

428 9 19条 2 　本件施設の賃貸は、土地の使用貸借に
基づくものとのことですが、使用貸借権は
何によって担保されるのでしょうか。

　土地使用貸借については、契約書（案）の別紙
4としてお示ししている土地使用貸借契約書に規
定されております。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
429 9 19条 5 　第19条5項「本件施設の賃貸及び敷地

利用権」について。本件施設の敷地の瑕
疵については市の責任とすることが合理
的です。その場合、事業者が補修等を行
う費用はサービスの対価とは別途市が負
担するのが合理的と考えますが。市のリ
スク負担とするとの規定を設けないのは
何故でしょうか？

　事業者の責によらない事由（隠れた瑕疵を含
む）により、事業者が費用を負担した場合には、
土地使用貸借契約第7条2項、契約書（案）第22
条5項における不可抗力として、原則として市が
責任を負うと想定しているためです。

430 9 20条 2 （2） 　市が全額負担する場合には、どのよう
な手続きを経て、いつ支払いが行われる
のでしょうか。

　市と事業者との協議により決定したいと考えて
おります。

431 9 20条 2 （2）
（3）
　市による負担は一括一時金で支払われ
るのでしょうか、30年払いに反映されるの
でしょうか。

　市と事業者との協議により決定したいと考えて
おります。

432 9 21条 1 　事業契約書（案）第21条（所有権の取
得）において、図書館運営業務のなかの
「コンピュータシステムの整備・保守・管
理」によって整備されるコンピュータ機器
の所有権移転は対象外となっているが、
本件施設の所有権移転時である平成46
年10月1日までに、事業者の責任におい
て、機器・機材の廃棄処分を行い原状復
帰することになるのでしょうか。

　事業期間終了時には、設計図書に記載の備品
は市に所有権を帰属させる必要があり、設計図
書には、業務要求水準書P．23　Ⅲ．運営業務要
求水準　（1）図書館運営業務　１．総括的業務
（7）コンピュータシステムの整備・保守・管理　に
よって設置・整備される機器もご記載いただきま
す。
　なお、リース物件につきましても、平成46年10
月1日における市への本件施設の所有権移転に
際して、無償で市に所有権を移転することを要す
るため、リース契約における特約締結等、事業者
において、必要な対応をお願い致します。

433 9 21条 1 　第21条（所有権の取得）最終支払日は
平成46年10月10日でありながら、平成46
年10月1日に所有権を市に移転するのは
合理性に欠くと考えます。10月10日に所
有権移転としないのはなぜでしょうか？

  サービス対価の最終支払に対する業務の確認
日は平成46年9月30日であり、確認後に支払手
続きを行うことから、最終支払日は平成46年10
月10日となります。

434 10 21条 2 　引渡しに際し行なった検査で、市が本件
施設及びその敷地部分に支障があると
判断する場合とはいかなる状態なので
しょうか。建物所有権移転時における建
物状況に対して明確な規定があるので
しょうか。

　現時点でご提示することは困難であるため、平
成46年3月31日までに開催される関係者協議会
における協議で方法や内容を定めることとしま
す。

435 10 21条 2 　「業務に支障があると判断」する場合の
基準について、詳細にご教示下さい。
（「特段の指示」によりキャッシュフローが
大きく変動し、収益性を損なうリスクがあ
るため。）

　現時点でご提示することは困難であるため、平
成46年3月31日までに開催される関係者協議会
における協議で方法や内容を定めることとしま
す。

436 10 22条 2 　「必要に応じ合意を得るものとする」とあ
りますが、双務性の観点から「必要に応
じ」は削除されたくお願い申しあげます。

　ご意見として承ります。

437 10 22条 5 　不可抗力により、図書館等施設維持管
理業務及び図書館運営業務に発生した
合理的な追加費用は原則市の負担と考
えて宜しいでしょうか。

　契約書（案）27条2項の場合を除き、ご質問の
通りです。

438 10 23条 1 　「一貫」は「一環」と思量します。 　「一環」に訂正致しました。修正箇所正誤表(平
成13年12月14日修正)　Ⅵ．契約書（案）　をご参
照下さい。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
439 10 23条 2 　第23条（図書等の購入等）2項に「直ち

に市への引き渡しを完了させる」とある
が、これは所有権を移転するという理解
でよろしいでしょうか？契約書（案）におい
て、規定を明確にして下さい。

　ご質問の通りです。
また、契約書（案）においての記載は、同条3項に
明確にしています。

440 10 23条 2 　図書等の引き渡しを行うべき場所につ
いてご教示下さい。（建設期間中の図書
等の引渡場所と、新図書館開館後の図
書等の引渡場所につきご教示下さい。）

　いずれも、新図書館へお納め下さい。開館前に
購入する６万冊は、開館前２ヶ月の間に納入下さ
い。

441 11 23条 5 　「図書等の所有権が市に移転する際に
生じる一切の費用を負担する」とあります
が、図書等の引渡場所までの運搬費の
ほか、どのような費用を想定されているの
でしょうか。詳細にご教示下さい。

　所有権移転を証する書類の作成にかかる費用
を想定しております。

442 11 25条 1 　「市が必要と認める情報」の明示をいた
だけないでしょうか。

　市が必要と認める情報の詳細については、関
係者協議会において協議することとします。

443 11 26条 1 （3） 　随時モニタリングの具体的内容をご教
示ください。

　モニタリングの具体的内容については事業者
の提案により異なってくるものと理解しております
ので、現時点でお示しすることはできません。

444 12 27条 2 　通常避けることができない理由による第
三者への損害は、市・事業者ともに避け
られないものであり、なぜ事業者だけが
その損害を負担することになるのでしょう
か？

　事業者が事業をする際において通常避けられ
ない理由による損害は、予見すべきものとして、
事業主体である事業者が負担すべきものである
との考え方からこのような規定としております。

445 12 27条 3 　｢市は、当該損害の負担割合等に関し
て事業者と関係者協議会において最長
180日間にわたり、協議を行うことができ
る。｣とありますが、｢市及び事業者は」と
することが妥当であると考えますがいか
がでしょうか。

　本契約書（案）の契約内容についての変更は考
えておりません。

446 12 27条 4 　｢市は第39条第4項第（2）号の規定に
従って手続を進めることができる。｣とあり
ますが、｢市及び事業者は」とすることが
妥当であると考えますがいかがでしょう
か。

　本契約書（案）の契約内容についての変更は考
えておりません。

447 12 28条 1 　図書館等施設維持管理業務に関連して
発生する事業者側の損害については、市
の責めに帰すべき場合及び市のリスク負
担となる場合（例えば市のみが運営する
部分で発生する事業者管理義務懈怠に
よるもの以外の施設損傷など）には、事
業者側に金銭支払請求権が有ると解して
よろしいですか。

　ご質問の通りです。

448 12 28条 1 　事業者が整備し貴市が使用（貸借）する
備品の維持更新リスクについては、リー
ス契約標準約款及び物品貸借における
一般常識に鑑みて、貴市の使用者責任と
事業者の管理受託責任の明確な線引き
が行われるとの理解でよろしいでしょう
か。
　そうでなければ、例えば、通常の耐用年
数の範囲内であるに関わらず、貴市職員
の取扱いが悪く壊れてしまったような場合
でも全面的に事業者が責任を負うかの如
き過度なリスク移転とも解釈できます。

　事業者が整備し、市が使用する備品について
は、施設損傷リスクに含まれます。施設損傷リス
クについては、入札説明書P．30　付属資料①
施設損傷リスクをご参照下さい。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
449 12 28条 1 　本件施設内外の事故・トラブル（犯罪・

盗難・施設損傷等）のリスク分担について
は、民法、警備業法その他一般常識に鑑
み、維持管理業務（警備業務を含む。）の
受託者責任と免責事由について明確な
線引きが行われるとの認識でよいでしょう
か。
　そうでなければ、例えば警備のスキをつ
いて犯罪が行われ、貴市職員や貴市の
財産が犯罪被害にあった場合、全面的に
事業者が責任を持つかの如き過度なリス
ク移転とも解釈できます。

　前段の本件施設内外の事故・トラブルについて
は、入札説明書P．30　付属資料①　リスク分担
表に示してあります。（利用者対応リスク、施設
損傷リスク、事故リスク）
　後段については、市の責めによらず、また事業
者の懈怠にもよらない不可抗力のリスクは、原則
として市の負担としています。

450 12 28条 1
2

　前段の記述によると、事業者の責めに
帰すべき場合と不可抗力による場合の一
切の責任は事業者が負担すると理解でき
ますが、後段以降は不可抗力により発生
した損害は第3項の規定に従うとあり、不
可抗力に対する責任所在が曖昧な表現
となっておりますので、正確にお示し下さ
い。

　不可抗力によるものは、第28条3項に示してい
る通り、第22条5項において、関係者協議会にお
ける協議や市の負担について記載していますの
で、ご参照下さい。

451 12 28条 1 （3） 　市のみが運営する部分の施設の損傷
は、事業者の責めに帰さないものについ
ては市が負担すると考えて良いのでしょう
か。
  また、不可抗力により発生した施設の損
傷等で「市が負担する合理的な費用」の
考え方についてご教示下さい。

　前段については、契約書（案）第22条5項の手
続きに従うことになります。
　後段については、契約書（案）第22条5項に「合
理的な費用」が発生した場合の規定があります。
「合理的」は、負担が無制限でなく、合理性の原
則に従い、過大な出捐を含まないという趣旨で
す。

452 12 28条 1 （3） 　本条文によれば第三者による本件施設
の損傷については、不可抗力以外は事
業者負担となりますが、「リスク分担表」
No.51の注2では、当該損傷リスクは選定
事業者の管理義務懈怠による場合以外
は市の負担となっています。リスク分担表
の記述に従い契約書（案）が訂正されると
理解してよろしいですか。

　入札説明書P．30　付属資料①　リスク分担表
No.51の施設損傷リスクの注意書きにおいては、
第三者による施設損傷リスクに関し、選定事業
者の管理義務の懈怠によるもの以外を不可抗力
とみなし、市の負担とすると考えておりますので、
契約書（案）の記載と齟齬はないと考えておりま
す。

453 12 28条 1 （3） 　「市のみが運営する部分」とは、保健セ
ンター、勤労青少年ホーム、多目的ホー
ルであり、それらを除いた｢本件施設｣と
は、図書館、生活利便サービス施設、共
有施設、駐車場、駐輪場との理解でよろ
しいでしょうか。

　ご質問の通りです。

454 12 28条 2 　図書やAV機器等の盗難、破損トラブル
について市が負担する0.3％の根拠をご
教示下さい。

　盗難防止装置及びロッカーを整備していない現
状において、現図書館での図書等の盗難・紛失
は全体の0.3％です。盗難防止装置及びロッカー
を整備した場合、設置していない場合と比較して
80％の盗難等防止が可能、という全国データー
から、両設備を整備する新図書館においては、
盗難等は0.3％を下回ると想定しておりますが、
現状レベルの0.3％までは市のリスクと考え、市
が負担することとします。

455 13 28条 2 　本体工事費等にかかる請求権と、維持
管理及び運営にかかる請求権とを一体と
して担保提供することを想定した場合、前
者は確定債権ですが後者では既に実施
済の分しか確定債権ではありません。後
者の取り扱いについて営業権の担保提
供の考え方を採用しているのでしょうか。

　担保提供の考え方については事業者の判断に
お任せします。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
456 13 28条 2 　（本条項（1）（2）号の位置づけが明記さ

れていませんが、事業者に全面的にリス
ク負担させるものの例示と推量します。）
 事業者が所有し使用するAV機器の盗
難・紛失・破損等の事故・トラブルについ
ては、原則として事業者負担であることは
理解できます。しかし、貴市に所有権を移
転した図書等について、盗難・紛失・破損
等の事故・トラブルに起因する“貴市の損
害”については、（民法・警備業法その他
一般常識に即して考えると、）事業者が通
常の注意義務を怠らず、貴市と約定した
仕様書に従って図書館運営業務を遂行し
たにもかかわらず、避けえなかった場合
は免責とするのが妥当ではないでしょう
か。

　盗難防止装置及びロッカーを整備していない現
状において、現図書館での図書等の盗難・紛失
は全体の0.3％です。盗難防止装置及びロッカー
を整備した場合、設置していない場合と比較して
80％の盗難等防止が可能、という全国データー
から、両設備を整備する新図書館においては、
盗難等は0.3％を下回ると想定しておりますが、
現状レベルの0.3％までは市のリスクと考え、市
が負担することとします。
　したがって、事業者において管理義務の懈怠
がなければ、図書等の簿価総額の0.3％を超える
損害は発生しないと考えております。

457 13 28条 2 　図書等の「簿価」の算定方式についてご
教示下さい。

　入札説明書P．34　付属資料②　サービス対価
の算定方法　「図書等購入費」注2に規定する納
入価格をいいます。

458 13 28条 2 （１） 　第28条「図書館施設維持管理業務」第2
項（1）図書やAV機器の盗難・紛失につい
て、市の負担を総簿価の0.3%未満までし
か負担しないとするのは、合理性に欠い
ていると考えます。事業者のコントロール
外のリスクであり、市が全て負担すべきで
あると考えます。契約書（案）の内容（そ
の%設定も含め）の規定とする根拠はなん
でしょうか？

　盗難防止装置及びロッカーを整備していない現
状において、現図書館での図書等の盗難・紛失
は全体の0.3％です。盗難防止装置及びロッカー
を整備した場合、設置していない場合と比較して
80％の盗難等防止が可能、という全国データー
から、両設備を整備する新図書館においては、
盗難等は0.3％を下回ると想定しておりますが、
現状レベルの0.3％までは市のリスクと考え、市
が負担することとします。
　したがって、事業者において管理義務の懈怠
がなければ、図書等の簿価総額の0.3％を超える
損害は発生しないと考えております。

459 13 28条 2 （１） 　図書等の所有権が市に帰属するなら
ば、どの様な数字をもって図書等の簿価
総額とするのでしょうか。

　入札説明書P．34　付属資料②　サービス対価
の算定方法　「図書等購入費」注2に規定する納
入価格をいいます。

460 13 28条 2 （１） 　入札説明書30頁付属資料①リスク分担
表Ｎｏ．61の備品リスクは市が主分担と
なっております。当該条文と整合がとれて
いないのではないでしょうか。

　整合性はとれております。盗難防止装置及び
ロッカーを整備していない現状において、現図書
館での図書等の盗難・紛失は全体の0.3％です。
盗難防止装置及びロッカーを整備した場合、設
置していない場合と比較して80％の盗難等防止
が可能、という全国データーから、両設備を整備
する新図書館においては、盗難等は0.3％を下回
ると想定しておりますが、現状レベルの0.3％まで
は市のリスクと考え、市が負担することとします。
　したがって、事業者において管理義務の懈怠
がなければ、図書等の簿価総額の0.3％を超える
損害は発生せず、市が主分担であるという位置
付けで問題ないと考えております。

461 13 28条 2 （１） 　図書館内における図書等やＡＶ機器の
盗難・紛失・破損等の損害については，
特別整理業務により判明した図書等の簿
価総額の0.3％を超えない額を市が負担
することとなっていますが、この0.3％とい
う数字には何か統計的な根拠があるので
しょうか？
　また0.3％を超えた場合，その損害額が
民間事業者の負担となる理由は何でしょ
うか？

　盗難防止装置及びロッカーを整備していない現
状において、現図書館での図書等の盗難・紛失
は全体の0.3％です。盗難防止装置及びロッカー
を整備した場合、設置していない場合と比較して
80％の盗難等防止が可能、という全国データー
から、両設備を整備する新図書館においては、
盗難等は0.3％を下回ると想定しておりますが、
現状レベルの0.3％までは市のリスクと考え、市
が負担することとします。
　したがって、事業者において管理義務の懈怠
がなければ、図書等の簿価総額の0.3％を超える
損害は発生しないと考えております。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
462 13 28条 2 （1） 　0.3％を超えた額の負担についての考え

方をご教示ください。
　盗難防止装置及びロッカーを整備していない現
状において、現図書館での図書等の盗難・紛失
は全体の0.3％です。盗難防止装置及びロッカー
を整備した場合、設置していない場合と比較して
80％の盗難等防止が可能、という全国データー
から、両設備を整備する新図書館においては、
盗難等は0.3％を下回ると想定しておりますが、
現状レベルの0.3％までは市のリスクと考え、市
が負担することとします。
　したがって、事業者において管理義務の懈怠
がなければ、図書等の簿価総額の0.3％を超える
損害は発生しないと考えております。

463 13 28条 2 （１） 　「一貫」は「一環」と思量します。 　「一環」に訂正致しました。修正箇所正誤表(平
成13年12月14日修正)　Ⅵ．契約書（案）　をご参
照下さい。

464 13 28条 2 （１） 　リスク分担表Ｎｏ．61では、図書やAV機
器の盗難・紛失・破損リスクは事業者が
従負担となっていますが、図書等の簿価
総額の0.3％を超える分は、事業者が費
用負担して補充・修理を行うということで
しょうか。

ご質問の通りです。

465 13 28条 2 （１） 　AV機器の盗難・紛失・破損等の事故・ト
ラブルに関し、事業者が善管注意義務を
怠らなかった場合において、第三者の行
為に起因する盗難・紛失・破損等につい
ての損害は、同条第3項の不可抗力によ
る手続きとなると理解してよろしいでしょう
か。

ご質問の通りです。

466 13 28条 2 （１） 　「図書等の盗難・紛失・破損にかかる費
用については、当該特別整理業務により
判明した図書館内の図書等の簿価総額
の0.3％を超えない額までは市がこれを負
担する」とありますが、これは、特別整理
業務を行ったときから次回の当該業務を
行うまでの期間毎の費用総額が対象にな
るとの理解でよろしいでしょうか。

ご質問の通りです。

467 13 28条 2 （１） 　図書等の盗難等にかかる費用について
簿価総額の0.3パーセントまで市が負担す
るとされていますが、この負担上限は当
該特別整理業務の都度でしょうか、それ
とも累計ベースでしょうか。

　当該特別整理業務の都度と考えております。

468 13 29条 　事業契約書（案）第29条（保険）におい
て付保する普通火災保険の対象施設で
ある『本件施設』の中に、図書館運営業
務のなかの「コンピュータシステムの整
備・保守・管理」によって整備されるコン
ピュータ機器は含まれるのでしょうか。簡
潔に説明すると、このコンピュータ機器に
ついても再調達価格による普通火災保険
を付保する必要があるのでしょうか。

ご質問の通りです。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
469 13 29条 　再調達価格を付保金額とする普通火災

保険に加入しなければならないとなって
いますが、火災保険に加入したとしても、
資金調達のための担保として金融機関の
第一順位の質権が設定され保険証券自
体が金融機関によって管理されることが
予想されますが、それでも、当契約にお
いて再調達価格の保険に加入する必要
があるのでしょうか。市の保険に加入した
ほうがコスト減になるのではないでしょう
か。

　金融機関の質権設定に関わらず、普通火災保
険への加入は事業者の義務と考えております。

470 13 29条 　図書館内AV機器の盗難・紛失・破損等
の事故・トラブルの内、第三者によるもの
で事業者の管理義務懈怠によるもの以
外についてお尋ねします。
　当該事項による損害は、質問回答
No.260により市の負担と想定されており、
その意味でリスク分担表No.61の備品リス
クは事業者が従分担となっていると理解
しておりますが、本条文では当該費用の
負担は不可抗力の場合を除き事業者負
担となります。
　質問回答と契約書案のどちらを前提に
すべきでしょうか。

　図書館内における図書等や、AV機器の盗難・
紛失・破損等の事故・トラブルについては、市の
責めによる場合と不可抗力の場合を除き事業者
負担としており、実施方針時の質問回答No.260と
契約書（案）の間に齟齬があるとは考えておりま
せん。図書等の盗難・紛失・破損にかかる費用に
ついては、図書等の簿価総額の0.3％までの損
害額は市が負担することから、市が主分担であ
るという位置付けとしています。

471 13 29条 　図書等の盗難・紛失・破損等の事故・ト
ラブルについては、その所有権が事業者
側にない以上、事業者の損害は発生しま
せんが、本条（1）の規定では、図書等簿
価総額の0.3％までは市の負担とありま
す。
　これは、0.3％を超える損害については、
それが第三者によるものか否かを問わ
ず、市が事業者に負担（支払）を求めると
いう意味でしょうか。

　ご質問の通りです。
　盗難防止装置及びロッカーを整備していない現
状において、現図書館での図書等の盗難・紛失
は全体の0.3％です。盗難防止装置及びロッカー
を整備した場合、設置していない場合と比較して
80％の盗難等防止が可能、という全国データー
から、両設備を整備する新図書館においては、
盗難等は0.3％を下回ると想定しておりますが、
現状レベルの0.3％までは市のリスクと考え、市
が負担することとします。
　したがって、事業者において管理義務の懈怠
がなければ、図書等の簿価総額の0.3％を超える
損害は発生しないと考えております。

472 13 29条 　貴市において所有する図書等について
は、火災等による損害に対する保険に加
入されていますか。加入されている場合、
その保険の内容を教えて頂けないでしょ
うか。

　一部貴重図書について、共済組合の火災保険
に加入しています。
　なお、建物及びコンピュータ機器も加入してい
ます。

473 13 30条 　第30条（本件施設に関するサービスの
対価の支払）。なぜ、3つの異なる性格の
支払請求権を不可分と扱うのでしょう
か？
　その法的根拠はなんでしょうか？

　市として、本件は「一体としてのＰＦＩ事業」と考
えており、サービスの種類は異なるものの、落札
した事業者に一体としてのサービス提供をお願
いするものです。従って、個々のサービス対価の
請求権を独立させて、それぞれ譲渡、担保提供
されることは、予定しておりません。

474 13 30条 　市の承諾を得て金融機関等へ担保提
供を行った場合に、実際に担保処分を行
うことになった場合は、市の承諾を得ない
で実行できると考えてよろしいでしょうか。

　ご質問の点に関しては、市と金融団の直接協
定において決定いたします。

66 



Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
475 13 30条 　サービス対価等の支払について定めら

れておりますが、別紙５｢サービスの算定
方法｣と照らし合わせた場合、図書購入費
の支払方法が明確に示されていないと思
われます。P.34別紙5（1）3）各サービスの
算定方法｢図書等購入費｣において、定常
購入分は実費精算とありますので、その
支払方法を具体的にご教示ください。

　図書等購入費は別紙5　サービスの対価の算
定方法　○図書等購入費に記載している定常購
入分Ⅰ1.5百万円/年、定常購入分Ⅱ20百万円/
年（消費税を除く）が市からの支払い額となりま
す。
  実際の図書等の購入に際しては、この金額に
合わせて、納入価格ベース（定価、但し貸出可能
な状態で納入）で図書等（新聞・雑誌の購入目安
は新聞が15紙、雑誌が約100誌、図書等は年間
約1万点を目標）の費用を積算するため、事業者
が納入可能な状態にすることを含め、定価よりも
安く購入する努力を行った場合は、差額が事業
者の利益となります。

476 14 34条 1 （2） 　「独立採算部分改善計画書の内容につ
いては関係者協議会を経て市の承認を
得ることを要する」とありますが、関係者
協議会を経れば、市の承認は不要である
と考えます。市の承認を得る理由につい
てご教示ください。

　関係者協議会は市と同義ではないことから、市
の承認は必要と考えます。

477 15 34条 1 （5） 　「生活利便サービス施設にかかる建設
工事費」とは当該部分の内装等仕上工事
費及び設備工事費の合計と解釈してよろ
しいでしょうか。

　様式集　様式2－3の費用等積算表で積算され
る図書館等施設建設費のうち生活利便サービス
施設にかかる費用です。

478 15 35条 　独立採算部分のテナントによっては、電
力の自家引込み（独自の料金体系を適用
する為？）を入居・出店に当たっての要求
（或いは条件）とするところもありますが、
これは可能でしょうか。

　電気等の供給事業者との関係では、1敷地につ
いて引き込み口は1つしか認められておりませ
ん。従って、基本料金については按分し、使用料
金については別メーターを付け、市の使用量と生
活利便サービス施設の使用量を分けることとしま
す。

479 16 36条 　第36条（保証）について。契約保証金を
積まない場合に、事業者が「代表企業と
もう1社の保証」を選択すると、市は30年
間の全ての事業に対する保証を求める
のに、「履行保証保険を付保すること」を
選択すると建設期間中の履行保証保険
付保のみでも構わないと規定することは
極めて不自然であると考えますが、この
ように規定する理由はなんでしょうか？

　契約保証金については、契約保証金の納付や
株主による保証等による事業者への負担が大き
いことから、履行保証保険の付保を選択肢として
ご提示しています。ただし、30年間にわたる事業
期間全てに付保を行うのは、現状の保険制度と
照らし困難と考えられることから、本件工事期間
中のみを付保の対象としています。

480 15 36条 2 　履行保証保険を選択した場合は、工事
期間中についてのみ工事費相当額の100
分の10相当の保険金額を付保すればよ
く、その他の方法を選択した場合は、全
事業期間について、落札金額の100分の
10相当の保証もしくは保証金等が必要と
解釈してよろしいですか。

　契約書（案）第36条2項の①に記載してある通
り、事業者にかかる入札参加者がグループを結
成している場合の代表者及び事業者の株主のう
ち市が適当と認めるものが保証を差し入れること
も可能です。

481 15 36条 2 　国債差入れや株主の連帯保証でなく、
工事期間のみを対象とした履行保証保険
を付保すれば、その他の契約保証は要
求されないと理解しますが、念の為確認
願います。

　ご質問の通りです。
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No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
482 16 36条 2 　工事期間中の履行保証保険をもって、

「市が合理的に満足する内容の履行保証
保険」とするということは、市を被保険者と
する工事期間中の履行保証保険を付保
すれば、契約保証金、その他の保証、あ
るいは代表企業および事業者の株主のう
ち市が適当と認めるものの保証も必要な
いと考えてよいでしょうか。

　ご質問の通りです。

483 16 36条 2 　市を被保険者とする履行保証保険とあ
りますが、工事期間中の履行保証保険と
すると、保証内容は事業者と請負者の請
負契約上の履行を保証するものと考えま
す。よってこの場合は被保険者は事業者
と考えますが、いかがでしょうか。

  桑名市契約規則第33条第2項により、市を被保
険者とする必要があります。

484 16 37条 　｢なお、市は第39条第4項の規定に従っ
て手続を進めることができる。｣とあります
が、｢市及び事業者は」とすることが妥当
であると考えますがいかがでしょうか。

　本契約書（案）の契約内容についての変更は考
えておりません。

485 17 39条 　随所に、市は、SPC株主に対し、第三者
にSPC株式を譲渡せしめることができる
旨規定されていますが、当該SPC株主と
当該第三者の間で譲渡条件に関する合
意が成立することが前提であり、市が
SPC株主に対して譲渡価格或いは譲渡
先を指定・強制することはないとの理解で
よいでしょうか。

　事業者から第三者への譲渡代金につきまして
は当事者間の契約によりますので当事者間の問
題と考えます。従って市の判断する事項ではあり
ません。また、譲渡先を指定・強制することはあり
ませんが、譲渡先については市の承認が必要で
す。

486 16 39条 　第39条（市による本契約の終了）につい
て。施設引渡後に事業者の責めか、不可
抗力かの理由を問わず、本契約が中途
で解除された場合に市は所有権を取得し
たうえで、代金を一括または当初定めた
スケジュールに従って事業者に支払うと
規定されていますが、本件施設に市が承
諾した金融機関の抵当権が設定されてい
る場合は、市が事業者へ建物代金の完
済をするまで、抵当権をはずさなくて良い
と理解してよろしいでしょうか？明確化の
ため、そのように規定してほしいと考えま
す。

  ご質問の通りですが、契約書に特段の記載を
する事項とは考えておりません。

487 16 39条 　第39条（市による本契約の終了）につい
て。市が契約解除後施設を買い取る場合
には、改めて事業契約とは別の買取契約
を締結するのでしょうか？それとも、新た
に別の買取契約を締結することなく、事業
契約に施設買取に関する規定が含まれ
ており、新たな施設買取契約は締結され
ないとの理解でよろしいのでしょうか？

  新たな施設買取契約の締結は想定しておりま
せん。

488 17 39条 3 （4） 　重大な法令違反とは具体的にはどのよ
うなケースでしょうか。

　談合の発覚による独禁法違反が考えられま
す。

489 17 39条 3 （4） 　事業者又は事業者にかかる入札参加
者が重大な法令の違反をした場合、市は
事業者の変更又は事業の中止をすること
ができるとされていますが、この規定は、
施設の引渡完了前だけではなく完了以降
にもかかるのでしょうか。

  ご質問の通りです。

68 



Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
490 17 39条 3 （4） 　重大な法令の違反とは具体的にどのよ

うな法令を考えていますか。たとえば独占
禁止法や証券法の違反もこれに該当しま
すか。

  ご質問の通りです。

491 17 39条 4 （1） 　事業契約書（案）第39条4項（1）3行目
（市による本契約の終了）において、『①
市が本件事業を継続させると判断した場
合、市は事業者をして～』とあるが、この
場合の地位譲渡価格及び株式の譲渡価
格は、どのような方法にて決定されるの
でしょうか。

　事業者から第三者への地位及び株式の譲渡
代金につきましては当事者間の契約によります
ので当事者間の問題と考えます。従って市の判
断する事項ではありません。

492 17 39条 4 （1） 　引渡し完了までに、事業を終了させるこ
とになった場合、建設工事に期中金利を
加えた額が事業者が負担する代金である
ので、係る費用の出来高が対象になると
考えて宜しいでしょうか。

　出来高部分の金額については、関係者協議会
にて協議します。

493 17 39条 4 （2） 　関係者協議の上、協議が整わなかった
場合の定めが必要だと思われますがい
かがでしょうか。また、万一事業を終了さ
せるときは市の書面による通知をなされ
たほうが宜しいかと思われますがいかが
でしょうか。

　協議が不調の場合は、市の判断により契約を
終了することを想定しております。

494 17 39条 4 （1） 　同号の中で「①市が本件事業を継続さ
せると判断した場合、市は事業者をして
事業者の本契約上の地位を市が選定し
た第三者へ譲渡せしめ、又は事業者の株
主をして、その全株式を市が承認する第
三者へ譲渡せしめる」とありますが、その
場合の対価はどのように決定されるので
しょうか（不可抗力の場合において当該
譲渡対価が事業者の合意無く決定される
ことが無いような措置をお願い致しま
す）。

　事業者から第三者への地位及び株式の譲渡
代金につきましては当事者間の契約によります
ので当事者間の問題と考えます。従って市の判
断する事項ではありません。

495 17 39条 4 （2） 　同号の中で「市と事業者間にその余の
債権債務関係はないものとする」とありま
すが、例えば、システム整備保守管理費
の中で整備にかかる費用のように、当初
整備及び5年毎の更新時の整備において
業務の履行が確認されることにより、貴
市が負担すべき費用と考えますが、いか
がでしょうか。

　同号に示す通り、事業契約終了の際は、市は
本件施設の所有権をすべて保持・取得した上で
本件工事費等の残額及びこれにかかる支払利
息の支払いを行います。よって、市と事業者間に
その余の債権債務関係はないものと考えられま
す。

496 18 39条 5 （１） 　引渡し前の買い取り額は出来高部分に
相当する代金を市が事業者に支払うとの
規定ですが、出来高の検査はどのように
おこなうことでその価格の客観性を担保
するのでしょうか？

  関係者協議会にて協議いたします。

497 18 39条 5 （1） 　随所に、契約が中途解約された場合、
施設の所有権を先に市が取得し、その
後、事業者に清算金が支払われることと
なっていますが、双務性の観点から、同
時履行を原則としてください。
　特に、建設期間中の解約の場合は、一
般的に建設企業は出来高部分を留置（商
事留置権）しますので、同時履行にしてお
かなければ貴市にとっても不利益が生じ
る可能性があります。（若しくは事業者が
指定する者の代理受領を認める旨明記し
て下さい。）

　本契約書（案）に定める通り、市が所有権をす
べて保持・取得した上で、事業者への支払いを
行います。
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498 18 40条 1 　市による履行（支払）遅延を原因とする

契約解除に対して、原状復帰の義務を負
う事業者への支払債務は一括払いが妥
当ではありませんでしょうか？

　契約書（案）第40条1項に定めた通り、一括払い
か延払いかは市の選択によります。

499 18 40条 1 　市が履行すべき支払を遅延した場合、
市が事業者からの催告を受けた後6ヶ月
を経ても支払を行なわない場合、事業者
は市に書面にて通知し本契約を終了する
ことができるとあります。この時、遅延日
数に応じ年利8.25％の遅延損害金を計算
した額を事業者に対して支払うとなってい
ますが、遅延損害金の算定額は支払を
遅延した全ての金額及び日数が対象とな
ると考えて宜しいでしょうか。

　ご質問の通りです。

500 18 40条 1 　本契約は、有効かつ拘束力のある市の
債務を構成し、本契約の規定に従い各事
業年度の予算の範囲で強制執行可能な
市の債務が生じるとなっていますが、各
事業年度の予算の範囲に収まらなかった
場合、市は支払わないことになるのです
か。
　義務費の位置付けとなれば予算の範囲
内外を問わずかつ、万一自治体が破綻し
た場合においても最優先債務として残る
と判断して宜しいでしょうか。

  市が債務負担行為を設定するのは、将来にわ
たる財政負担の限度額を設定する行為ですが、
各年度の支出見込額については、各年度の歳出
予算として毎年度歳入歳出予算に計上すること
となります。この場合、いったん債務負担行為と
して議会の議決を得たものであれば、各年度の
支出見込額は義務費として歳入歳出予算に計上
することになりますので、議会の議決が得られな
いことは想定しておりません。また、各年度の支
出見込額が議会により削除または減額修正され
たとしても、義務費の場合、地方自治法177条の
規定により、最終的には議会の議決を得ずとも
原案執行ができることとなっております。したがい
まして、当該年度の予算によって認められなけれ
ば債務が不存在ということはありえません。
　また、市が財政再建団体（＝地方財政再建促
進特別措置法に基く準用団体）に転落した場合
であっても、既に議会の議決を経た予算につい
てはなおその効力を有し、既決予算に基き既に
発生している、あるいは将来的に発生する市の
債務につきましては、当該債務を踏まえた財政
再建計画を策定し、議会の議決及び総務大臣の
承認を受けることになります。従って、既決予算
を踏まえた財政再建計画に基き、既に発生して
いる、あるいは将来的に発生する市の債務につ
きましては、原則として支払いが停止されること
はないものです。

501 18 40条 1 　遅延損害金の料率が年8.25％となって
おりますが、これは現在の金利水準を前
提として算出された率と考えられ、将来
（10年20年後）金利水準が大幅に高騰し
た場合は見直す旨の規定を挿入すべき
ではないでしょうか。

　遅延損害金の料率については、変更は考えて
おりません。

502 18 41条 1 　本項の趣旨は、契約終了時に存在して
いる事業者の所有物の内、市の判断に
よっては撤去・処分せずそのまま残して
おく物もありうる、ということと理解します
が、その際、物によっては市が有償で買
取ることはありうるのでしょうか。

　有償での買取りは想定していません。
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503 19 42条 　第42条（業務不履行に関する手続）につ

いて。モニタリングの結果、サービスの対
価の減額若しくは支払留保の可能性があ
りますが、これはあくまで維持管理運営
部分の対価に関することであって、工事
代金についての影響はないとの解釈でよ
ろしいでしょうか？

　契約書（案）第39条5項2号に定めた通り、本件
施設の引渡し完了後に、事業者の責めにより市
が本契約を終了させた場合は、本件工事費等の
残額及びこれにかかる支払利息について、その
100分の90のみを支払うこととします。

504 19 42条 1 （1) 　「改善計画書の内容については関係者
協議会を経て市の承認を得ることを要す
る」とありますが、関係者協議会を経れ
ば、市の承認は不要であると考えます。
市の承認を得る理由についてご教示くだ
さい。

　関係者協議会は、市と同義ではないことから、
市の承認は必要と考えます。

505 19 42条 1 （4） 　サービス対価の支払を全額停止するの
は、①事業者の責めにより本件施設にお
ける活動が24時間以上継続して行えなく
なった場合、かつ、②関係者協議会によ
る協議手続きを2回経ても改善措置が認
められないと市が定期モニタリングの結
果、判断した場合という理解でよろしいで
しょうか。①．②のどちらか一つの事態の
発生では、サービス対価の支払の全額停
止はないという理解でよろしいでしょうか。

　ご質問の通りです。

506 20 42条 1 （6） 　「市が本件事業を継続させると判断した
場合、市は事業者をして事業者の本契約
上の地位を市が選定した第三者へ譲渡
せしめ、又は事業者の株主をして、その
全株式を市が承認する第三者へ譲渡せ
しめることができる。」と、契約上の地位
及び株式の譲渡先を「市」が選定するとし
ております。
  　この場合、事業者がプロジェクトファイ
ナンスを提案した場合、融資団の事業介
入（Step-in-right）が困難になると思料い
たします。
　そこで、附則第2条で規定する、「融資団
との協議」を行った場合、融資団との「直
接協定（ダイレクトアグリメント）」の中で、
融資団の事業介入が図れるよう規定され
るものと理解して宜しいでしょうか？

　市は「承認」するのみで、「第三者への譲渡」の
プロセスにおける融資団の関与は直接協定で定
めます。

507 20 44条 1 （2） 　「事業年度内の予算の範囲内」とありま
すが、この予算とは本事業に割り当てら
れた予算ではなく、市の年度予算総額の
意味と了解しますが、確認願います。

　事業年度内の予算は、本事業に割り当てられ
た予算です。

508 20 44条 1 （2) 　市の誓約は、本契約の規定に従い各事
業年度内の予算の範囲内で強制執行可
能な市の債務が生じるとされています
が、予算の範囲内という表現は、もし当該
年度の予算によって認められなければ債
務が不存在となるという意味でしょうか。

  市が債務負担行為を設定するのは、将来にわ
たる財政負担の限度額を設定する行為ですが、
各年度の支出見込額については、各年度の歳出
予算として毎年度歳入歳出予算に計上すること
となります。この場合、いったん債務負担行為と
して議会の議決を得たものであれば、各年度の
支出見込額は義務費として歳入歳出予算に計上
することになりますので、議会の議決が得られな
いことは想定しておりません。また、各年度の支
出見込額が議会により削除または減額修正され
たとしても、義務費の場合、地方自治法177条の
規定により、最終的には議会の議決を得ずとも
原案執行ができることとなっております。したがい
まして、当該年度の予算によって認められなけれ
ば債務が不存在ということはありえません。
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509 23 付則

1条
　「本契約に基づき市より要求される保証
等」とは具体的に何を指すのでしょうか。

　第36条第2項による株主の保証により、契約保
証金を免除する場合は、別紙7の保証書に規定
された事項及び入札説明書P15(6)②に規定する
事項となります。

510 23 付則
1条

　市の同意を得た場合に限り、株式・出資
分は他に処分することができ、市は合理
的な理由なくかかる同意を不当に留保ま
たは遅延しないとなっていますが、回答
の期間はどのように定められるのでしょう
か。

　市は、合理的な理由なく、かかる同意を留保ま
たは遅延は致しません。なお、回答の期間につ
いては定めません。

511 別5 33 （1） 3） ○図
書等
購入
費

　事業契約書（案）別紙5　○図書等購入
費において、初期購入分11万点について
は、5年間の元利均等返済と記載されて
いるが、この11万点分（350百万円）の返
済を平成16年10月～平成21年9月の5年
間にて返済することなのか、もしくは、開
業前の6万点については平成16年10月～
平成21年9月にて返済、1年目購入分に
ついては平成17年10月～平成22年9月に
て返済、2年目購入分については平成18
年10月～平成23年9月・・・・というように
返済していくのか確認させて頂きたい。

　初期購入分の11万点分についての返済は、平
成17年4月～平成21年10月の支払いにおいて、5
年間で平準化して支払います。

512 別5 37 （3） 4） 注1 　図書館利用者の算定については事業
収支に直結する極めて重要な問題であり
ます。
　・延べ人数でよいのか
　・貴市及びNPO主催のイベント参加者に
ついて誰がどのようにカウントするのか
　・市の検証に必要な帳票はなにか（利用
分類毎に）
　など、回答書にて詳細な説明をお願い
します。

　「利用者」につきましては、業務要求水準書P．5
Ⅰ　■用語の定義　（10）図書館の利用者　に定
義した「図書館の利用者」の統計、及び、図書館
運営方針の図書館システム基準に示した統計の
提示を求めます。
　定義にある「利用者」をどのようにカウントしシ
ステムに組み込むかは事業者の提案となります
ので、様式5－2－10でご提案下さい。

513 別5 37 （3） 4） 　利用者の増減に伴うサービス対価の改
定について。利用者増の上限が年間18
万人となっていますが、仮に18万人を大
幅に超えた場合、市側と協議をお願いで
きるでしょうか？

  お示しした条件の変更はいたしません。

514 別6 39 3条 　生活利便サービス施設については、実
施方針質問回答書No.36ではテナントを
誘致し賃貸も可能との回答でしたが、本
契約書（案）では使用貸借部分の転貸は
禁止となっています。市の承諾を得れば
テナントへの転貸も可能であるとの理解
で宜しいでしょうか。
　また入札時に市の承諾を前提としたテ
ナント誘致の提案は可能でしょうか。それ
ともあくまでもSPCが自ら運営を行う提案
でなければならないのでしょうか。

　本条は転貸を全般的に禁止しているのではな
く、市の承諾のない転貸を禁止しているもので、
市の承諾を得た場合は転貸は可能です。入札時
に市の承諾を前提としたテナント誘致の提案をす
ることも可能です。

515 別6 39 3条 　第3条（譲渡及び転貸の禁止）におい
て、使用貸借部分を転貸してはならない
と、ありますが、甲の承諾を得れば可能と
解釈してよろしいでしょうか。実施方針に
関する質問回答集P.5では、誘致し賃貸も
可能と読めますが、第3条は、転貸する場
合の条件としての解釈でよろしいでしょう
か。

　本条は転貸を全般的に禁止しているのではな
く、市の承諾のない転貸を禁止しているもので、
市の承諾を得た場合は転貸は可能です。入札時
に市の承諾を前提としたテナント誘致の提案をす
ることも可能です。
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Ⅵ．契約書（案）
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 条 項 号 質問事項 回答
516 別6 41 13条 1

2
　特段の指示とその限度に関連し、伺い
ます。
　① 平成16年10月1日（予定）の運営業
務開始時以前に当該部分の生活利便
サービス事業のための、内装工事等の整
備が、可能でしょうか。
　② ①で可能な場合、平成16年10月1日
における原状とは、生活利便サービスの
用に係わる内装等工事が、終了している
状態となりますが、これを原状と捉えて宜
しいのでしょうか。
　③ 原状回復についての特段の指示を
受けた場合、平成46年10月１日に、とあり
ますが、8月31日以降9月30日までに原状
復帰するということでしょうか。

　①については、可能です。
　②については、生活利便サービス施設に関わ
る内装工事等の終了前を原状と判断していただ
きますが、特段の指示がない場合には、生活利
便サービス施設の内装等に関し原状回復する必
要はありません。
　③については、特段の指示を受けてから9月30
日までの間に原状回復をしていただきます。

517 別8 45 　別紙8法令変更に係る負担について。
本事業以外の全ての事業者に影響する
法令の変更リスクを市は一切とらないと
ありますが、当該リスクを事業者が負担
すると、事業の継続に多大な影響がで
て、公共サービスの低下につながる可能
性が高くなると考えますが、なぜこのよう
な規定としたのでしょうか？事業者がコン
トロール不可能な当該リスクを事業者負
担とすることは合理性に欠くと考えます。

　本件事業に関わらず、全ての事業者に影響す
る法令については、本来事業者が負うべきリスク
と考えます。
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
518 全般 　様式集に記載されている事業年度と

は、
　①毎年10月～翌年9月末（初年度含
む）
　②毎年4月～翌年3月末（初年度含
む）
　③毎年4月～翌年3月末（初年度除
く、初年度は平成16年10月～平成17
年3月末）
のいずれでしょうか。

  契約書（案）に記載の通り、事業年度は4
月1日からの1年間となりますが、ご提案頂
く様式集においては、審査の便宜上、全て
10月1日からの1年間を事業年度としてご記
入下さい。

519 全般 　様式集の全ての書式について、「※」
以下に記載されている注記部分は、提
出書類には記載する必要がないと理
解してよろしいでしょうか？

  ご質問の通りです。

520 全般

Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ⅴ

2-6-3
2-7
3-10-2
4-3-1
～7
5-3-1
5-4-1

  様式2-6-3図書購入費見積書、3-
10-2備品等整備業務費用見積書、4-
3-1～7維持管理業務費用見積書、及
び5-3-1図書館運営業務費用見積書
については※に｢各年の費用は10月～
9月の1年間の費用｣を記入するとあり
ますが、長期収支計画表の年度は4～
3月であることから、双方の様式の各
年度の数値は必ずしも一致しないとい
うことでよろしいでしょうか。
  また、様式5-4-1システム運営費の
年度該当月をご提示願います。

  契約書（案）に記載の通り、事業年度は4
月1日からの1年間となりますが、ご提案頂
く様式集においては、審査の便宜上、全て
10月1日からの1年間を事業年度としてご記
入下さい。

521 Ⅰ 1-1 　添付書類の１「　―　登録されている
ことを証する書類」とありますがどのよ
うな書類でしょうか。

  業務委託及び物品に関しては、桑名市入
札参加資格者名簿の届時に送付しました
入札参加資格者名簿登録済通知書、工事
及びコンサルタント業務に関しては、届時に
登録番号を記載し証明したものです。

522 Ⅰ 1-1
1-2

　様式1－1の代表者職氏名、様式1－
2の代表者職名については桑名市  入
札参加資格者名簿に登録された者で
宜しいですか。

　代表者職名は、桑名市入札参加資格者
名簿に記載の代表者職名を記し、氏名欄
の印については、桑名市入札参加資格者
名簿に登録の印を押印して下さい。なお、
様式1-1に追加しました注意書きをご参照
下さい。

523 Ⅰ 1-2 　「資格確認申請時に、協力企業の名
称を付記することを妨げない」とありま
すが、その場合、様式集1-2のどの欄
に記入すればよろしいですか、ご指示
願います。

  応募者の資格確認申請時に協力企業とし
て名称を記載する場合は、「桑名市図書館
等複合公共施設特定事業」入札グループ
参加表明書のグループ構成員表の番号欄
に、番号ではなく「協力企業」と記載して下
さい。また、関心表明書の提出を行う場合
は、氏名の欄に押印して下さい（関心表明
書の提出を行わない場合は結構です）。な
お、協力企業については、桑名市の入札参
加名簿に登録されていることを証する書類
の添付は不要です。
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
524 Ⅰ 1-2 　様式1-2　入札グループ参加表明書

について下記のとおり質問いたしま
す。
①グループ構成員表の記入欄が7社
分設定されていますが、7社以上のグ
ループの場合、表を加工して行を増や
しても構わないでしょうか？または、2
枚にわたって記入すべきでしょうか？

②グループ構成員表内の業種は、会
社四季報にある証券取引所の定める
新業種分類（33業種）に従い記入して
よろしいでしょうか？

③連絡先TELには、代表番号を記入す
るのでしょうか？それとも担当者の電
話番号を記入するのでしょうか？

　①構成員が多い場合は、適宜、行を増や
し記載して下さい。その際、2枚にわたって
記入することになっても構いません。
　②ご質問の通りです。
　③担当者の電話番号を記入して下さい。

525 Ⅰ 1-2 　この中でいう「代表者」の件ですが、
貴市への指名願申請時点において委
任している場合は、受任者をもって「代
表者」と考えてよいのでしょうか。

ご質問の通りです。

526 Ⅰ 1-5 　委任状を提出した場合、受任者印に
て入札書、提案提出書の捺印を行なう
と理解して良いでしょうか。また、委任
状にて受任者を任命した場合、受任者
のみが入札に参加できることとなるの
でしょうか。

　ご質問の通りです。

527 Ⅱ 2-2-1 　スキーム図の中で下請会社も図示す
る様ご指示がありますが、提案書の提
出段階で下請会社が未決定の場合は
記載する必要はありませんか。

  下請会社について、未だ決定していない
場合は記載して頂かなくても結構です。

528 Ⅱ 2-2-2 3   当該事業とは、契約書に定められる
事業者の業務すべてを含むものでしょ
うか。それとも、図書館等施設維持管
理業務、図書館業務のみをいうので
しょうか。

　当該事業とは、契約書に定める事業者の
業務の全てを含むものです。

529 Ⅱ 2-6-1 　売上高および支出等は開業1年目
（平成16年10月～平成17年9月、準備
期間は除く）の金額を記入するとありま
すが、記入するのは様式4－3－1等に
規定される初年度から準備期間を除い
たものではなく、あくまで平成16年10月
～平成17年9月の実数を記入するので
すか。

　ご質問の通りです。

530 Ⅱ 2-6-1   ①この中で、売上高及び支出等は開
業1年目（平成16年10月～平成17年9
月）を記入下さいとありますが、別添
「建物等の建設及び維持管理並びに
運営に関する契約書案」で事業年度は
4月～翌年3月と記載されているにもか
かわらず、「平成16年10月～平成17年
9月」の数字を入れるのですか。

② 図書館運営業務費は12.5万人の年
間利用者を前提にすればよいのでしょ
うか。

③ 又、この表には特別損益及び法人
税等は記載しなくてよいのでしょうか。

  ① 契約書（案）に記載の通り、事業年度
は4月1日からの1年間となりますが、ご提案
頂く様式においては、審査の便宜上、全て
10月1日からの1年間を事業年度としてご記
入下さい。

  ②ご質問の通りです。

  ③記載しなくても結構です。
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
531 Ⅱ 2-6-1 　売上高に記す④修理費は、6年目以

降にサービス料として支払われるので
0と記入すればよいのでしょうか。

  ご質問の通りです。

532 Ⅱ 2-6-1 （1） 図書等購入費は納入価格を実費
精算することになっているので、原価
には1年目の初期購入分の元本金額と
定期購入分Ⅰ（150万円）を加えた金額
を記入するのでしょうか。

（2） 図書等購入費の売上には、図書
等購入費原価に1年目の初期購入分
にかかる利息を加えた金額を記入する
のでしょうか。

  （1）原価（支出等）には、初期購入分（ベー
スは元金）及び定期購入分Ⅰにおける、実
際の仕入れ価格に貸出可能な状態にする
ために必要な経費を加えた額を記載しま
す。なお、初期購入分の利息部分は支払利
息に記載します。
  
　（2）様式2-6-3の1年目の合計を記載しま
す（初期購入分の元金＋利息＋定常購入
分Ⅰ）。

533 Ⅱ 2-6-1 　普通火災保険の付保は維持管理業
務に含まれているので、維持管理費に
含むのでしょうか。あるいは、保険料に
含むのでしょうか。

  維持管理費に含めて下さい。保険料につ
いては、普通火災保険以外に付保する場
合、記載して下さい。

534 Ⅱ 2-6-1
2-7

  公租公課としてここに計上される税目
は、具体的に何でしょうか。
　又、この公租公課の課税率は標準税
率と考えてよいのでしょうか。

  前段については、当該事業にかかる税目
（法人税を除く）をご記入下さい。
  後段については、桑名市の課税税率に基
づいて計算して下さい。

535 Ⅱ 2-6-3 4 　予め入力されている計算式を見ます
と、初期購入分の元本と合計が図書購
入費合計に二重に加算されています。
このため、重複部分を除くと、図書購入
費の合計は1,244.5百万円（初期購入
分の利息を除く）ではなく、894.5百万円
（初期購入分の利息を除く）になると考
えられますが、いかがでしょうか？
　サービス対価の総額は不変でしょう
か？

  前段については、ご指摘の通りです。エク
セルの様式を訂正いたします。
  後段について、図書購入費に対するサー
ビスの対価は、利息部分を除けば不変で
す。

536 Ⅱ 2-7 　事業年度は4月～1月を1事業年度と
するのですか、あるいは、維持管理業
務費用見積書等と同様に10月～9月を
1事業年度とするのですか。

   契約書（案）に記載の通り、事業年度は4
月1日からの1年間となりますが、ご提案頂
く様式集においては、審査の便宜上、全て
10月1日からの1年間を事業年度としてご記
入下さい。

537 Ⅱ 2-7 　「14年度」とは、14年10月～15年9月
末を意味するのでしょうか。それとも15
年8･9月の2ヶ月を言うのでしょうか。
　又、「平成46年度」（31年目）が表にあ
りますが、事業は「45年度」（30年目）に
終了することとなるので、31年目「平成
46年」は何を記載するのでしょうか。

  前段の質問：14年度は14年10月1日から
の1年間となります。
  後段の質問：平成46年度は必要に応じて
記載して下さい（特に記載する内容がなけ
れば、結構です）。

538 Ⅱ 2-7 　生活利便施設に係る収入・支出はそ
の他にそれぞれ記入するのですか。

  別途、項目を設定して頂いても、その他
（他のその他の内容と区別がつくように記
載して下さい）にご記入頂いても結構です。

539 Ⅱ 2-7 　当該様式の単位は円と指定されてお
りますが、市のホームページにアップ
ロードされたエクセルファイルの同様式
の単位は千円と指定されております。
どちらに従えばよろしいでしょうか。
　また、様式によって円から百万円ま
で単位がまちまちですが、統一はされ
ないのでしょうか。

  前段については、様式に従って下さい（エ
クセルファイルは訂正いたします）。
  後段については、原則、円単位としていま
すが、内容に応じて千円もしくは百万円単
位で記載して頂くものもあります。

76 



Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
540 Ⅱ 2-7 　支出項目にある「諸経費」と「その他

の項目」はどのように区分して記入す
るのでしょうか。

  長期収支計画表の支出項目は例示です
ので、実態にあわせて項目を設定して頂い
て結構です。

541 Ⅱ 2-7 　減価償却費は各々の什器備品の法
定耐用年数から細かく計算しなければ
ならないのでしょうか。

  事業者の判断にお任せ致します。但し、
様式3-10-2を踏まえて下さい。

542 Ⅱ 2-7 　資金計画と様式2－8のキャッシュフ
ロー計算書は同じ意味合いだと思いま
すが、2種類提出する意図は何でしょう
か。

  審査の便宜上、提出をお願い致します。

543 Ⅱ 2-7 　建築工事費等には、初期投資金額を
記入するのでしょうか。修理費（投資）
には、初期投資以外の更新費、修繕
費（資本的支出）を記入するのでしょう
か。

  ご質問の通りです。

544 Ⅱ 2-7   「資金計画」の（資金需要）のなかに
修理費（投資）となっておりますが、こ
れはシステム･整備機器等の更新投資
と理解すればよいのでしょうか。
　又、そうだとすると「収支計画」のうち
「諸経費」から始まり「支払利息」で終
わる支出9項目及び「その他」は「資金
計画」の（資金需要）のどの項目に相
当すると理解すればよいのでしょうか。
　又、「キャッシュフロー計算書」の
（キャッシュアウトフロー）のどの項目と
理解すればよいのでしょうか。

  修理費（投資）は、長期修理計画書のうち
資本的支出（固定資産の原価に付加するも
の）に相当するものを計上して頂きます。
  従って、収支計画には計上されません。

545 Ⅱ 2-7
2-8

  キャッシュフロー計算書の中で、「配
当」という項目がありますが、SPCは民
間企業として適切な配当というものを
盛り込んだ計画とすることが前提とな
ると考えますが、その理解でよろしいで
しょうか。

  ご質問の通りです。

546 Ⅱ 2-9 　入札説明書31頁　付属資料②サービ
スの対価の算定方法の⑦その他業務
の対価は、「うち維持管理費及び運営
業務料」に含めると考えてよろしいで
しょうか。

  ご質問の通りです。

547 Ⅱ 2-10-1
2-10-2

　協力企業は、実施方針及び入札説
明書説明書では｢維持管理業務｣、｢運
営業務｣を担う企業と考えていました
が、様式集2-10-1・2-10-2にあります｢
施設整備に係わる設計・建設などの建
設工事関連業務｣を担う企業にも協力
企業を参加させることができると解釈し
てよろしいでしょうか。

  ご質問の通りです。

548 Ⅱ 2-10-1
2-10-2

　「協力会社とは入札参加者またはグ
ループ構成員以外で、本事業の業務
を担う者」とありますが、入札説明書P5
応募者の構成等にある｢協力企業｣と
の違いがあるのでしょうか。
　又業務のその他の欄に記入する企
業には、生活利便サービス施設のテナ
ントのような企業名を想定しているので
しょうか。

  前段については、様式2-10-1～2の「協力
会社」を「協力企業」に訂正致します。
  後段については、ご質問の通りです。
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
549 Ⅲ 　提案書に、様式以外の別途資料（図

面、模式図、パース等）を追加すること
は可能でしょうか？ご指示下さい。

　審査の公平性を保つため、指示した様式
以外の別途資料は受け付けません。

550 Ⅲ 3-5   総括責任者室とありますが、総括責
任者が図書館長を兼務するのでしょう
か。
　また図書館長の民間人登用は検討
可能でしょうか。

　前段については、総括責任者は、市の人
事異動によりますので、お答えできません。
  後段については、現時点では、民間人の
登用は考えておりません。

551 Ⅲ 3-5   休憩室とありますが、図書館、保健セ
ンター、勤労青少年ホーム、多目的
ホール全体で一つの休憩室と考えてよ
ろしいでしょうか。

　ご質問の通りです。

552 Ⅲ 3-8 3 a 　監視設備とはどのような設備です
か。

　各機器の集中管理をするための設備で
す。詳細は、施設設計要求書P．10　Ⅲ．施
設設計要求書　（3）共有施設　「管理室」の
項目をご参照下さい。なお、様式3-8につい
ては、訂正がありますので、修正版様式集
をご参照下さい。

553 Ⅲ 3-8 3 a 　表示設備とはどのような設備です
か。

　サインを想定しておりましたが、修正版様
式集では本項目を削除しています。適宜該
当すると思われる費目に計上していただく
か、追加項目を設けて下さい。

554 Ⅲ 3-8 4 a 　個別空調機とは、個別の部屋の空調
機器とも読み取れますが、ビル全体の
場合は機器設備と考えて宜しいです
か。

　修正版様式集では本項目を削除していま
す。修正版様式集をご参照下さい。

555 Ⅲ 3-8 4 b 　空調設備という場合、一般的には屋
内と屋外とに分けないと思われます
が、特別に分ける必要が有るのです
か。

　修正版様式集では本項目を削除していま
す。修正版様式集をご参照下さい。

556 Ⅲ 3-8 5 a 　実験排水処理設備とありますが、当
該工事に該当するところがあるのです
か。

　修正版様式集では本項目を削除していま
す。修正版様式集をご参照下さい。

557 Ⅲ 3-8 8 　8．什器・備品・音響映像機器等は、
様式3－10－1の備品等整備業務費用
見積書（施設全体）（更新を含む）の当
初整備小計欄の数値を転記するという
ことですか。

  ご質問の通りです。なお、様式3-8は訂正
致しましたので、ご確認下さい。
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No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
558 Ⅲ 3-10-1   ① 様式3-10-1のみならず、「SPC手

数料」という用語が散見されますが、こ
れは何を意味するのでしょうか。

  ② ＳＰＣが各々の業務を行なうにあ
たっての適正な利益相当部が「SPC手
数料」にあたるとの理解でよろしいので
しょうか。

  ③ 仮に②だとすると、適正な利益を
確保できる計画になっていない場合
（例えば極端な例としてSPC手数料＝
０の場合）本件事業提案の評価として
は好ましくない旨の評価点がつくという
理解でよろしいでしょうか（その結果、
本件事業のコストは事業者が適正な
利益を確保できないベース対比割高と
なると思われますが）。

　SPC手数料は、業務を実施する上での
SPCの適性な利益を意味します。なお、
SPC手数料の設定については、事業者の
判断にお任せ致します。

559 Ⅲ 3-10-1   （1） 当初整備･更新にかかる費用の
全てを記入することとなっております
が、
  ①30年間の途中で、備品等を途中更
新する場合の整備価格はどのように記
載すればよいのでしょうか。（当初整備
価格の欄はありますが）

  ②整備･備品の更新は、法定耐用年
数をベースに考えればよいのでしょう
か。

  ③ ②の場合，当然残価の除去損が
発生しますが、それも計上するとの理
解でよろしいでしょうか。

  ④ 法定点検期間が定まっているもの
は，法定点検期間毎の点検費、経常
的な備品の一部取替え費用その他経
常的修繕費、長期修繕費についても必
要があれば計上するという理解でよろ
しいでしょうか。

　①備品更新修理費の欄に記載して下さ
い。

　②適切なメンテナンス（修理）などを考慮し
た上で、業務要求水準に支障がないよう更
新をしていただければ、法定耐用年数にこ
だわる必要はありません。

　③除却損が発生する場合は、計上して下
さい。

　④様式3-10-1には、更新費及び修繕費
（投資的経費）をご記入下さい。点検費等は
様式4-3-4にご記入下さい。

560 Ⅲ 3-10-1 　「SPC手数料」及び「その他」とは、具
体的にどういったものを想定しておら
れるのでしょうか。

　SPC手数料は、業務を実施する上での
SPCの適性な利益を意味します。
  なお、様式3-10-1においては、「SPC手数
料」及び「その他」は削除する形で訂正致し
ます。

561 Ⅲ 3-10-1 　当初整備にSPC手数料が含まれてい
るのは何故でしょうか。（当初整備価格
は、様式2－3の本体工事費等に含ま
れ、様式2－6－2において提案する上
乗せするスプレッドによって計算される
支払利息の一部としてSPC手数料を計
上するのではないのでしょうか。）

  様式3-10-1のSPC手数料の欄は削除す
る形で訂正致します。

562 Ⅲ 3-10-1 　当初整備のSPC手数料とはどのよう
な性格の費用でしょうか。

  様式3-10-1のＳＰＣ手数料の欄は削除す
る形で訂正致します。

563 Ⅲ 3-10-2 　「その他」とは、具体的にどのような
施設を想定しておられるのでしょうか。

　その他は、事務費等諸経費を計上してい
ただく費用項目と考えております。（施設の
ことを指しているわけではありません）
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
564 Ⅲ 3-10-2 　他の修理費（様式4－4）ではSPC手

数料を見込む欄が見あたりませんが、
備品修理費に限ってはSPC手数料を
見込むのでしょうか。その場合、様式3
－10－1備品更新修理費④、様式4－3
－4（3） 備品・什器等保守管理業務の
修理費と整合をとるのは修理費とこれ
に係るSPC手数料の合計ですか、ある
いは修理費のみですか。
　また、当該様式で修理費に係るSPC
手数料を見込む場合、様式4－4にお
いて、備品更新修理費のみにSPC手
数料が算入されることになりますが、
他の修理費のSPC手数料はどこで見
込めばよろしいのでしょうか。

  様式3-10-2の修理費の欄は、削除する形
で訂正いたします（従って、様式4-3-4と整
合を図る必要はありません）。様式4-4は、
SPC手数料の欄を加える形で訂正いたしま
す。
  

565 Ⅲ 3-10-2 　SPC手数料は修理費の上段に記載
されていますが、SPC手数料はどの項
目に対してのものでしょうか。修理費に
はSPC手数料は発生しないのでしょう
か。

  様式3-10-2の修理費の欄は、削除する形
で訂正いたします。SPC手数料は、（１）～
（６）の施設を対象に更新及び修理費（資本
的支出）をご記入下さい。

566 Ⅲ 3-10-3 　当該様式の当初整備価格①、備品
更新修理費②は、様式3－10－1、様
式3－10－2におけるSPC手数料、その
他を含めた数値ですか。

  様式3-10-3の当初整備価格①、備品更
新修理費②はＳＰＣ手数料、その他を含め
ない値をご記入下さい。

567 Ⅲ 3-10-3 　単価とはSPCが業者より購入する価
格と考えてよろしいですか。

　ご質問の通りです。

568 Ⅲ 3-10-3 　耐用年数とは法定の耐用年数です
か。それともSPCが何年で更新すると
いう年数でしょうか。

　備品等については、適切なメンテナンス
（保守・管理）などを考慮した上で、業務要
求水準を満たすよう更新をしていただけれ
ば、法定耐用年数等にこだわる必要はあり
ません。

569 Ⅲ 3-10-3 　耐用年数欄には法定耐用年数を記
入するのですか、あるいは、見込んで
いる経済耐用年数を記入するのです
か。

　備品等については、適切なメンテナンス
（保守・管理）などを考慮した上で、業務要
求水準を満たすよう更新をしていただけれ
ば、法定耐用年数等にこだわる必要はあり
ません。

570 Ⅲ 3-10-3   本様式に記載する耐用年数は税法
上の年数（大蔵省令H12.3.31最新）を
記載するのでしょうか？或いは事業者
が提案する更新周期を記載するので
しょうか？

　備品等については、適切なメンテナンス
（保守・管理）などを考慮した上で、業務要
求水準を満たすよう更新をしていただけれ
ば、法定耐用年数等にこだわる必要はあり
ません。

571 Ⅲ 3-10-3   耐用年数とは法定対応年数ですか、
それとも実際の利用年数ですか。実際
の利用年数の場合に、法定耐用年数
との乖離がある場合にはどのように評
価されるのでしょうか。

　備品等については、適切なメンテナンス
（保守・管理）などを考慮した上で、業務要
求水準を満たすよう更新をしていただけれ
ば、法定耐用年数等にこだわる必要はあり
ません。

572 Ⅲ 3-10-3
～3-
10-8

　備品等の耐用年数とは、「減価償却
資産の耐用年数等に関する省令」に基
づく税法上の耐用年数を記入するので
しょうか。それとも民間事業者が考える
物理的・機能的な耐用年数を記入すれ
ばよいのでしょうか。

　備品等については、適切なメンテナンス
（保守・管理）などを考慮した上で、業務要
求水準を満たすよう更新をしていただけれ
ば、法定耐用年数等にこだわる必要はあり
ません。
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
573 Ⅲ 3-10-3

～3-
10-8

  この「備品更新修理費」については、
当初整備価格以外の各備品の維持管
理･修繕費、そして取替え費用他すべ
ての経費的･資本的支出が含まれると
の理解でよいのでしょうか。

  様式3-10-3～8の備品更新修理費には、
当初整備価格以外の各備品の更新及び修
理費（資本的支出）をご記入下さい。
  点検等維持管理にかかる費用について
は、様式4-3-4にご記入下さい。
　

574 Ⅲ 3-10-4 　「吊り戸棚」などは造り付け家具は、
一般的には建築工事の雑工事に入り
ます。維持管理や更新の考え方も異な
ります。指定書式通り、備品等の見積
りのなかに含めるべきでしょうか？

　造付け家具については、当初整備価格が
建築工事の雑工事に含まれるのであれ
ば、その旨を当初整備価格①に記入し、合
計金額に含めないものとします。但し、仕
様・数量・耐用年数・備品更新修理費の各
項目については明示して下さい。

575 Ⅳ 4-2-1 3） 　バックアップ体制に係る業務要求水
準あるいは制約条件はありますか。

　業務要求水準を満たす体制であることが
条件となります。

576 Ⅳ 4-2-1 3） 　バックアップの意味を教えて下さい。
維持管理会社の倒産時等の代行を指
すのか、単純に機器故障や災害時等
に外部からの現地常駐者のバックアッ
プを指すのでしょうか。

　諸事情により維持管理会社が業務を行う
ことが不可能となった場合の代行措置等を
想定しています。

577 Ⅳ 4-2-4 1） 　環境負荷の指標は、CO2換算など統
一した指標で記述する必要があります
か。

　統一した指標で記載する必要はありませ
ん。各事業者ごとに、自由に記載して下さ
い。
　なお、桑名市ではISO14001を推進してお
ります。

578 Ⅳ 4-2-4 　備品・什器等保守管理に係る｢環境
負荷を低減するようなライフサイクルコ
ストの考え方｣とは、備品･什器を含め
建築設備の保守･運転においてライフ
サイクルにおける環境負荷を低減する
考え方と理解して宜しいでしょうか。

    様式4-2-4は、備品・什器等の保守管理
に関し「環境負荷を低減するようなライフサ
イクルコストの考え方」をご記入下さい。
  

579 Ⅳ 4-3-1
～4-3-
7

　いずれの見積書にも、初年度費用を
（（Ａ）－準備期間）/30＋（Ａ）と記述さ
れていますが、（（Ａ）－準備期間）/30
＋準備期間の誤りではないでしょう
か。
　またそうだとすると準備期間の費用
は第1回支払い（平成17年4月30日）及
び第2回支払い（平成17年10月30日）
に１／２ずつ支払われるという理解で
宜しいでしょうか。

  前段の質問：ご指摘の通りです。（（A）－
準備期間）／30＋準備期間に訂正いたしま
す。
  後段の質問：平成17年4月30日の第１回
支払時に、平成16年10月～平成17年3月の
サービス の対価と併せて準備期間のサー
ビスの対価を全額お支払い致します。

580 Ⅳ 4-3-1 　初年度の式は（（A）－準備期間）／
30＋（A）ではなく、（（A）－準備期間）
／30＋準備期間ではないでしょうか。

  ご指摘の通りです。（（A）－準備期間）／
30＋準備期間に訂正いたします。

581 Ⅳ 4-3-1 　単価（円／㎡・月）※4を算出する延
床面積には生活利便施設を含みます
か。

  生活利便施設の延床面積を含め算出して
下さい。
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
582 Ⅳ 4-3-1 　準備期間分の市からの支払いはど

の様になされるのでしょうか。また、準
備期間に係るSPC手数料はどの様に
算定すればよろしいですか。

　前段について、準備期間にかかる維持管
理業務費用の支払いは、平成17年4月30日
の第1回目のサービスの対価の支払い時に
お支払いします。
  後段について、SPC手数料は、業務を実
施する上でのSPCの適性な利益を意味しま
す。準備期間のSPC手数料の算定方法は
事業者の判断にお任せいたします。また、
準備期間のＳＰＣ手数料の記載について
は、備考欄にご記入下さい。

583 Ⅳ 4-3-1 　この「準備期間」は（様式2－7）の「平
成14年度」（C－1）のことでしょうか。仮
に相違があれば、具体的には何でしょ
うか。

　様式4-3-1の準備期間は、平成16年8月
～9月の2ヶ月間になります。なお、様式2-7
に記載する場合は、平成15年度（平成15年
10月～平成16年9月）の欄にご記入下さ
い。

584 Ⅳ 4-3-1
～4-3-
7
4-4

　「様式4-3-1～4-3-7　維持管理業務
費用見積書」及び「様式4-4　長期修理
計画書」にはSPC手数料を記入する欄
がありません。SPC手数料については
「その他※3」の欄に記入すれば宜しい
のでしょうか。それとも新たに欄を追加
して記入するのでしょうか。

　維持管理業務費用見積書においては、
個々の維持管理業務（様式4-3-1～4-3-7）
にてSPC手数料を記入する必要はありませ
ん。様式4-3-8維持管理費見積書（全体）の
SPC手数料欄に一括してご記入下さい。
  様式4-4長期修理計画書にSPC手数料
（除く備品更新修理費のＳＰＣ手数料）の項
目を加えるよう訂正いたします。

585 Ⅳ 4-3-1
～4-3-
8

  各業務の延べ面積について。
生活利便サービス部分の延べ面積の
分割について、共用部分はどのように
取り扱えばよいのでしょうか（すなわち
共用スペースのうちどの部分まで生活
利便サービスで負担させるのかの基
準についてご教示下さい）。

  共用部分の延床面積については、全て図
書館に含め計算して下さい。

586 Ⅳ 4-3-4 　備品・什器等保守管理業務には、修
繕・更新が含まれているので、修理費
には、更新費及び修繕費が含まれて
いるとの理解でよろしいでしょうか。そ
の場合、様式3－10－2の修理費の合
計とは一致しませんが、どうすればい
いのでしょうか。

  様式4-3-4は更新費及び修理費（資本的
支出）は含みません。様式3-10-2の修理費
の欄は、削除する形で訂正致します（従っ
て、様式4-3-4と整合を図る必要はありませ
ん）。
  

587 Ⅳ 4-3-5 　様式4－4（長期修理計画書）と整合
をとるとありますが、様式4－4には外
構修理費の欄がありません。外構修理
が発生する場合、様式4－4に欄を追
加するということでしょうか。

　様式4-4は訂正しましたので、修正版様式
集をご参照下さい。

588 Ⅳ 4-3-6   ゴミ処理費用については、別途市が
負担されるとの理解で宜しいでしょう
か？

　①施設内によりでるゴミの収集・搬出・処
理は、ISO14001に基づいて分別を行いま
す。
　②市の指定袋は1枚15円ですが、事業系
のゴミ袋としては使用できません。なお、ゴ
ミの処理は事業者の業務範囲ですので、事
業系ゴミとして処理していただきます。
　③図書館は委託業者にて処理し、保健セ
ンター・勤労青少年ホームは市の指定日に
市職員が処理しています。
　④医療廃棄物処理業務は、本事業範囲
にありません。ただし、発生すれば市が別
途処理します。
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
589 Ⅳ 4-3-8  ※4 売上原価およびSPC手数料を加

えた売上高は、収支計画の前提（様式
2－6－1）に記載する維持管理費の売
上原価および売上高と一致させてくだ
さいとありますが、当該様式では※3
において売上原価は各業務の30年見
積書における「2年目以降（（A）－準備
期間）／30」の欄の総計から修理費を
除いた値とするとあり、様式2－6－1で
は※2において売上高および支出等は
開業1年目（平成16年10月～平成17年
9月、準備期間は除く）の金額を記入す
るとあります。これらは一致しないと考
えられますが、様式2－6－1にはどちら
の数値を記入すればよろしいのでしょ
うか。

　様式4-3-8は訂正しましたので、修正版様
式集をご参照下さい。なお、様式2-6-1にお
いては、売上高及び支出等は開業1年目
（平成16年10月～平成17年9月、準備期間
は除く）の金額を記入して下さい。

590 Ⅳ 4-3-8 　30年見積書における「2年目以降
（（A）－準備期間）／30」の欄の総計か
ら修理費を除いた値を売上原価とし、
SPC手数料を加えて売上高とすること
になっておりますが、修理費に対する
SPC手数料はどこで見込めばよろしい
のでしょうか。

  長期修理計画書の様式にSPC手数料（除
く備品更新修理費のSPC手数料）の項目を
加えるよう訂正いたします。

591 Ⅳ 4-4   当該様式の年度は4月～3月ですか、
あるいは10月～9月ですか。

  事業年度は10月からの1年間とし、ご記入
下さい。

592 Ⅳ 4-4   当該様式にはSPC手数料を見込む
欄が設けられておりませんが、修理費
に対するSPC手数料は見込んではなら
ないということでしょうか。

  長期修理計画書の様式にSPC手数料（除
く備品更新修理費のSPC手数料）の項目を
加えるよう訂正いたします。

593 Ⅳ 4-4 　備品更新修理費は、様式3－10－2と
一致させるのでSPC手数料を含んでい
ますが、他の項目にもSPC手数料を含
んだ金額を記入するのでしょうか。

  長期修理計画書の様式にSPC手数料（除
く備品更新修理費のSPC手数料）の項目を
加えるよう訂正いたします。

594 Ⅳ 4-4 　長期修理計画書の金額は、法定耐
用年数をベースにしたものでしょうか？
それとも実態の耐用年数によるもので
しょうか？

　備品等については、適切なメンテナンス
（保守・管理）などを考慮した上で、業務要
求水準を満たすよう更新をしていただけれ
ば、法定耐用年数等にこだわる必要はあり
ません。

595 Ⅳ 4-4 　大規模修繕では「仮設」工事が共通
的にかかります。これは各工事に金額
按分して加算すると解釈してよろしい
でしょうか？

  ご質問の通りです。

596 Ⅳ 4-4 　項目に「外構」がありません。項目を
付加することは可能でしょうか？

　様式4-4は訂正しましたので、修正版様式
集をご参照下さい。

597 Ⅳ 4-4 　防災設備とは具体的にどのような設
備を意味しているのでしょうか。

　「防災設備」を「防火防排煙設備」に訂正
いたします。

598 Ⅳ 4-4 　経常的経費には、建築、電気設備、
衛生設備、空調設備、昇降機設備に
関する資本的支出以外の金額をまと
めて記入するのでしょうか。

  ご質問の通りです。
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
599 Ⅴ 5-2-2 　「図書館運営経験」のうち、「台帳作

成等」とあります。この「台帳作成」は
図書館運営業務の要求水準には見当
たらないと思いますが、具体的にどの
ような業務を指すのでしょうか？

　図書館運営方針P．17　7．図書館システ
ム基準中の統計リストの中の「4　目録台帳
業務」に示した内容をいいます。

600 Ⅴ 5-2-3 　（1）運営体制（職員配置）はSPCだけ
の職員配置、指揮命令系統を示せば
よいのでしょうか、それとも市の職員も
含めての全体の職員配置、指揮命令
系統を記入するのでしょうか。
　後者の場合は市の職員の職員配
置、指揮命令系統は示していただける
のでしょうか。

　SPCの運営体制をお示し下さい。

601 Ⅴ 5-2-5 　図書館運営業務内容において、「ヤ
ングアダルト」とは具体的にどんな人た
ちですか？

　中学生と高校生を対象にしています。

602 Ⅴ 5-3-1 　SPC手数料は直接経費にのみ記載
されていますが、人件費にはSPC手数
料は発生しないのでしょうか。

  人件費にかかるSPC手数料も、直接経費
の欄にあるSPC手数料の項目にまとめてご
記入下さい。

603 Ⅴ 5-3-1
5-3-2

　入札説明書には図書館運営業務に
関して、SPC手数料に関する記述があ
りませんが、維持管理料やシステム業
務と同様に、提案書には様式に従って
SPC手数料を含めて記入するという理
解で宜しいでしょうか。

  ご質問の通りです。

604 Ⅴ 5-3-2   運営費用の欄は、事業者にとっての
費用ではなく、SPC手数料も含まれた
事業者にとっての収入であるサービス
の対価を記入すると考えてよろしいで
しょうか。

  ご質問の通りです。

605 Ⅴ 5-3-2 　準備期間中の運営費用はどの様に
支払われるかご教示下さい。

  平成17年4月30日の第１回支払時に、平
成16年10月～平成17年3月のサービス対
価と併せて準備期間のサービスの対価を
全額お支払い致します。

606 Ⅴ 5-3-2   本様式の想定利用者数を記入するに
あたり、市側で想定した121,200人（平
成16年度）について、以下、明細をご
教示下さい。
・図書館の図書等を貸借した者（相互
貸借を含む）
・AV機器を利用した者
・ IT機器を使用した者
・郷土資料室を利用した者
・研修室を利用した者
・コピー機を利用若しくはコピーサービ
ス（インターネット等からのプリントアウ
トを含む）を受けた者
・対面朗読室を利用した者
・レファレンス（OPAC利用を含む）を利
用した者
・読み聞かせコーナーを利用した者
・市又はNPO等が開催する行事に参加
した者

　公表できません。
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Ⅶ．様式集
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
607 Ⅴ 5-3-2   「様式5-3-2（30年見積書）は、～　提

案する図書館運営業務の内容を踏ま
え30年間にわたる利用者数を予測し、
これを基に各年の運営費を計上するも
のとする。」とありますが、この予測した
利用者数及びそれに基づく運営費の
計上は、事業者選定においてどのよう
に位置付けられるものなのでしょうか。
例えば、利用者数予測を踏まえ、債務
負担行為を設定する等の主旨なので
しょうか。

  様式5-3-2の想定利用者数の記載につい
ては、事業者が様式5-2で提案して頂く内
容をもってどの程度の利用者数を見込む
か、業務提案内容を総合的に把握するた
めです。
  

608 Ⅴ 5-3-2   ここで提案する数値は具体的にどの
ような評価をされるのでしょうか。

  様式5-3-2の想定利用者数の記載につい
ては、事業者が様式5-2で提案して頂く内
容をもってどの程度の利用者数を見込む
か、業務提案内容を総合的に把握するた
めです。
  

609 Ⅴ 5-4-1 　1～5年目の年度は10月～9月でしょ
うか、4月～3月でしょうか。

  10月～9月となります。

610 Ⅴ 5-4-1 　①に記載する算定根拠は1～5年目
の内容でしょうか。

  ご質問の通りです。

611 Ⅴ 5-4-1 　1～5年目の設備費は実際には建設
期間中に発生するものと思われます
が、建設期間中の支出とはせず、運営
期間に入った1～5年目に発生するも
のとして記入するということでしょうか。

  ＳＰＣにおける費用の発生の仕方は、各事
業者により異なるかと思いますが、ここでは
5年目までに発生する費用を1～5年目の欄
にご記入下さい。

612 Ⅴ 5-4-1   説明書にて「当該業務にかかる提案
価格（初年度購入価格であり、更新ま
での5年間分の価格）は、業務要求水
準を満たすためのサービスの対価であ
り、5年毎に業務内容及びこれに対応
する費用の更新を行う」とありますが、
本業務を整備・保守・管理と分割した
場合、様式には各業務毎に算定根拠
を明示する必要がありますか？
  また、本業務のシステムは、5年ごと
のハードウエア及びソフトウエア双方と
も全面的に更新する、つまり5年ごとに
システム構築を行い、機種等のハード
ウエア全てを全面的に更新するものと
理解して宜しいでしょうか？
  加えて、提案価格は、6回の整備費
用の全額と、30年間の保守・管理費用
の全額（様式5-4-1の整備・保守・管理
の30年間の総合計額）と理解して宜し
いでしょうか？

  上段の質問： 整備・保守・管理業務を一
括にまとめて算定根拠をお示し頂く形で結
構です。
  中段の質問：業務要求水準を満たしてい
れば、事業者の判断で行って頂いて結構で
す。
  後段の質問：ご質問の通りです。

613 Ⅴ 5-4-1 　システム整備はリースを前提に考え
ているのでしょうか。

  事業者の判断にお任せ致します。
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Ⅷ．その他
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
614 回答集付属
資料A

21 7 （1）
（2）
（3）

　既存の図書館､保健センター､勤労青
少年ホームにおける維持管理コストを
教えて頂きましたが、その建物規模(延
床面積･階数･主要機器)､維持管理の
概略の仕様をご教示下さい。

　図書館は延床面積1247.36㎡で2階建、保
健センターは延床面積654.8㎡で2階建、勤
労青少年ホームは延床面積785.785㎡で3
階建で一部は4階建です。
　維持管理概要について、必要な仕様書は
情報公開制度でご請求下さい。

615 回答集付属
資料A

27 9 （1） ・ 視聴覚資料（AV）の現在所有の本数
は1,594本ですが、この内訳（媒体）は
大半はVHSビデオで、新図書館に大半
移管する予定でしょうか。だとしたら運
営方針の資料収集方針（視聴覚資料）
でVHSは定義されていますが、設計水
準のAV鑑賞コーナーの必要備品に
VHSが鑑賞できる機器を設置する必要
があるのでしょうか。設計水準＆必要
備品に「VHS」が定義付けされていま
せん。

・ 各視聴覚資料は基本的に館内鑑賞
サービスのみで「館外貸出サービス」
の運営方針は無いのでしょうか。

・ 図書と同様に視聴覚資料の貸出(館
内プラス館外？)可能な状態で納入す
ることを条件として考えれば、6,000点
を購入目安とする資料に装備（バー
コード貼付etc）やAVデータを作成する
必要があるのでしょうか。またこの
6,000点は全て館内鑑賞のためだけの
コンテンツなのでしょうか。

　現有の視聴覚資料の大半はレーザーディ
スクですが、ビデオテープも移転保存しま
す。必要なものはデジタル化しますので、
鑑賞するにおいては要求水準通りで問題
は無いと判断しております。また、郷土資料
室にはテレビデオ設置の設定しております
ので、ビデオテープの鑑賞も可能と考えて
おります。しかし、事業者の提案事項となり
ますので、様式5－2－9でご提案下さい。
　館外貸出については、現在においても将
来においても、著作権法に違反しないAV資
料は貸借の対象といたします。
　また、貸借にかかわらず台帳作成の上か
らも「図書等」に定義されている資料は全て
にバーコード等が必要です。

616 特定事業の
選定につい
て

2
3
2 -1 　P．3 ＰＦＩ方式により実施する場合

「資金調達に関する事項」で自己資
金、出資比率5％はSPC会社の資本金
と理解致しますが、P2「算出に当って
の前提条件」の中にあるように「実際
の応募者の提案内容を制約するもの
ではなく、また一致するものでもない」
と理解してよろしいでしょうか。つまり
SPC会社が運営される資本金の確保
が出来ればよいと理解してよろしいで
すか。

　ご質問の通りです。

617 特定事業の
選定につい
て

3 　PFI方式により実施する場合の経費
（PFI事業のLCC）項目として、交付税
措置が含まれておりますが、この交付
税措置の内容は
・H12.3.29の（旧）自治省財政局長通知
に基づくものでしょうか。
・その場合、本事業では複合施設全体
が交付税の対象でしょうか。
・また、市が自ら実施した場合（PSC）
においては交付税が考慮されていない
ことから、「施設の種別に応じた財政措
置の仕組みのない施設の場合」として
扱われていると解釈してよろしいでしょ
うか。

　①ご質問の通りです。
　②図書館を対象としております。
　③交付税措置を想定しているものの、現
段階でその措置が確約されるもではありま
せん。
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Ⅷ．その他
No. 対象 ﾍﾟｰｼﾞ 項目 質問事項 回答
618 実施方針等
に関する質
問回答集

45 304 　建物の構造形式について要望はあり
ますでしょうか。」に対しての回答の中
で「RC造、SRC造又はそれに準ずる構
造を想定しています。」と回答をご教示
して頂いておりますが、この準ずるの
扱いについて、建設コストに影響しま
すので基準を明確化し、ご教示下さ
い。

　「それに準ずる構造」とは強度、震動、騒
音、耐火等がRC造及びSRC造と同等以上
の性能を有する構造を考えています。
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